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九州工業大学
○ 大学の概要 先端金型センター

バイオマイクロセンシング技術研究センター
（１） 現況 エコタウン実証研究センター

① 大学名 国立大学法人九州工業大学 理数教育支援センター
情報通信技術教育センター

② 所在地 （本部・戸畑キャンパス） 福岡県北九州市戸畑区仙水町１番１号 先端エコフィッティング技術研究開発センター
（飯塚キャンパス） 福岡県飯塚市川津６８０番４号
（若松キャンパス） 福岡県北九州市若松区ひびきの２番４号 ⑤ 学生数及び教職員数（留学生数）

③ 役員の状況 学部学生： ４，４２２名 （３７名）
学長 下村 輝夫 （平成15年10月 1日～平成22年 3月31日） 大学院博士前期学生： １，３７５名 （４０名）
理事 ４名 〃 後期学生： ２６１名 （５０名）
監事 ２名 （非常勤１名） 計 ６，０５８名 （１２７名）

④ 学部等の構成 教 員 数： ３８４名
（工学部） 機械知能工学科 職 員 数： ２１０名

建設社会工学科 計 ５９４名
電気工学科
物質工学科 （２） 大学の基本的な目標等
共通講座 （前文）大学の基本的な目標

九州工業大学は、開学以来の理念である「技術に堪能なる士君子」の養成に基
（情報工学部） 知能情報工学科 づき、世界をリードする高度技術者の養成を基本的な目標とする。教育・研究の高

電子情報工学科 度化を図り、今後も世界に向けての「知と文化の情報発信拠点」であり続けることを
システム創成情報工学科（旧 制御システム工学科） 目指す。さらに、「知の源泉」として地域社会の要請に応え、教育と研究を通して次
機械情報工学科 （旧 機械システム工学科） 世代産業の創出・育成に貢献する、個性豊かな工学系総合大学を目指す。
生命情報工学科 （旧 生物化学システム工学科）
共通講座 ≪基本的な目標の実現に向けて、以下の項目を設定する。≫

【１．教育】 研究と社会貢献を礎として、グローバル・エンジニアを養成する。
（大学院：博士課程） 【２．研究】 世界トップレベルの分野を創出する。

工学研究科 機械知能工学専攻 【３．社会貢献】 研究を通した産学連携を基軸に活動を展開する。
建設社会工学専攻 【４．新技術創成】教育、研究、社会貢献を通して、「基盤工学」、「情報工学」、「生
電気工学専攻 命体工学」分野における相互連携と融合による新技術創成を目
物質工学専攻 指す。
機能システム創成工学専攻 （独立専攻）

（特徴）
情報工学研究科 情報科学専攻 本学は、九州北部の炭鉱事業の隆盛と１９０１年の官営八幡製鐵所の開設を契機とし

情報システム専攻 て、我が国の重化学工業の勃興期に工業化推進の中核的人材を養成する目的をもっ
情報創成工学専攻 （独立専攻) て、製鉄を中心とする北部九州の工業地帯に、１９０７年に当時としてはめずらしい４年制

の工業専門学校「私立明治専門学校」として設立された。その後、１９２１年の官立明治
生命体工学研究科 生体機能専攻 専門学校、１９４４年の官立明治工業専門学校を経て、１９４９年に国立九州工業大学と

〈独立研究科〉 脳情報専攻 変遷し、１９６５年には、工学部に新たに大学院工学研究科修士課程を設置し、１９８８年
には、同博士課程を設置した。この間、北部九州のみならず、広く日本の産業化と社会

（附属施設） 附属図書館 発展に貢献すべき技術者の養成にかかわる高等教育機関として発展を重ねるとともに、
保健センター 工業地帯に位置する工業大学として教育と研究を通じ、地域社会との連携を強化してき
情報科学センター た。
マイクロ化総合技術センター １９８６年には、社会における情報技術の急速な進歩に対応するため、全国で最初の
産学連携推進センター 情報系総合学部である情報工学部を筑豊地区の飯塚市に新たに設置し、１９９１年に
環境マネジメントセンター は、大学院情報工学研究科修士課程、１９９３年には同博士課程を設置した。
機器分析センター また、２０００年には、生命体のもつ優れた機能を工学的に実現することを目指し、独立
サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー 研究科として大学院生命体工学研究科博士課程を北九州市若松区に設置した。
ヒューマンライフＩＴ開発センター ２００４年の国立大学法人化とともに国立大学法人九州工業大学となり、現在、２つの
宇宙環境技術研究センター 学部と３つの大学院研究科から構成された総合工学系大学として最先端の教育と研究を
ネットワークデザイン研究センター 行っており、これまでに４万名を超える卒業生、修了生を輩出している。
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九州工業大学
（３）大学の機構図

平成１８年度 平成１９年度

教育・研究担当監事 経営協議会 教育・研究担当監事 経営協議会
経営・財務担当監事（非常勤） 学 長 教育研究評議会 経営・財務担当監事（非常勤） 学 長 教育研究評議会

監 総務・企画 教育・学生 産学連携 財 務 監 教育・学生 学術情報 財 務 事務・労務
担当理事 担当理事 担当理事 担当理事 担当理事 担当理事 担当理事 担当理事・

査 査 事務局長

室 室
安全衛生推進室 情報基盤室

評 価 担 当 情報・図書館担当 研究戦略担当 事務・労務担当 総務・企画担当 産学連携担当 評 価 担 当 研究戦略担当
副 学 長 副 学 長 副 学 長 副学長・事務局長 副 学 長 副 学 長 副 学 長 副 学 長

大学評価室 情報基盤室 研究戦略室 安全衛生推進室 大学評価室 研究戦略室

総 務 課 （学務部） 附属図書館 工学部 情報工学部 生命体工学 総 務 課 （学務部） 附属図書館 工学部 情報工学部 生命体工学
人 事 課 教育支援課 事 務 部 事務部 事 務 部 研究科事務部 人 事 課 教育支援課 事 務 部 事務部 事 務 部 研究科事務部
会 計 課 学生支援課 会 計 課 学生支援課
施 設 課 入 試 課 施 設 課 入 試 課
研究協力課 研究協力課

-2-



九州工業大学
（３）大学の機構図

平成１８年度 平成１９年度

機械知能工学科 機械知能工学科
建設社会工学科 建設社会工学科

工学部 電気工学科 工学部 電気工学科
物質工学科 物質工学科
共通講座 共通講座

知能情報工学科 知能情報工学科
電子情報工学科 電子情報工学科

情報工学部 ｼｽﾃﾑ創成情報工学科 （制御ｼｽﾃﾑ工学科） 情報工学部 ｼｽﾃﾑ創成情報工学科 （制御ｼｽﾃﾑ工学科）
機械情報工学科 （機械ｼｽﾃﾑ工学科） 機械情報工学科 （機械ｼｽﾃﾑ工学科）
生命情報工学科 （生物化学ｼｽﾃﾑ工学科） 生命情報工学科 （生物化学ｼｽﾃﾑ工学科）
共通講座 共通講座

九 機械知能工学専攻 九 機械知能工学専攻
大学院 建設社会工学専攻 大学院 建設社会工学専攻

州 工学研究科 電気工学専攻 州 工学研究科 電気工学専攻
（博士課程） 物質工学専攻 （博士課程） 物質工学専攻

工 機能システム創成工学専攻 （独立専攻） 工 機能システム創成工学専攻 （独立専攻）

業 業
大学院 情報科学専攻 大学院 情報科学専攻

大 情報工学研究科 情報システム専攻 大 情報工学研究科 情報システム専攻
（博士課程） 情報創成工学専攻 （独立専攻） （博士課程） 情報創成工学専攻 （独立専攻）

学 学

大学院 生体機能専攻 大学院 生体機能専攻
生命体工学研究科 生命体工学研究科
（博士課程） 脳情報専攻 （博士課程） 脳情報専攻
〈独立研究科〉 〈独立研究科〉

附属図書館
附属図書館 保健センター
保健センター 情報科学センター
情報科学センター マイクロ化総合技術センター
マイクロ化総合技術センター 産学連携推進センター
産学連携推進センター 環境マネジメントセンター
機器分析センター 機器分析センター
サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

附属施設 ヒューマンライフＩＴ開発センター 附属施設 ヒューマンライフＩＴ開発センター
宇宙環境技術研究センター 宇宙環境技術研究センター
ネットワークデザイン研究センター ネットワークデザイン研究センター
先端金型センター 先端金型センター
バイオマイクロセンシング技術研究センター バイオマイクロセンシング技術研究センター
エコタウン実証研究センター エコタウン実証研究センター
理数教育支援センター 理数教育支援センター
情報通信技術教育センター 情報通信技術教育センター

先端エコフィッティング技術研究開発センター
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九州工業大学
○ 全体的な状況

[全体的な進捗状況]
平成１６～１９年度までの中期計画については、すべての取り組みについ 次に、学長のリーダーシップの下に、平成１７年度より研究、外部資金獲得

て「上回って実施している」、「十分に実施している」と判断した。 及び産学連携のいずれかで顕著な業績を挙げた若手教育職員の昇格を推進する
ため、「人材登用活性化制度」を設け延べ９名を昇格させた。

[各項目の状況のポイント] さらに、事務職員においても充実すべき分野を決定し、特に秀でた能力を有
I 業務運営・財務内容等の状況について する者を対象とした採用試験を行い３名（主として語学分野）を採用した。
（１）業務運営の改善及び効率化 法人等採用試験においては、学長及び理事も面接委員となり能力の高い事務
① 運営体制の改善 職員の獲得に努めている。その一環として、情報システム部門の業務の充実を

経営方針をより明確化するため検討を重ね、平成１８年３月に基本理念 図るため、ソフトウェア開発企業のシステムエンジニアを事務職員として採用
及び基本方針を、６月にアクションプランを策定し、これらを周知・公表 した。
した。これらの具体的な経営方針に則り、機動的かつ効率的な組織運営を
一層推進するため、学長直轄の「経営企画会議」、「戦略会議（企画会議）」 ④ 事務等の効率化・合理化
を設置した。各部局の効果的かつ戦略的運営を行うため、副学部長・副研 法人化移行時に、事務組織の在り方を検討するため民間のコンサルタントに
究科長を設置した。 よる面接聞き取り調査を実施した。その調査を参考にしながら社会的要請に応
研究面の企画部門強化のため研究戦略室を設置するとともに、教育研究 えるべき適正な人事配置を行った。

プロジェクトの分野横断性と統一性を持たせ、予算管理等の整合性を図る 事務組織の人事部門の業務の充実を図るため、新たに人事課を設置した。機
ため「教育研究プロジェクト推進会議」を設置した。 能性の高い事務体制を形成するため、各自のミッションと目標管理の要素を取
また、産学連携支援体制充実のため、地域共同研究センターと知的財産 り入れた事務職員評価を実施するとともに、機動性・能率性の高い組織運営を

本部を統合し「産学連携推進センター」を設置した。 確保するため、事務組織評価についても併せて実施した。
さらに、法人化当初から監事１名を常勤とし、平成１８年度から財務担 平成１９年度からは、学生に対するサービス向上のため、学務部の集中配置

当理事を常勤とした。これとともに、監査室を設置して内部監査機能を強 体制を行い、ワンストップサービスを実施した。
化し、財務への取り組みを強化した。

② 教育研究組織の見直し （２）財務内容の改善
教育と研究に対する社会的要請に迅速に責任をもって対応するために、 ① 財務内容の改善・効率化

教育、研究面の充実を含め、教育研究の高度化の観点から大学院・学部を 経営協議会の審議において、大学として教育、研究、産学連携のどの部門の
通じた教育研究組織計画（学府・研究院計画）を決定し、平成２０年度か 集中と選択を目指しているかを明確にするため、予算立案では「分かりやすい
ら実施することとした。 予算」編成を目指し、８つの基本的事項（人件費、教育研究費、センター等運

営費、戦略的経費、光熱水費、事務運営費、施設等経費、予備費）の内容とし
③ 教職員の人事 た。人件費削減に関しては、計画的採用を図り年度目標である△１％削減を着
国立大学法人化の趣旨に則り、法人化と同時にすべての教育職員人事は、 実に実施した。

教授会では審議は行わず、学長のリーダーシップの下で行うこととした。 平成１９年度からは、「基本理念」、「基本方針」に基づき、リサーチアシスタ
手続き的には、まず役員会で各部局からの教育職員選考委員会設置提案 ント経費を大幅に増額した。戦略的経費は、「戦略会議（企画会議）」で各部局

書を全学的な教育研究の立場から可否を決定し、認められた教育職員選考 の活動を考慮しつつ、全学戦略的立場から審議した。
委員会のみの候補者を各部局及び全学的観点から審議決定する。 施設等経費、予備費を除くこれら以外の経費は、経常経費の△１％削減を毎
さらに慎重を期すため、全学的観点からの委員候補者２名を教育研究評 年実行した。

議会で追加審議決定する。教育職員選考委員会からの審議報告を受け、業 平成１６年度から導入している全学スペースチャージ制による徴収収益費は、
績等の審議を教育研究評議会で行い、その審議結果を役員会で審議して決 施設の維持管理と有効利用を図るため、施設等経費に充当して自助努力を実行
定している。 した。
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九州工業大学
○ 全体的な状況

② 経費の抑制 II 教育研究の質の向上の状況について
物品購入面では一括購入や単価の整理及び周知により、光熱水費では年間 （１）教育に関する取組

目標と施策により、費用軽減を実行した。 ① ２１世紀 COE プログラムが平成１５年度に１件採択され、現代ＧＰは平
平成１９年度は、冷蔵庫及び冷凍庫の排熱量を精査し、屋外集中管理方式 成１７年度に２件、平成１８年度に１件採択された。

のシステム確立を図り、冷房による電気料金軽減を目指すこととした。 また、平成１８年度には「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」
が、九州大学と連携して採択されるとともに、大学院ＧＰ１件が採択された。
さらに、平成１９年度には特色ＧＰ１件、大学院ＧＰ２件、再チャレンジ

（３）自己点検・評価及び情報提供 支援経費５件、「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」１件、「大
平成１９年度に我が国を代表する有識者による外部評価委員会を実施し、 学教育の国際化推進プログラム」３件、「大学知的財産本部整備事業」１件

教育・研究・社会連携・国際交流関係に関する外部評価を行い、外部評価報 がそれぞれ採択された。
告書を周知・公表した。 ② 平成１７年度から、推薦入学内定者を対象とした入学前導入教育を実施し
平成１７年度には安全保障輸出規程を制定するとともに、平成１８年度の た。

科学者行動規範制定に引き続き、平成１９年度には事務職員・技術職員行動 ③ 平成１８年度に、情報工学部では、我が国初の学部単位でＪＡＢＥＥ審査
規範を策定して周知・公表した。 に合格した。
教育職員の評価については、平成１７年度の試行結果を踏まえ、就任３年

未満と任期付の教育職員を除く全ての教育職員を対象として、グループウェ （２）研究に関する取組
ア上に「教育職員評価システム」を構築し、平成１８年度に本評価を行った。 平成１６年度から重点研究プロジェクトの学内公募を行い、６つの教育研究
評価結果は、経営協議会に報告し、Ｗｅｂ上で公開した。 センターを設置して、学長裁量定員による人的支援、財政面での支援、研究ス
機能性の高い事務体制を形成するため、各自のミッションと目標管理の要 ペース等の支援を行った。

素を取り入れた事務職員評価を平成１８年度に試行を行い、平成１９年度か 平成１７年度に日本学術振会の「アジア研究教育拠点事業」に１件採択され、
ら職員評価を実施するとともに、機動性・能率性の高い組織運営を確保する 平成１８年度にこの事業推進のためマレーシアのプトラ大学にサテライトオフ
ため、事務組織評価についても併せて実施した。 ィスを開設した。

また、平成１８年度に、経済産業省地域新生コンソーシアム研究開発事業と
（４）その他の業務運営に関する重要事項 して７件が採択された。平成１９年度には、韓国発明振興会と相互協力協定を
① 施設設備の整備・活用等に関する目標 締結した。
施設等経費の効果的投入と最大限の自助努力による施設設備の整備・活用

を図ることを目標とした。具体的には、平成１６年度から導入した我が国初 （３）産学との連携に関する取組
の全学的な施設のスペースチャージ制とレンタル制を効率的に運用し、スペ 地域共同研究センターと知的財産本部を統合し、平成１８年１０月に「産学
ース管理システムによる施設マネージメントを実施し、施設有効利用を推進 連携推進センター」を発足させ、産学連携、技術移転及び知的財産等の機能を
するとともに、利用状況に合致しない部屋の改修を行った。 一元化した組織とした。
また、教育施設の改修に際しては、学生の自己研修や相互研修が可能な施 新センターの発足にあたり、産学官連携の機能を強化するための活動方針を

設となるよう整備を行い、併せて多様な省エネ化につながる工夫を取り入れ 検討した結果、
た。 ○知的財産部門（技術移転機能、知的財産関連機能）

○リエゾン部門（産学連携機能）
② 安全管理に関する取組 ○教育支援部門（知的財産啓蒙及び教育活動支援機能）
全学的な危機管理体制を確立するために、平成１９年度に「九州工業大学 ○ベンチャー支援部門（ベンチャー創出・育成機能）

における危機管理体制に関する要項」を設定した。 の４部門を設置するとともに、研究協力課との密接な連携体制を整備するため
平成１７年度に設置した安全衛生推進室の主導の下に、グループウェアに に事務職員を増強した。

リンクしている薬品管理データベースシステムでの一括管理を行った。 その成果として、対外的窓口の一本化、ニーズ・シーズのマッチングから共
平成１９年度には、環境マネージメントセンターを設置し「環境報告書」 同研究、知財発掘、知財管理、知財のライセンシング、競争的資金獲得までの

を作成公表するとともに、北九州市及び市内関連企業と「化学災害対策に関 一貫した支援体制の構築、産学連携関係者での情報の共有・意思疎通等が実施
する協力等の協定」を締結した。 できる体制を確立した。
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○ 全体的な状況 九州工業大学

現在、産学連携推進センターの体制の下、各部門が継続した活動を実施し、 平成１８年度から平成１９年度においては、文部科学省の「海外先進教育
今後の技術移転、知的財産支援、産学連携研究支援、知的財産啓蒙及び教育、 実践支援プログラム」の支援を受けて、２年間に亘りラフバラ大学、ワシン
ベンチャー創出と育成を実施するとともに、今後の産学連携活動方針を決定 トン大学など欧米の優れた教育制度をもつ大学を調査した。
し、本学の特徴をさらに推進することとした。 平成１７年度に、重点交流協定校であるサリー大学（英国）や浦項工科大

学校（韓国）との共同研究交流を増強するとともに、オールドドミニオン大
学（米国）、昌原大学校（韓国）、プトラ大学（マレーシア）等との国際共同研
究や国際交流事業の強化策を検討した。

[各項目に横断的な事項の実施状況] さらに、平成１７年度には国際宇宙大学（フランス）、平成１８年度には
「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」における重点協定大学

○ 学長のリーダーシップの下、機動的・戦略的な大学運営を目指した取組 として、ＳＲＭ大学（インド）、ハノイ工科大学、ＦＰＴ大学（ともにベト
平成１８年度には北九州高専と連携協定、福岡県工業技術センターと連携 ナム）、平成１９年度にはロレーヌ工科大学（フランス）、バージニア工科大学、

協定、（株）安川電機と包括協力協定をそれぞれ締結した。 カーネギーメロン大学研究センター（ともに米国）、西安交通大学、西安電
また、平成１９年度には、北九州中小企業３社と連携協定、（社）九州経済 子科学大学、長安大学（ともに中国）等との連携協定を締結し、共同事業
連合会と連携協定、（財）日本自動車研究所と包括連携協定、大分県と連携協 を推進した。
定締結をそれぞれ締結した。 この内、ロレーヌ工科大学とはダブルディグリー協定を締結し、既に学生

の交流を開始した。
○ 社会に対する取組

平成１７年度より毎年「東京シンポジウム」を開催し、大学の研究内容を
公開している。平成１８年度には「九工大世界トップ技術」を発刊し、教育
研究内容の周知を図った。
平成１７年度から「北九州４大学（九工大・北九州市立大・九州歯科大・

産業医大）スクラム講座」を開催し、市民を対象とした公開講座を実施した。
現代ＧＰプログラムの一環として、小・中学生を対象とした「ジュニアサ

イエンス・スクール」を毎年１０回程度開催し、併せて高校の理系科目担当
教諭を対象とした「スーパーテイチャーカレッジ」を開催した。
県の教育委員会を介して小中高校生徒を対象とした出前講義を７０回程度

実施した。
産学連携面からは、平成１８年度に地域の中小企業との連携を図るため「九
州工業大学技術交流会（キューテックコラボ）」を設置するとともに、毎月第
３木曜日に「三木会」を開催し学内外講師による産学連携に関する情報交換
の場を創設した。

○ 国際交流に関する取組
教育研究活動を国際化し、グローバル化社会に対応する大学として認

知されることを目指して、以下のような国際交流活動を実施した。
平成１６年度に国際交流協定校との間で国際共同研究及び交流事業を調査

し、平成１７年度には窓口教育職員を通して共同研究・事業の可能性を調査
した。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　経営方針等について検討を重ねた結果、平成１８年３月に基
本理念及び基本方針を、６月にアクションプランを策定し、これ
らを周知・公表した。
　また、研究面の企画部門の強化を図るため、研究戦略室を立
ち上げるとともに、産学連携の支援体制の充実を図るため、地
域共同研究センターと知的財産本部を統合し、産学連携推進
センターを立ち上げるなど、機動的、効率的な組織運営を行っ
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

教育、研究、社会貢献とそれを
裏付ける財務、人事に関する全
学的な経営戦略を、基本理念、
基本方針及びアクションプラン
に則り行う。
(Ⅱ-01)

Ⅲ

　基本理念、基本方針及びアクションプランに則り、機動的、効
率的な組織運営を一層推進する観点から、企画立案機能を強
化するために、役員会の下に「経営企画会議」を新設するととも
に、教育研究プロジェクトの予算管理等を全学的に整合性を持
たせつつ、調整するため「教育研究プロジェクト推進会議」も新
たに設置した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(1) 業務運営の改善及び効率化
　　①運営体制の改善に関する目標

①－１）-ア「大学の基本的な目
標」に基づく全学的な経営戦略
を学長のリーダーシップの下で
戦略会議にて策定し、役員会、
経営協議会、教育研究評議会が
それぞれの責任において、経営
戦略を実現する協力体制を構築
する。

Ⅲ

教育、研究、社会貢献とそれを
裏付ける財務、人事に関する
全学的な経営戦略を、基本理
念、基本方針及びアクションプ
ランに則り行う。

①「大学の基本的な目標」を踏まえ、学長、学部長等のリーダーシップの下、外部人材の活用も含め、機能的な運営組織の整備を図り、戦略的な学内資源配分に努め、機
動的、効率的な組織運営を行う。
②効率的・効果的な経営を実現するため、他大学との連携・協力体制を積極的に実現する。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　アクションプラン等も踏まえ、教育、研究、社会貢献等にわたる重点
施策を各年度計画において実施した。 このことにより、これまで
　・文部科学省関係で２１世紀ＣＯＥプログラム、現代ＧＰ、特色ＧＰ、大
学院ＧＰや先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム等９件
　・総務省のユビキタスネットワーク技術の研究開発プロジェクト１件
　・文部科学省の知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）「福岡先端システ
ムＬＳＩ開発拠点構想」の採択
　・ＪＳＰＳ関係でアジア研究教育拠点事業、二国間交流事業等３件
　・文部科学省の大学知的財産本部整備事業２件
　・経済産業省関係の中小企業産学連携製造中核人材育成事業４件
　・地域新生コンソーシアム研究開発事業７件
など、教育、研究、社会貢献等の各般にわたり実績を積み重ねてき
た。
　また、昨今の工学教育を取り巻く社会ニーズへの対応から教育、研
究面の充実を含め、大学院・学部を通じた教育研究組織改組計画を
決定し、平成２０年４月から実施することとしている。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

年度計画の進捗状況を踏まえ、
重点施策を実現するための年
度計画を策定する。
(Ⅱ-02)

Ⅲ

　基本理念・基本方針及びアクションプランに則り、教育研究面
での改革に資するため、文部科学省の特色ＧＰ１件、大学院Ｇ
Ｐ２件、「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」１
件の計４件が新たに採択され、実施した。
　また、社会貢献面では、文部科学省知的クラスター創成事業
（第Ⅱ期）「福岡先端システムLSI開発拠点構想」として新たに
採択され、研究活動を開始した。
　さらに懸案であった、教育、研究面の充実に向けた組織強化
として、「大学院・学部改組計画」を文部科学省に概算要求し、
承認され平成２０年４月からの実施が決定した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　中期計画を踏まえて、毎年度の学内予算として財務目標値を
設定し、戦略会議、経営協議会を経て役員会で決定し、実施し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

今年度の財務目標値及びその
具体策を定め、実施する。
(Ⅱ-03) Ⅲ

　政府方針に沿った人件費の抑制や政府目標に沿った光熱水
費の△１％減等を含め、必要な教育研究活動等への財務目標
値を定め、これに基づいた予算執行を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－１）-イ学長のリーダーシップ
の下で長期目標・長期計画を策
定し、これらの実現に至るロード
マップとして経営及び財務計画
に立脚した教育、研究、社会貢
献に関する中期計画６年間の重
点施策を明確にする。さらに、各
重点施策を実現するための年度
計画を策定し、公表する。

Ⅲ

年度計画の進捗状況を踏ま
え、重点施策を実現するため
の年度計画を策定する。

①－１）-ウ財務計画を策定し、
年度毎の目標値及び実現に向
けた具体策を明らかにし、経営
基盤の確立に努める。さらに、年
度毎にその自己評価を行い、次
年度の目標値に反映させる。

Ⅲ

年度毎の財務目標値及びそ
の具体策を定め、実施する。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　英国のサリー大学、オーストラリアのシドニー工科大学、立命
館大学、はこだて未来大学、東京工業大学、北見工業大学の
管理運営、教育、評価、産学連携体制等に関する優れた事例
を調査・検証した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１７年度達成済み。
(Ⅱ-04)

　当初の計画は、平成１７年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　立命館大学の産学連携体制を調査し、本学における共同研
究、受託研究の受入れ業務の一元化の見直しを実施し、受入
れ業務の迅速化を図った。
　また、全学統合認証システムの導入については、取り組みが
進んでいる名古屋大学等を参考にして、システムの仕様策定
委員会を立ち上げ、検討を行った。
　海外との交流においては、フランスのロレーヌ工科大学とダブ
ルディグリー協定を締結した。

　理事及び副学長の補佐体制の充実を図るため、学長特別補
佐を置いているほか、大学評価室、安全衛生推進室、情報基
盤室及び研究戦略室を設置した。
  以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１７年度達成済み。
(Ⅱ-05)

　当初の計画は、平成１７年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　機動的・効果的な組織運営を一層推進する観点から、企画立
案機能を強化するために、役員会の下に「経営企画会議」（学
長、学長指名理事で構成）を新設した。

①－２）-ア中期目標・中期計画
に掲げた諸活動を具体的に実現
できる運営体制を構築するた
め、平成１７年度までに国内外の
優れた事例を調査する。

Ⅲ

平成１７年度達成済み。

①－２）-イ理事及び副学長の機
能を補佐する体制を整備し、機
動的かつ効果的な運営体制を
平成１７年度までに整備する。

Ⅲ

平成１７年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　九州工業大学のアクションプランに沿いながら、大学が目指
す経営方針等について職員に共通認識させ、学長のリーダー
シップの下、アクションプランの実現に向けて、全職員がその役
割と責任において一体的な組織運営を行った。
　具体的には、学長から教育研究評議会で必要に応じ各部局
長等に要請するとともに、教育職員については教授会で、事務
職員については事務連絡会議で、円滑かつ一体的な組織運
営について絶えず啓蒙した。
　なお、技術職員については、飯塚地区で技術部を設置し、技
術支援等の活動を積極的に行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

教育職員、事務職員、技術職員
の定められた役割と責任の下で
組織運営を行う。
(Ⅱ-06) Ⅲ

　学長のリーダーシップの下、アクションプランに沿い、全職員
が一体となった組織運営を行った。
　また、事務職員については、アクションプランにある組織目標
や組織方針に沿った課題解決や処理も加味した事務職員評
価を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　役員会、経営協議会及び教育研究評議会の議事を学内外に
公表するとともに、学内外に対する窓口の明確化を図ることによ
り、意見を効果的に聴取できる体制を整えた。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-07)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　役員会、経営協議会及び教育研究評議会の議事を学内外に
公表するとともに、教育、研究、社会連携・国際交流など、大学
運営に関わる外部評価を行い、その評価結果を外部評価報告
書として取りまとめ、文部科学省や関係各方面に配布するととも
に、Web上にも公開した。

　平成１６年度に委員会を精選し、効率的かつ機動的な運営が
できるよう簡素化（委員会数３３→２６、各委員会の委員数の減）
を行った。その後は、必要に応じて随時見直しを行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-08)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　引き続き、効率的かつ機動的に運営ができるよう簡素化に努
めた。

①－２）-ウ教育職員と事務系職
員（技術職員を含む。）が一体と
なり、組織運営において、構成
員の役割と責任を明確にして、
機動的な活動により効果的な運
営を実現させる。

Ⅲ

引き続き、効果的な運営に努
める。

①－２）-エ役員会、経営協議会
及び教育研究評議会の活動を
常に学内外に公表して意見を求
め、優れた提案を適時に反映で
きるシステムを構築する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－２）-オ全学的な運営のため
の委員会を精選し、効率的かつ
機動的な運営が実施できる体制
を平成１７年度までに構築する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　副学部長・副研究科長を設置し、効果的な学部・研究科運営
が可能になる体制を整備した。
　工学部・研究科では、学部長、副学部長、副研究科長、事務
長からなる「工学部運営会議」を設置し、学部長（研究科長）の
リーダーシップの下、中期目標・中期計画の達成を支援し、機
動的な学部・研究科運営を行う体制を整えた。また、学部長
は、「工学部運営会議」での学部・研究科の教育・研究・組織・
運営・将来構想等に関する検討事項について適時、学科長
会、委員長懇談会等で周知し、その基本的な方針を示すことに
より、円滑な部局運営体制を確立した。
　情報工学部・研究科では、毎週定例で開催する執行部運営
会議など、学部長・研究科長を中心とした執行部体制（副学部
長及び事務長を含む執行部運営会議）を整備し、効果的な学
部・研究科の運営を行った。
　生命体工学研究科では、研究科長を中心とした執行部体制
（副研究科長及び事務長を含む運営委員会）の下、研究科の
運営を機動的に行った。また、研究科長と若手教員の間で、定
期的な懇談会を開催した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-09)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　工学部・研究科においては、平成２０年度の改組に向けての
新組織の構築を含む管理運営体制の改善を図った。
　情報工学部・研究科においても、平成２０年度の改組に向け
た管理運営体制の改善を図った。
　生命体工学研究科においては、引き続き、研究科長を中心と
した運営委員会の下、研究科の運営を機動的に行った。

①－３）-ア副学部長・副研究科
長を設置し、学部長・研究科長
のリーダーシップの下で、学部・
研究科の特質を反映する中期目
標と中期計画を実現できる体制
を整備する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　工学部・研究科では、副学部長と副研究科長の役割を定める
とともに、学部長、副学部長、副研究科長、事務長から成る「工
学部運営会議」を中心として、「教育等改善会議」、「委員長懇
談会」、「関連委員会」等が連携して教育及び学生指導を機動
的に実施する体制を整えた。
　情報工学部・研究科では、学部長、研究科長、副学部長、副
研究科長の責任と役割について検討し、責任分野を分担しな
がら業務を遂行した。また、学部長・研究科長のリーダーシップ
の下、事務職員、技術職員と協力して教育及び学生指導を機
動的に実施するため、毎週定例の事務長・係長会議及び技術
部会議を行い、問題点の洗い出し、教育・学生指導実施体制
の整備、更なる改善など、一層の推進を行った。
　生命体工学研究科では、研究科長は運営委員会を中心とし
た管理運営統括や研究・産学連携の推進、副研究科長は教
育・学生支援を中心とする業務という形で役割分担を明確にし
ており、機能的運営を行った。また、事務職員と緊密な協力関
係を保った。
 以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-10)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　工学部・研究科では、工学部運営会議（学部長、副学部長、
副研究科長、事務長）が、情報工学部・研究科においては、執
行部運営会議（学部長、副学部長、副研究科長、事務長）が、
また、生命体工学研究科においては、運営委員会（研究科長、
副研究科長、事務長）がそれぞれ中心となり、機動的な教育研
究管理を実施した。

①－３）-イ学部長と副学部長（研
究科長と副研究科長）の責任と
役割を明確にし、事務系職員と
協力して教育及び学生指導を機
動的に実施する体制を構築す
る。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　工学部・研究科では、教授会・工学研究科委員会審議事項
中、「入学試験合格候補者の選考」について学科長会・工学研
究科運営委員会へ審議を委嘱することを決定し、平成１６年１１
月の「平成１７年度推薦入学試試験合格候補者の選考」より、こ
れを実施した。また、入学試験業務の新たな運営システムを構
築した。これにより、教授会の審議事項・報告連絡事項等を大
幅に精選した。さらに、学部長の主導する委員長懇談会によ
り、年度計画など委員会間にまたがる事項等について情報交
換、意見交換を行うなど、効果的な運営を図った。
　情報工学部・研究科では、学部長・副学部長・副研究科長・
事務部との打合せを定期的に行い、委員会の審議に委ね得る
ものを洗い出し、教授会の審議事項を厳選し、その代りに
フォーラム等の説明会や意見交換をする機会を増やした。ま
た、学部運営のための委員会を精選した。
　生命体工学研究科では、平成１５年度は委員会１５、ワーキン
ググループ５で延べ委員数１１１人であったが、平成１６年度は
委員会７、部会２、担当５、ワーキンググループ２で延べ委員数
６７人とし、削減を図った。また、研究科の重要な事項について
は、研究科長を委員長とする運営委員会が集中して議論をし
ており、機動的な運営を行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１７年度達成済み。
(Ⅱ-11)

　当初の計画は、平成１７年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成２０年度からの大学院・学部の改組に向け、引き続き工
学部運営会議及び情報工学部執行部運営会議を中心に新た
な運営組織、教育研究組織の具体案を決定し、各種委員会の
統廃合も行った。
　生命体工学研究科においても、運営委員会を中心に引き続
き、機動的運営を行った。

①－３）-ウ教授会の審議事項を
精選し、かつ部局運営のための
委員会を精選して、効率的かつ
機動的な部局運営が実施できる
体制を平成１７年度までに構築
する。

Ⅲ

平成１７年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　世界的水準の研究拠点形成を目指した研究組織として設置
した６つの研究センター（ヒューマンライフＩＴ開発センター、宇
宙環境技術研究センター、ネットワークデザイン研究センター、
先端金型センター、バイオマイクロセンシング技術研究セン
ター、エコタウン実証研究センター）等の研究プロジェクトに対
し、学長裁量定員による人的措置や戦略的経費による資金措
置を行った。これにより、先端金型センター等では社会人教育
も実施した。なお、施設の有効活用に関する規程及びプロジェ
クト研究スペース利用細則を運用し、施設のレンタル制・スペー
スチャージを実施することで、施設の有効利用が図られ、その
結果生じた空きスペースを優先的に研究プロジェクトに措置し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

全学的経営戦略に基づいて、
社会人教育を含む教育と研究
における重点領域に対して人
材、資金及びスペースの重点配
分を継続的に実施する。
(Ⅱ-12)

Ⅲ

　教育研究等の重点領域に対し、学長裁量定員による人的措
置及び経費措置並びに施設スペースの重点配分を引き続き実
施した。
　また、社会人の再教育に関して文部科学省の「社会人の学び
直しニーズ対応教育推進プログラム」が平成１９年度に新たに
採択され、実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－４）-ア役員会、経営協議会
及び教育研究評議会における経
営戦略に基づき、研究、社会人
再教育等の観点から全学委員会
において重点領域を設定し、人
材、資金及びスペースの重点配
分を平成１９年度までに実施す
る。

Ⅲ

重点研究プロジェクトセンター
等の今後のあり方について検
討するとともに、必要に応じ改
善策を実施する。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　現代ＧＰ、大学院ＧＰ、先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プロ
グラム等に採択されたプロジェクトに対し、人材、資金面におい
て学内支援を行った。なお、必要に応じてセンター化した。
　また、施設の有効活用に関する規程及びプロジェクト研究ス
ペース利用細則を運用し、施設のレンタル制・スペースチャー
ジを実施することで、施設の有効利用が図られ、その結果生じ
た空きスペースを全学的経営戦略に基づき重点配分した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

全学的経営戦略に基づいて教
育支援のための戦略的予算を
充実するとともに、人材、資金及
びスペースの重点配分を実施
する。
(Ⅱ-13)

Ⅲ

　引き続き、現代GP、大学院GP、先導的ITスペシャリスト育成
推進プログラム等のプロジェクトに対し、学長裁量定員による人
的措置、経費措置を継続的に行うとともに、スペ－ス管理システ
ムの運用を通じて必要とされるスペ－スを提供した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　施設の活用については、施設の有効活用に関する規程を平
成１６年度に制定し、平成１７年度から運用した。また、施設の
レンタル制・スペースチャージ制を平成１７年度から実施した。
これにより施設利用の流動化が進み、スペースを必要とするプ
ロジェクト研究等への利用が可能となった。
　設備の活用については、平成１７年度に大型機器類のデータ
ベースを整備し、活用のための情報を提供するシステムを構築
し、学内外に公表した。また、機器分析センターに加えて、平
成１８年度から先端金型センター及びマイクロ化総合技術セン
ターでも保有する設備及び機器の使用料（学内外対象）を定め
て公表した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-14)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　施設の効率的活用方策の構築については、平成１８年度のス
ペ－ス管理システム構築により完了した。
　このシステムを活用しつつ、設備の有効利用も図りながら、引
き続き、効率的な施設・設備の運用を図った。

①－４）-イ役員会及び教育研究
評議会における経営戦略に基づ
き、教育支援のための人材、資
金及びスペースの重点配分を平
成１９年度までに実施する。

Ⅲ

当初の計画を達成した。 継続
して、全学的経営戦略に基づ
いた重点的教育支援に努め
る。

①－４）-ウ経営的視点から、全
学委員会において効率的な施
設・設備の活用方策を構築し、
教職員に平成１７年度までに公
表する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　役員会、経営協議会、監事における学外者は、産業界、行政
及び地域社会等から適任者を登用した。また、平成１８年度
に、財務への取り組みの強化を図るため、これまで非常勤で
あった財務担当の理事を常勤とし、外部の金融機関から招聘し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１６年度達成済み。
(Ⅱ-15)

　当初の計画は、平成１６年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　役員の交替に伴い、財務担当の理事については、引き続き、
金融機関から招聘した。

　情報通信技術教育センターの新設に伴い、学長のイニシャ
ティブの下、米国IBM本社から部長級職員を教授に招聘するな
ど、民間等から有能な人材を確保した。
　事務職員についても、語学能力に特に優れた者（ＴＯＥＩＣス
コア８６０点以上）を対象とした独自の採用試験を実施し、採用
した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-16)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１８年度までの実績に加え、情報システム部門の強化の
ため、ソフトウェア開発企業のシステムエンジニアを新たに採用
した。

　北九州学術研究都市における単位互換に関する協定を締結
するとともに、北九州学術研究都市キャンパス運営委員会や３
研究科長懇談会など、定期的に他機関と協議を行い、連携強
化に努めた。
　また、北九州市内の北九州市立大学、九州歯科大学及び産
業医科大学との４大学による連携協力を進め、連携公開講座
の実施や非常勤講師の相互派遣等について協議を行った。
　さらに、九州北部の大学との研究教育の連携協力に関する協
定等を締結した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

近隣の大学との連携体制の強
化に努める。
(Ⅱ-17) Ⅲ

　引き続き、北九州学術研究都市キャンパス運営委員会や３研
究科長懇談会など、定期的に他機関と協議を行い、連携強化
に努めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－５）-ア役員会、経営協議
会、監事における学外者は、産
業界、行政及び地域社会等から
平成１６年度に適任者を登用す
る。

Ⅲ

平成１６年度達成済み。

①－５）-イ経営等の専門知識を
有する教育職員及び事務系職
員を学外から登用する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

②-ア北九州学術研究都市の機
能を高め、本学が発展することを
目指して、近隣の大学との連携
体制を強化し、教育、研究、運営
における効率的な活動方策を策
定し、その実施に努める。

Ⅲ

近隣の大学との連携体制の充
実に向けて、引き続き努める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　国立大学協会九州支部に置かれている「九州地区国立大学
間の連携に係る企画委員会」（防災・環境ネットワーク部会、リ
ポジトリ部会、シンポジウム部会、合同説明会部会）の下に進め
られている九州地区の国立大学間連携に積極的に参画した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

教育、入学試験、産学官連携等
の分野で連携・協力可能な国立
大学法人との協力体制を整備
する。
(Ⅱ-18)

Ⅲ

　引き続き、国立大学協会九州支部に置かれている「九州地区
国立大学間の連携に係る企画委員会」を中心とした連携合同
事業に参画して活動した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　国立大学法人間の連携・協力については、Ⅱ－１８に記載の
とおりである。
　また、北九州市内４大学（九州工業大学、北九州市立大学、
九州歯科大学、産業医科大学）との間で４大学の協力体制を
構築し、非常勤講師の相互派遣等の在り方について検討を
行った。
　流動的な人事システムに関しては、九州大学、北九州工業高
等専門学校との覚書に基づき、事務職員の相互出向・派遣を
実施するなど、７大学・機関と計画的人事交流を実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

教育・研究及び一般業務につ
いて、国立大学法人間の連携・
協力、流動的な人事システムに
ついて、関係機関と引き続き協
議する。
(Ⅱ-19)

Ⅲ

　国立大学法人間の連携については、Ⅱ－１８に記載のとおり
である。
　また、流動的な人事システムに関しては、九州大学、北九州
工業高等専門学校との覚書に基づき、事務職員の相互出向・
派遣を実施し、計画的人事交流を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-イ教育、入学試験、産学官連
携等の分野で連携・協力可能な
国立大学法人と協力する体制を
整備し、効果的な大学運営の実
現を図る。

Ⅲ

当初の計画を達成した。
引き続き、本学と国立大学法
人との間の連携・協力態勢を
継続して進める。

②-ウ教育・研究及び一般業務
について、国立大学法人間の連
携・協力を図り、流動的な人事シ
ステムを含めて効率的な運営を
図る。

Ⅲ

当初の計画を達成した。
引き続き、国立大学法人間と
の連携・協力を進め、流動的
な人事システムについても継
続的に進める。

-17-



九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　社会ニーズの市場調査を実施し、その結果を踏まえ、平成２０
年４月から社会ニーズ等に対応した工学部の学科の新設や再
編を行うとともに、教育機能・研究機能の組織的な充実を目指
し、学部講座を廃止して大学院レベルの研究院に教育職員を
所属させ、教育組織として工学研究科、情報工学研究科を廃
止し、工学府、情報工学府を設置することを内容とした教育研
究組織の再編成計画を決定した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

迅速かつ弾力的に教育組織と
研究組織を再編成するシステム
について必要な整備方策を文
部科学省に概算要求するととも
に、関係の学内諸制度を整備
する。
(Ⅱ-20)

Ⅲ

　社会ニーズに対応した工学部の学科の新設のほか、迅速か
つ弾力的な教育研究組織の編成を可能とする研究院・学府の
設置について文部科学省に概算要求し、承認された。
　これを踏まえ、平成２０年４月からの実施準備を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(1) 業務運営の改善及び効率化
　　②教育研究組織の見直しに関する目標

①-ア社会のニーズを市場調査
するとともに、社会の変化を的確
に捉え、迅速かつ弾力的に教育
組織と研究組織を編成するシス
テムを構築する。

Ⅲ

平成２０年度達成済み。

①社会のニーズや進展に対応して、教育組織と研究組織を見直す。
②機動的かつ効率的に、既存の教育・研究組織を再編成する。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

（Ⅱ－２０より）
　社会ニーズの市場調査を実施し、その結果を踏まえ、平成２０
年４月から社会ニーズ等に対応した工学部の学科の新設や再
編を行うとともに、教育機能・研究機能の組織的な充実を目指
し、学部講座を廃止して大学院レベルの研究院に教育職員を
所属させ、教育組織として工学研究科、情報工学研究科を廃
止し、工学府、情報工学府を設置することを内容とした教育研
究組織の再編成計画を決定した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

Ⅱ－２０の記載のとおり。
(Ⅱ-21)

Ⅲ

（Ⅱ－２０より）
　社会ニーズに対応した工学部の学科の新設のほか、迅速か
つ弾力的な教育研究組織の編成を可能とする研究院・学府の
設置について文部科学省に概算要求し、承認された。
　これを踏まえ、平成２０年４月からの実施準備を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　教育研究評議会及び大学評価委員会で、教育と研究に対す
る教育職員の役割及び評価への反映のさせ方について審議し
た結果、教育職員の果たすべき４つの役割（教育、研究、社会
貢献、管理運営）について評価を行う方針を決定した。
　平成１７年度に教育職員評価システムを立ち上げて試行評価
を行った上で、評価基準・実施方法等を決定し、平成１８年度
に教育職員評価を実施し、評価結果を公表した。
　評価結果を踏まえ、改善を要すると判断された教育職員に対
しては、改善計画書を部局長に提出させるとともに、優良な教
育職員に対しては、賞与への反映を行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-22)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１８年度から本格実施した教育職員評価の結果を踏ま
え、教育研究の活性化に資する活用方策等を含めた改善策の
検討を開始した。

①-イ教育組織と研究組織にお
いて、それぞれが責任をもって
教育と研究にあたるシステムを構
築する。

Ⅲ

平成２０年度達成済み。

①-ウ教育と研究に対する教育
職員の役割を明確にし、教育職
員の評価に反映させる。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
引き続き、改善策を検討し、評
価に適切に反映させる。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　入学希望者の意識調査として、オープンキャンパス参加者及
び新入生へのアンケートを実施した。また、本学学生の就職者
が多い企業の採用時に何を重視するか（求めるか）について、
アンケート調査を実施した。これらの結果は、各部局へ通知し、
募集活動、就職指導等に活用した。
　これらの調査結果等を踏まえ、工学部の学科新設・再編や大
学院・学部を通じた教育研究組織の再編成計画を決定した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-23)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　オープンキャンパス参加者及び企業の採用担当者へのアン
ケート等を踏まえ、工学部の改組、工学研究科・情報工学研究
科の改組等の大学院・学部を通じた改編計画を文部科学省に
概算要求し、承認された。

　社会ニーズの市場調査を実施するとともに、各部局の実情に
応じて、卒業・修了生のアンケートを実施した。また、企業から
の要望についてもアンケート・意見交換等を行い、例えば、英
語の教育強化のために、ＴＯＥＩＣの受験の推進・義務化を行う
など、人材養成教育の改善にフィードバックした。
　さらに、これらの取り組みも踏まえ、大学院・学部を通じた教育
研究組織の再編成計画を決定した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-24)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
（Ⅱ-20より）
　社会ニーズに対応した工学部の学科の新設のほか、迅速か
つ弾力的な教育研究組織の編成を可能とする研究院・学府の
設置について文部科学省に概算要求し、承認された。
　これを踏まえ、平成２０年４月からの実施準備を行った。

②－１）-ア入学希望者の意識及
び卒業生の就職状況に関する
市場調査を実施し、その結果を
考慮して教育組織を柔軟に再編
成する方策を平成１９年度までに
検討する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

②－１）-イ社会のニーズに鋭敏
に対応できる教育内容を実現す
る組織及びその運営体制を平成
１９年度までに整備する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

-20-



九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　世界的水準の研究拠点形成を目指した研究組織として設置
した6つの研究センター（ヒューマンライフＩＴ開発センター、宇
宙環境技術研究センター、ネットークデザイン研究センター、先
端金型センター、バイオマイクロセンシング技術研究センター、
エコタウン実証研究センター）に対して、重点的に支援した。
　また、２１世紀ＣＯＥプログラム等の文部科学省や各省庁の競
争的資金に選定されたプログラムに対しても重点的な支援を実
施した。
　具体的には、各研究センター及びプログラムに係る将来方針
に必要な支援を協議するとともに、各研究センターの外部評価
委員会による評価も考慮して、人員、研究費や設備の重点的
支援を実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-25)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　世界的水準の研究拠点形成を目指した研究組織として設置
した６つの研究センターに対する外部評価委員会において、そ
れぞれの実績が高く評価された。
　さらに、外部評価委員会の報告に基づき、各研究センターの
将来構想についての検討に着手した。

②－２）-ア世界的水準の研究拠
点形成を目指した研究組織を平
成１８年度までに優先的に立ち
上げる。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　工学部・研究科では、資源、環境、エネルギー等の「基盤工
学」に関して、学科・専攻を超えた横断的な研究グループを平
成１６年度（７件）、平成１７年度（７件）、平成１８年度（９件）を立
ち上げた。また、関連する全学研究センターとして、「宇宙環境
技術研究センター」、「バイオマイクロセンシング技術研究セン
ター」が設置された。
　情報工学部・研究科では、大学院教育に分野横断的なコー
ス・モジュール制を導入することにより、専攻の枠を超えた研究
者の交流を促し、部局横断的な研究グループの立ち上げを促
進する組織体制を整備した。さらにこれを発展させ、研究組織
と教育組織を分離する大学院・学部改組計画を検討した。
　生命体工学研究科では、２１世紀COEプログラムやアジア研
究教育拠点事業の採択、「バイオマイクロセンシング技術研究
センター」の設置、さらには大学院ＧＰ等の取り組みにより、既
存の講座の枠組みとは異なった研究グループが形成され始め
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

各部局の特性を生かした研究プ
ロジェクトや研究グループ制など
の研究組織の構築を継続して
推進する。
(Ⅱ-26)

Ⅲ

　工学部・研究科では、平成20年度改組に向けて、「工学研究
科研究プロジェクト推進会議」を発展・充実させることの検討を
行い、「工学研究院教育研究プロジェクト推進会議」を発足させ
る予定である。
　情報工学部・研究科では、学部執行部及び学部長補佐会議
を中心として、研究プロジェクトに応じた学部・研究科横断的な
研究グループの組織化を推進した。平成19年度では、知的クラ
スター創成事業において4研究グループを組織化した。
　生命体工学研究科では、21世紀COEプログラムや第Ⅱ期知
的クラスター創成事業とともに、アジア研究教育拠点事業の採
択、バイオマイクロセンシング技術研究センターとの連携、さら
には大学院ＧＰ等の取り組みにより、様々な研究グループが形
成され、活発な研究活動が遂行された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②－２）-イ各部局の特性を発現
できる研究組織を立ち上げる。

Ⅲ

引き続き、各部局の特性を活
かした研究組織の構築に努め
る。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　研究機能の組織的な充実を目指した組織の再編成として、学
部講座制を廃止し、教育職員の所属を研究院の系・部門に再
編する大学院・学部を通じた改組計画を決定し、実施することと
した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

Ⅱ－２０にまとめて記載。
(Ⅱ-27)

Ⅲ

（Ⅱ-20より）
　社会ニーズに対応した工学部の学科の新設のほか、迅速か
つ弾力的な教育研究組織の編成を可能とする研究院・学府の
設置について文部科学省に概算要求し、承認された。
　これを踏まえ、平成２０年４月からの実施準備を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　情報科学センターや附属図書館の追加的情報基盤システム
を検討した結果、一元管理と追加基盤の実施案を策定し、順
次実施した。
　また、情報基盤の充実及びこれに基づく情報環境の整備等
を推進するため、平成１８年４月に全学情報基盤室を設置する
とともに、各部局に情報基盤室を設置し、連携体制を構築し
た。
　さらに、総合情報基盤構築計画策定プロジェクトを立ち上げ、
一層の機能向上を図るとともに、情報セキュリティポリシーの改
正(案)を作成した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-28)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　全学統合ＩＴ管理システムを策定し、導入に向けた準備を行っ
た。また、情報セキュリティーポリシーに関連した情報システム
利用規程等やガイドラインについて策定作業を行った。

②－２）-ウ社会の変化に迅速に
対応できる研究組織とするため、
講座制を廃止し、研究グループ
制とし、部局を越えた教育職員
の流動化を図る。

Ⅲ

平成２０年度達成済み。

②－３）-ア全学的な情報基盤シ
ステムを構築し、情報科学セン
ターや附属図書館等の機能を平
成１８年度までに向上させる。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　地域共同研究センターと知的財産本部を統合し、平成１８年１
０月に「産学連携推進センター」を発足させ、産学連携、技術移
転及び知的財産等の機能を一元化した組織とした。新センター
の発足にあたり、産学官連携の機能を強化するための活動方
針を検討した結果、知的財産部門（技術移転機能、知的財産
関連機能）、リエゾン部門（産学連携機能）、教育支援部門（知
的財産啓蒙及び教育活動支援機能）、ベンチャー支援部門
（ベンチャー創出・育成機能）の４部門を設置するとともに、研
究協力課との密接な連携体制を整備するために事務職員を増
員した。その成果として、対外的窓口の一本化、ニーズ・シーズ
のマッチングから共同研究、知財発掘、知財管理、知財のライ
センシング、競争的資金獲得までの一貫した支援体制の構築、
産学連携関係者での情報の共有・意思疎通等が実施できる体
制を確立した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-29)

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成18年度に整備した産学連携推進センターの体制の下、
各部門が継続した活動を実施し、技術移転、知的財産支援、
産学連携研究支援、知的財産啓蒙及び教育、ベンチャー創出
と育成を実施した。
　さらに、平成20年度に向けて産学連携活動方針を決定し、本
学の特徴をさらに推進することとした。

②－３）-イ産学連携、技術移転
及び知的財産等の機能を効率
的に発現する組織を構築する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　教育職員及び特別研究員については、原則として公募により
採用し、公募によらない場合には、その理由を開示した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１７年度達成済み。
(Ⅱ-30)

　当初の計画は、平成１７年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１７年度より教育職員及び特別研究員については、原則
として公募により募集・採用した。公募によらない場合には、そ
の理由を開示した。

　平成１６年度に策定した外国人及び女性の教員の確保に関
する基本方針に基づき、工学系の専門分野における現状等を
勘案し、単なる数値目標にとらわれることなく、当該研究分野の
現状に則し、確保に努めることとした。
　なお、平成１６～１８年度の採用実績は、外国人５名、女性３
名であった。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

外国人及び女性の教員の確保
に関する基本方針に基づいて
確保に努める。
(Ⅱ-31) Ⅲ

　平成１６年度に策定した外国人及び女性の教員の確保に関
する基本方針に基づき、工学系の専門分野における現状等を
勘案し、単なる数値目標にとらわれることなく、当該研究分野の
現状に則し、引き続き確保に努めることとした。なお、平成１９年
度の採用実績は外国人１名、女性２名であった。平成１６年度
からの累計では、外国人６名、女性５名となった。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(1) 業務運営の改善及び効率化
　　③人事の適正化に関する目標

①-ア教育職員及び特別研究員
は平成１７年度までに原則として
公募制により募集・採用する。

Ⅲ

平成１７年度達成済み。

①「大学の基本的な目標」を達成するため、専門性を重視した、適正な人事を行う。
②評価に基づく効率的かつ機動的な人事システムを構築する。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

①-イ外国人及び女性の教育職
員の確保に努める。

Ⅲ

外国人及び女性の教員の確
保に関する基本方針に基づい
て確保に努める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　事務職員について、国立大学法人採用試験からの採用とは
別枠で、「特に優れた能力を有する職員」採用枠を平成１８年
度に設けた。平成１８年度は、語学能力に特に優れた者を対象
とし、ＴＯＥＩＣスコア８６０点以上かつ実務経験３年以上を資格
要件とした。選考の結果、平成１９年度に３名を採用することとし
た。
　また、上記のスキーム設定前の平成１６年度にも、大学評価
等のシステム構築のため、データベースの専門エンジニアを選
考採用した。
　以上のことから、大学として中期計画を上回って実施してい
る。

平成１７年度達成済み。
(Ⅱ-32)

　当初の計画は、平成１７年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１９年度は情報システム部門の強化のため、ソフトウエア
開発企業からシステムエンジニアの経験者１名を採用した。ま
た、県内高専からも出向により、SE業務経験者を受入れた。

　教育研究評議会で、本学において実施する評価の種類及び
評価システムの基本的在り方を審議した。
　教育職員評価については、平成１７年度に評価方法や評価
基準等を大学評価委員会で審議するとともに、学内のグループ
ウェアに評価システムを構築し、３キャンパスの協力の下、試行
評価を実施した。その結果も踏まえ、さらに審議した結果、平成
１８年３月に実施方法等を決定した。
　平成１８年度に教育職員評価を実施し、評価結果を踏まえ、
改善を要すると判断された教育職員に対しては、改善計画書を
提出させるとともに、優良な教育職員については、賞与への反
映を行った。評価結果についてもＷｅｂ上に公表した。
　事務職員評価については、平成１７年度から検討に着手し、
平成１８年度に補佐級以上の事務職員を対象に試行を実施し
た。その結果を踏まえて、実施方法を策定し、平成１９年度から
全事務職員を対象として実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度実施した教育職員
評価結果を分析する。また、事
務職員の評価システムとして、
新たに事務組織評価及び事務
職員評価制度を導入する。
(Ⅱ-33)

Ⅲ

　平成１８年度に実施した教育職員評価結果の分析を実施し、
部局によっては、評価結果を参考にして、各教育職員と面談を
行った。
　また、平成１９年度から事務組織評価及び事務職員評価を本
格実施し、その結果に基づいた個人評価と昇給・ボーナスの査
定を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ア教育職員及び事務系職員
の個人評価システムを構築し、
評価結果による適正な配置を実
施する。

Ⅲ

平成２１年度に実施する教育
職員評価について改善策を検
討し、実施する。
評価結果を踏まえ、教育職員
の適切な配置に努める。

①-ウ事務系職員は、平成１８年
度までに目的に応じた専門性の
高い人材を採用する。

Ⅳ

平成１７年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　教育職員については、平成１７年度に試行評価を行い、その
結果も踏まえ評価基準等を策定し、学内に公表した。平成１８
年度から教育職員評価を実施するとともに、実施後に評価基準
等に関するアンケート調査を実施し、各部局等で評価結果の
分析を行った。さらに、評価結果を経営協議会に報告し、学外
委員の意見を伺った。なお、教育職員評価の評価結果の活用
については、教育研究評議会において、改善を要する者に
は、改善報告書の提出を義務付けることとされた。また、優良な
教育職員については、賞与への反映を行った。
　事務職員については、既存の勤務評定に代えて目標管理型
の個人評価制度を導入することとし、平成１８年度に試行を行
い、その結果も踏まえて評価基準を策定し、平成１９年度から
実施することとした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度に実施した教育職
員評価について検証を行う。次
回、平成２１年度の教育職員評
価に向けて、各領域（教育、研
究、社会貢献、管理運営）の基
準等について検討する。
(Ⅱ-34)

Ⅲ

　大学評価委員会において、教育職員評価の改善策について
検討に着手した。また、平成１９年度の予算配分に当たって
は、「業績等評価配分経費」について、平成１８年度に実施した
教員評価の結果を配分の基礎とした。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-イ個人評価システムを活用
し、教職員毎の職務への貢献度
を示す指標を策定して、学内に
公表する。

Ⅲ

引き続き、平成２１年度の教育
職員評価の実施に向けて、各
領域（教育、研究、社会貢献、
管理運営）の基準等について
検討し、実施する。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　人事・労務関連業務の充実を図るため、総務課を改組し、総
務課及び人事課とするとともに、総務課においては企画立案機
能の強化、総合調整機能の充実等を図るべく、事務組織の見
直しを行った。
　また、学生サービスの向上のため、学務部の教務課及び学生
生活課を改組し、教育支援課及び学生支援課とした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-35)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　事務の効率化・新たなニーズ等への対応の観点から事務組
織の見直しに努めた。

　北九州市内４大学（九州工業大学、北九州市立大学、九州歯
科大学、産業医科大学）学長会議において、教育に関する協
力を図るための措置について検討し、可能なものから逐次実施
することとした。
　また、具体の業務の効率化・合理化については、一部の消耗
品（コピー用紙、トイレットペーパー）について、４大学の会計担
当者が協力の上、従来より１０％～１５％ディスカウントした価格
で平成１７年度から購入を実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

北九州市内４大学が協力して引
き続き検討を進める。
(Ⅱ-36)

Ⅲ

　引き続き４大学学長会議において、教育に関する協力につい
て協議した。
　また、４大学が協力してディスカウントに成功した一部の消耗
品（コピー用紙、トイレットペーパー）については、依然として低
価格を維持できた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(1) 業務運営の改善及び効率化
　　④事務等の効率化・合理化に関する目標

①－１）-事務の効率化、新たな
ニーズへの対応及び大学運営
の企画立案等に参画できる事務
組織の構築を図る視点から、必
要に応じ見直しを行う。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
引き続き、事務の効率化等の
観点から事務組織の見直しに
努める。

①事務組織の再構築及び事務職員配置の再編等を通して事務の効率化・合理化を図る。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

①－２）-ア他大学との協力によ
り、業務の効率化を検討する。

Ⅲ

引き続き、北九州市内４大学
が協力して検討を進める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　事務の効率化や新たな業務等に対応する事務の在り方や外
部委託が可能な業務について検討を行い、秘書業務、一部の
会計処理業務等可能なものから外部委託を実施した。
　また、環境報告書を作成するにあたり、コンサルタントとして、
環境関係に詳しい業者に依頼・取りまとめを行うなど、外部の専
門的知識と技術を有効活用した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-37)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　外部委託が可能な一部の会計処理業務及び社会保険業務
について外部委託を実施した。

　事務職員の採用については、役員会の下に学長・理事・事務
局長等を構成員とする選考委員会を常設し、企画力等を重視
して採用するシステムを平成１８年度に構築した。
　事務職員の研修については、外部研修の活用を図りつつ、
平成１９年度から新採用職員研修及び係長研修を新設し、モ
チベーションの確保及びスキルアップを図ることとした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-38)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　学内研修計画に基づき係長・専門職員研修を２か年計画で
実施することとし、初年度対象者について研修を実施した。係
長・専門職員研修の２年目実施に向け、検討を進めるとともに、
主任・中堅係員研修の実施に向けて検討した。さらに、業務へ
の専門性を高めるため、個別労働紛争解決研修等の研修へ職
員を派遣した。

　事務組織の評価システムについて検討した結果、平成１８年
度に試行を行い、その結果も踏まえ、事務組織評価システムを
構築し、平成１９年度から実施することとした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅱ-39)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１８年度に構築した評価システムに基づき、事務組織評
価を行った。

①－２）-イ外部の専門的知識と
技術を有効活用するため、各種
業務の外部委託を促進する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－２）-ウ事務職員は、採用時
に専門性、企画力を重視するとと
もに、これらの能力強化を目指し
た研修システムを平成１８年度ま
でに整備する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－２）-エ事務の組織運営を評
価するシステムを平成１８年度ま
でに構築する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項 ② 上記①の大学院・学部改組計画に関連させて、工学部では、新たな社会的
【平成16～18事業年度】 ニーズに対応した学科の新設等の改組を行うこととし、大学院については、
（１）運営体制の改善に関する取組 全研究科について、入学定員等を超過する博士前期課程（修士）の入学定員
① 本学の基本的な経営方針である「基本理念」、「基本方針」及び「アクショ の増、入学定員を下回る傾向のある博士後期課程（博士）の入学定員の減を
ンプラン」を制定し、学内外に公表するとともに、これらの経営方針等に基 改組計画に盛り込んだ。
づき、学長のリーダーシップの下、機動的な運営を図る観点から、学長・理
事・副学長による会議（Ｐ＆Ｄ会議：平成１８年度から戦略会議（企画会議） ③ 産学連携の支援体制の充実・強化を図るため、地域共同研究センターと知
に改称）を毎週開催し、大学運営上の重要事項についての対処方針を迅速に 財本部を統合し、「産学連携推進センター」を設置した。
策定する体制を整えた。

② 大学全体の研究面での企画力を強化するため「研究戦略室」を設置すると （３）教職員の人事の適正化に関する取組
ともに、世界的水準の研究拠点を目指した研究プロジェクトセンターや２１ ① 全ての教育職員人事は、教授会で審議せず学長のリーダーシップの下、全
世紀ＣＯＥプログラム、現代ＧＰ、大学院ＧＰ、先導的ＩＴスペシャリス 学的な立場から教育研究評議会で審議し、役員会で決定した。
ト育成推進プログラム等に対して、人材、資金及びスペースを重点配分した。

② 全ての教育職員について、後任補充の厳選を行い総人件費の抑制を図ると
③ 中期計画及び年度計画を踏まえ、毎年度の学内予算として、財務目標値を ともに、各部局の既定ポスト枠に関わらず、特に優れた業績を有する若手教
設定し、実施した。 員を昇格させる「人材登用活性化制度」を実施した。
毎年度の学内予算は、人件費抑制、各種センター等の共通経費の節減、重

点研究プロジェクトの外部評価に基づく予算措置、研究経費は外部資金への ③ 懸案であった教育職員に裁量労働制を全学的適用した。
依存度を高める等の評価を行いつつ、戦略会議（企画会議）で原案を作成し、
経営協議会の議を経て役員会で決定した。 ④ 国際化に対応するため、特に秀でた能力（語学）を有する者を対象とした

採用試験を実施し、３名の事務職員を採用することとした。
④ 財務の改善や資産運用への取組強化を図るため、財務担当理事を常勤化し
て外部の金融機関から招聘した。 ⑤ 平成１６～１８年度において、全教育職員のうち、本学出身者の占める割

合は、学部卒業者が２３．５％、大学院修士・博士修了者が１９％を維持し
⑤ 内部監査機能の強化を図るため、学長直属の内部監査室を設置した。 ている。

⑥ 学内会議の精選を行い、全学委員会数の削減を行うとともに、各部局の教
授会の審議事項の精選を図った。 （４）事務等の効率化・合理化に関する取組

① 教務事務の改善、学生サービスの向上のため、学務部の教務課及び学生生
活課を教育支援課及び学生支援課に改組した。また、人事・労務関連業務の

（２）教育研究組織の見直しに関する取組 充実を図るため、総務課の人事部門を独立させ、新たに人事課を設置した。
① 社会の進展やニーズに迅速かつ弾力的に対応可能な教育組織、研究組織を
編成する観点から、工学部、情報工学部の学部講座制を廃止し、教育職員の ② 機能性の高い事務体制を形成するため、目標管理の要素も加味した事
所属を「研究院」の系・部門に一元化するとともに、これらの教育職員が研 務職員評価制度を決定した。
究院の専門分野と密接に関連する「大学院の学府」及び「学部」の教育を担
当することなどを内容とする大学院・学部を通した改組計画を決定した。
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【平成19事業年度】 ２．共通事項に係る取組状況
平成１８年度までの事業を継続しつつ、以下の取り組みを行った。 【平成16～18事業年度】

（１）戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。
（１）運営体制の改善に関する取組 ① 学長のリーダーシップの下、戦略的な運営体制が行われていることについ
① 本学の基本的な経営方針に沿い、企画立案機能を一層強化するため、役員 ては、（１）の①に記載のとおり。
会の下に「経営企画会議」を新設した。

② 研究面での企画力の強化については、（１）の②に記載のとおり。
② 財務目標値としての学内予算については、過年度の予算措置を評価しつつ、
人件費抑制、経費節減、外部資金の獲得努力、重点配分すべき分野等を戦略 ③ 教育研究面での弾力的な組織編成については、（２）の①に記載のとおり。
会議（企画会議）で勘案しつつ予算原案を作成し、経営協議会の議を経て、
役員会で決定した。 ④ 産学連携の支援体制の充実・強化については、（２）の③に記載のとおり。
さらに、研究プロジェクトの予算管理や外部への申請の際の内部審査等を

全学的に整合性を持たせつつ、調整するための「教育研究プロジェクト推進
会議」を新たに設置した。 （２）法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われている

か。
③ 教育、研究、社会連携・国際交流の３分野について外部評価を実施し、報 ① 人材、資金、スペースについての戦略的配分については、（１）の②及び
告書を取りまとめ、関係各方面へ配布するとともに、Web 上で学内外に公 ③に記載のとおり。
開し、周知を図った。

② 教育職員の人事制度については、（３）の①～③に記載のとおり。

（２）教育研究組織の見直しに関する取組 ③ 本学独自の事務職員の採用制度については、（３）の④に記載のとおり。
① 大学院・学部改組計画（研究院・学府・学部方式）を文部科学省に概算要
求し承認された。また、大学院及び学部の学生募集への予告、学内諸規程の
改正、履修規程の整備等、平成２０年４月からの実施を目指した諸準備を実 （３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い、必要に応じ
施した。 て資源配分の修正が行われているか。

法人内における資源配分の評価とその反映については、（１）の③に記載
② 全学統合ＩＴ管理システム（統合認証システム）に係る整備計画を策定し、 のとおり。
平成２０年度からの導入に向けた準備を行った。

（４）業務運営の効率化を図っているか。
（３）教職員の人事の適正化に関する取組 ① 事務組織の効率化・合理化については、（４）に記載のとおり。
① 平成１９年度から日給月給制の週４０時間職員を退職金・賞与相当額を加
味した年俸制へ移行し、大幅な勤怠管理事務・給与事務の省力化・簡素化を ② 全学委員会等の簡素化や見直しについては、（１）の⑥に記載のとおり。
実現した。

② 情報システム部門の強化のため、ソフトウェア開発企業のシステムエンジ （５）収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。
ニアを事務職員として採用した。 大学院の入学定員の見直しについては、（２）の②に記載のとおり。
また、地元高専との人事交流により、ＳＥ経験者を受入れた。

（６）外部有識者の積極的活用を行っているか。
（４）事務等の効率化・合理化に関する取組 財務担当理事の外部者からの登用については、（１）の④に記載のとおり。

機能性の高い事務体制を形成するため、目標管理の要素も加味した事務職
員評価を実施するとともに、機動性・能率性の高い組織運営を確保するため、
事務組織評価についても併せて実施した。 （７）監査機能の充実が図られているか。

内部監査室の設置については、（１）の⑤に記載のとおり。
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【平成19事業年度】 （５）収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。
（１）戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 大学院の入学定員の見直しについては、（２）の①及び【平成16～18事業
① 法人経営上の企画立案機能の一層の強化については、（１）の①に記載の 年度】の（２）の①、②に記載のとおり。
とおり。

② 教育研究プロジェクト推進会議の新設については、（１）の②に記載のと （６）外部有識者の積極的活用を行っているか。
おり。 外部有識者の積極的活用については、（１）の③及び【平成16～18事業年

度】の（１）の④に記載のとおり。
③ 教育研究面での弾力的な組織編成については、（２）の①に記載のとおり。

④ 外部評価の実施については、（１）の③に記載のとおり。 （７）監査機能の充実が図られているか。
内部監査室の充実と業務改善の企画立案機能を強化するため、内部監査室

⑤ その他の事項については、【平成16～18事業年度】の（１）に記載のとお に専任職員を配置した。
り。

（２）法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われている
か。
① 戦略的・効果的な資源配分については、（１）の②に記載のとおり。

② 情報システム部門強化のための事務職員の人事については、（３）の②に
記載のとおり。

③ その他の事項については、【平成16～18事業年度】の（２）に記載のとお
り。

（３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い、必要に応じ
て資源配分の修正が行われているか。
法人内における資源配分の評価とその反映については、【平成16～18事業

年度】の（１）の②に記載のとおり。

（４）業務運営の効率化を図っているか。
① 全学統合ＩＴ管理システム（統合認証システム）については、（２）の②
に記載のとおり。

② 機動性・能率性の高い事務体制実現のための事務職員評価及び事務組織評
価については、（４）に記載のとおり。

③ その他の事項については、【平成16～18事業年度】の（４）に記載のとお
り。
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中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　競争的な外部資金の獲得を増加するため、制度面では以下の事項を実施した。
・平成１８年度に研究戦略室を設置し、競争的資金に対応する活動計画を検討。
・科学研究費補助金の採択を増加するため、平成１６年度から申請計画書に対する
事前審査制度を実施。
・科学研究費補助金の申請計画書の記入マニュアルを作成してグループウェアに
掲載し、教員が申請書を作成する際の利便性を向上。
・競争的な外部資金に関する情報をグループウェアを利用して学内に伝達するシス
テムを整備し、さらに重要な情報は電子メールで全教育職員に連絡する体制を整
備。
・平成１７年度に地域共同研究センターに競争的資金を獲得するために、必要な支
援組織として共同研究推進委員会を設置。さらに、平成１８年度から産学連携コー
ディネータと技術移転アソシエートによる担当教育職員制度を利用して、教育職員
に対して競争的資金への応募を促した。
　また、競争的な外部資金の獲得に関する教育職員の意識を高めるため、次の活
動を実施した。
・教育研究評議会や部局教授会等で競争的な外部資金の重要性を学長や理事等
が説明。
・科学研究費補助金の申請に係る学内説明会を毎年実施。
・科学研究費補助金の未申請者に「申請しなかった理由書」を提出させて教育職員
等に喚起を促した。
　以上の取り組みにより、競争的な外部資金の獲得件数及び金額は、平成１５年度
に比べて増加した。
・科研費：（H１５年度）１５９件　４３９百万円　→（H１８年度）１６１件　４８７百万円
・共同研究：（H１５年度）８９件　１６４百万円　→（H１８年度）１３０件　１９８百万円
・受託研究：（H１５年度）６５件　４３６百万円　→（H１８年度）９３件　５６３百万円
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

競争的な外部資金の獲得に向
けた取組をさらに強化するた
め、申請者に対する支援策を充
実する。
(Ⅲ-01) Ⅲ

　職員がWeb上で、競争的資金を含めた多様な外部資金情報と産学官連携情報を
閲覧できるように整備するとともに、研究戦略室・産学連携推進センター・部局等の
間での情報共有の枠組みを実現した。また、毎月の外部資金獲得状況を研究・産
学連携委員会で報告し、問題解決を図った。その結果、共同研究は平成１９年度
（２９１百万円　１６０件）と増加し、平成１５年度（１６４百万円　８９件）に比べて金額と
して７７％増加した。また、受託研究は平成１９年度（９０６百万円　８１件）と増加し、
平成１５年度（４３６百万円　６５件）に比べて金額として１０７％増加した。
　さらに科学研究費補助金の申請を促すため、ポスター掲示等による啓蒙活動を強
化するとともに、申請書作成における重要事項に関する事例を作成して学内に公表
した。
  以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(2) 財務内容の改善
　　①外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

①競争的な外部資金の獲得に
向けて研究体制を整備するととも
に、その獲得に努力するよう教育
職員に周知徹底し、競争的な外
部資金を平成１５年度よりも増加
させる。

Ⅲ

競争的な外部資金の獲得に向
けた取組を進め、外部資金の
充実に努める。

①研究体制を適切に整備し、競争的な外部資金を獲得する。
②産学官連携を支援する学内体制を整備するとともに、産業界との連携・協力を促進し、外部資金の導入を図る。
③大学の知を利用した企画を立案・遂行し、自己収入を増加させる。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　産業界や地域社会が要望する研究テーマについて、北九州
市や福岡県等の地域の組織との協議に基づき、半導体、カー
エレクトロニクス、自動車、情報関連及び金型等のサポートイン
ダストリーの研究テーマについて学内から研究を公募し、研究
センターの設置等により研究プロジェクトの実施体制を整備し
た。
　また、大型の受託研究等の導入を図るため、産学官連携の研
究プロジェクトにおける優れた案件に対して、学内説明会の開
催や申請書の作成支援等を産学連携推進センター等が支援
する体制を整備した。
　その結果、共同研究は、平成１６年度（２１５百万円　１０８
件）、平成１７年度（２２８百万円　１４５件）、平成１８年度（１９８
百万円　１３７件）と増加し、平成１５年度（１６４百万円　８９件）
に比べて金額として２１％増加した。
　また、受託研究は、平成１６年度（５３８百万円　７３件）、平成１
７年度（５７３百万円　８７件）、平成１８年度（５６３百万円　９３
件）と増加し、平成１５年度（４３６百万円　６５件）に比べて金額
として２９％増加した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

昨年に引き続き、産学官連携に
よる外部資金獲得のための方策
を継続する。
(Ⅲ-02)

Ⅳ

　職員がWeb上で、競争的資金を含めた多様な外部資金情報
と産学官連携情報を閲覧できるように整備するとともに、研究戦
略室・産学連携推進センター・部局等の間での情報共有の枠
組みを実現した。また、毎月の外部資金獲得状況を研究・産学
連携委員会で報告して、問題解決を図った。その結果、共同研
究は平成１９年度（２９１百万円　１６０件）と増加し、平成１５年度
（１６４百万円　８９件）に比べて金額として７７％増加した。また、
受託研究は平成１９年度（９０６百万円　８１件）と増加し、平成１
５年度（４３６百万円　６５件）に比べて金額として１０７％増加し
た。
　以上のことから、大学として年度計画を上回って実施してい
る。

②－１）社会の要請に応じた研
究テーマを増加し、連携を支援
する学内体制を整備して、産学
官連携による外部資金獲得額を
平成１５年度に比較し５０％増加
させるよう最大限努力する。

Ⅲ

昨年に引き続き、産学官連携
による外部資金獲得のための
方策を継続する。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　知的財産を管理活用する本学の基本方針を審議し、知的財産大綱
として平成１７年度に学内外に公表した。この方針を実現して地方に
位置する大学のモデルとなるシステムを構築するため、民間機関と知
的財産の活用に関する委託業務契約を締結するとともに、知的財産
の管理運用を促進する組織として、東京サテライトオフィスに技術移転
アソシエートを配置し、技術移転アソシエート会員を含めて共通サー
バーを通じて情報を共有化するＴA－ｎｅｔを整備し、技術移転を促進
する組織を構築した。
　なお、本学規模の産学連携組織では、各要員を一つの業務に専任
させるのではなく、各要員が何役もこなせるマルチタレント化を図る方
が効率的に運営できるという方針を決定し、平成１８年１０月に地域共
同研究センターと知的財産本部を統合し、産学連携推進センターを
立ち上げ、これらをサポートする事務部門の要員を増強した。
　また、知的財産活動には事務職員や教育職員の能力を高めることが
不可欠と判断し、自主的勉強会を定期的に実施するとともに、学外の
諸機関の活動を理解し、かつ学外機関と密接にコンタクトできる事務
職員を養成するため、文部科学省大学知的財産本部整備事業の支
援により、北九州ＴＬＯ、東京農工大学ＴＬＯ及び九州産業技術セン
ターに派遣した。
　さらに、技術移転アソシエート及びその会員の活動を活性化するた
め、新たに報償制度を設けるとともに、北九州ＴＬＯとの関係強化に努
めた。
　なお、外国出願特許に関する外国の技術移転機関との連携を目指
して、韓国の大学との連携の可能性を調査した。
　また、知的財産大綱において、知的財産を活用して外部資金を導入
する方針を決定した。その結果として、知的財産を活用した共同研
究・受託研究が増加するとともに、実施許諾と特許譲渡は、平成１６年
度１６件（４，６０５千円）、平成１７年度１２件（１０，９７９千円）、平成１８
年度１０件（１２，９４６千円）であり、平成１５年度５件（５６８千円）に比べ
て着実に増加した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅲ-03)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１８年度に整備した産学連携推進センターにおける知的
財産部門の下、他部門と連携した活動を実施し、さらに実施許
諾と特許譲渡が１７件（18,815千円）に増加し、共同研究・受託
研究による外部資金の導入も増加した。

②－２）知的財産を管理運用す
る体制を整備して、外部資金の
導入を積極的に図れるシステム
を構築する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　経済産業省の中小企業産学連携製造中核人材育成事業とし
て、「北部九州地域高度金型中核人材育成事業」、「インテリ
ジェントめっき技術中核人材育成事業」、「半導体電子部品・装
置・部材・解析等の製造現場のプロフェッショナル育成事業」を
本学の施設等を活用して実施するとともに、「メカトロニクス・ロ
ボット分野のモジュール製品製造現場における中核人材育成
事業」を企画し、自立化事業を企画した。また、再チャレンジ支
援経費に５つのプログラムが採択された。
　産学連携推進センターでは、学外の専門家を招聘して社会
人を対象にした「事業開発ビジネス講座」を実施し、大学や企
業が有する技術を事業開発につなげてイノベーションを起こす
方法を教育した。
　工学研究科では、社会人プログラムを設置し、５３科目のカリ
キュラムを実施した。
　情報工学部では、サテライト教室や学内施設を利用して、高
等学校の「情報」と「数学」の教員免許状の取得を支援する「免
許法認定公開講座」を実施した。また、情報処理技術と情報応
用技術の急激な進展に対応できる企業技術者や一般社会人
の育成を目的とする「情報技術セミナー」を実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

社会人に対する再教育プログラ
ムや講習会の機能を分析し、将
来方針を策定する。
(Ⅲ-04) Ⅲ

　本学における社会人教育の位置付けを検討し、社会人向け
の再教育プログラムや講習会を強化するための方針を策定し
た。さらに、平成１８年度までに企画された社会人教育を含め
て、中小企業産学連携製造中核人材育成事業など優れた企
画を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③社会人の再教育等を積極的
に行い、社会人再教育による自
己収入を平成１５年度に比較し、
５０％増加させるよう最大限努力
する。

Ⅲ

引き続き、社会人の再教育等
に努め、これに係る自己収入
を平成１５年度比５０％増加さ
せるよう努める。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　法人化直後から、全ての職員の採用を学長のリーダーシップ
に基づいて行うこととし、常勤職員の採用抑制に努めるととも
に、必要な新規分野への要員配置を行った。 この結果、目標
に掲げる以上の人件費抑制を達成した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

人件費の適正化と社会的公共
性を考慮して、平成１７年度の
人件費と比較し、概ね1％の削
減を図る。
(Ⅲ-05)

Ⅲ

　常勤職員の人件費については、政府方針に沿い平成１７年
度との比較において△４％以上の減を達成した。
　また、非常勤職員も含む全体の人件費についても、平成１７
年度との比較において△７％以上を達成した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(2) 財務内容の改善
　　②経費の抑制に関する目標

①－１）法人化した平成１６年度
から、適正な人員配置と外部委
託の活用により、総予算に占め
る人件費の割合を平成１５年度
の人件費割合と比較し５％低減
するよう取り組んでいるところであ
るが、大学の人件費抑制の必要
性と社会的公共性とに鑑み、改
めて平成１７年度の人件費と比
較し、平成２１年度までに概ね
４％の削減を図る。

Ⅲ

人件費の適正化と社会的公共
性を考慮して、引き続き人件費
の抑制に努める。

①管理運営の合理化、効率的な施設運営、人員配置の適正化等を進めることにより、管理的経費の削減を図る。特に大学における人件費抑制は重要な課題であるので、
「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）における総人件費改革実行計画も踏まえ、人件費削減に取り組む。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　平成１６年度から平成１７年度に、平成１１年度以降のエネル
ギー支出及び消費量を解析し、エネルギー支出に関する問題
点を抽出した。また、省エネ対策プランの中から、エネルギー監
視モニターの設置、節水給水システムによる節水対策、高効率
照明器具への改修整備の省エネルギー対策を平成１７年度か
ら推進することを決定し、順次実施した。さらに、平成１８年６月
に今後３年間の目標と施策を決定した。
　戸畑キャンパスでは、先端教育コラボレーションプラザの改修
に伴い、高効率変圧器、高効率照明器具、空調換気扇棟省エ
ネルギー機器を導入するほか、ペアガラスの採用や外壁断熱
を行い省エネルギー施設として改修した。特に、エネルギー監
視モニターの適用により、電力消費量を契約電力以下に抑制
することに成功した。
　飯塚キャンパスでは、NEDO助成金による太陽光発電パネル
の活用、省エネ実施グループによる活動、夏場の南に面した部
屋の消灯の実施により、省エネルギーに効果を上げた。
　若松キャンパスでは、共用スペース・講義室は人感センサー
で照明電源のオン・オフを実施した。また、共用スペースのエア
コンについてタイマーでのセットを実施した。さらに、警備員巡
回時におけるエアコン・照明消し忘れの確認を実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅲ-06)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　省エネプランに基づき改修工事や保全事業において省エネ
型照明器具・高効率空調機の導入や取り替えを実施した。
　また、省エネルギーの調査研究を行う「環境マネジメントセン
ター」を設置した。
　さらに、電力デマンド監視システムの全学稼働及び全職員へ
のデマンドオーバー警報メールを発信することにより、契約電
力を下げることができ、経費の節約につながった。

①－２）エネルギー支出を解析
し、省エネ対策プランを作成して
実行する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　時間外勤務の適正化について、教育職員には裁量労働制を
適用し、その他の職員には三六協定を見直して従来よりも少な
い上限時間数を設定した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅲ-07)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　教育職員の兼業については、３事業所すべてに引き続き裁量
労働制適用の労使協定を締結し、各教育職員の主体的な判断
の下に、教育研究に資する社会的貢献を果たす体制を維持し
た。事務職員及び技術職員の時間外勤務については、３事業
所での三六協定に規定する年間時間数を２５０時間に統一し、
全学共通の基準を設定するとともに、従来３月刻みなどの協定
期間を３事業所とも１年に統一した。
　なお、入試等の季節的な繁忙業務にも対応できるよう、同協
定に特別時間を設定し、業務処理に万全を期した。

　共同利用又は一括購入により経費削減が図れる物品の洗い
出しを行うとともに、データベース化し、購入費用の把握を行っ
た。これらを基に、平成１７年度に物品等の共同利用及び一括
購入に係る管理・運用方針を策定した。
　また、エアコン、暖房器具の一括購入、推奨物品（コピー用紙
等）の通知、購入単価の整理及び周知により、費用軽減を実現
するとともに、検証を行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅲ-08)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　エアコン、暖房器具の一括購入を引き続き実施するとともに、
新たにコピー用紙の月単位での一括購入を開始した。また、少
額随意契約の範囲内における契約についても可能な限り見積
もり合わせを行うことにより、費用軽減につながった。

①－４）購入物品等の統計資料
を作成し、組織間で物品等の共
同利用を図るとともに一括購入
等の低廉化策を実施し、物品購
入経費を削減する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－３）業務の手順、手続きなど
の合理化・効率化を図ることによ
り、時間外勤務の適正化を図る。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　学内外の講習料金についての調査も踏まえ、平成１７年度に
情報技術セミナーの料金を見直し（10,500円）、平成１８年度か
ら実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅲ-09)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１８年度に見直しを実施した料金（１日当たり10,500円）
で情報技術セミナーを実施した。

　学内施設の外部機関への有料貸出を実施するための管理体
制を構築し、固定資産に関する利用基準・料金基準の策定を
行った。
　ＰＲ方法については、Ｗｅｂ上に施設利用として掲載するととも
に、「九工大通信」にも記事を掲載した。また、北九州市と協議
した結果、「北九州市政だより」にＰＲ記事を掲載した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

引き続き、外部へのＰＲを行い、
有料貸出しを推進する。
(Ⅲ-10)

Ⅲ

　平成１９年度は、
　・「九工大通信　１０月１日号」
　・「北九州市政だより　１１月１５日号」
　・本学ホームページ（イベント・トピック）１２月１１日
　・本学ホームページ（地域のみなさまへ）
を活用し、ＰＲを行い、有料貸出しを推進した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－２）学内施設の外部機関へ
の有料貸出を積極的に推進し、
施設の有効利用を図る。

Ⅲ

引き続き、学内施設の有効利
用に努める。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(2) 財務内容の改善
　　③資産の運用管理の改善に関する目標

①－１）現有IT資産を利用した先
端技術講習会の料金を見直す。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①現有資産の学外への解放・利用促進を図る。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　機器分析センターが作成した学内の保有機器類のデータ
ベースをＷｅｂ上で公開し、有効活用を図った。
　また、機器分析センター、先端金型センター及びマイクロ化総
合技術センターが保有する機器の利用に関する手続き及び料
金表を決定し、学内外に公表した。
　さらに、学外機関による学内保有機器の利用を拡充するた
め、各センターにおいて利用方法に関係する講習会を実施し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

学内保有機器の外部機関への
有料貸出を推進する。
(Ⅲ-11)

Ⅲ

　機器分析センター、先端金型センター、マイクロ化総合技術
センター等を中心にして、学内保有機器の外部機関への有料
貸出を推進する方策を検討した。その結果、
・機器分析センターにおいては、外部機関の利便性をより高め
るために貸出機器をさらに充実させた。
・マイクロ化総合技術センターにおいては、新規に学外者向け
の試作実習を実施することで機器の有効活用を図っていくこと
を決定した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　ワーキンググループ（財務担当理事、事務局長、会計課長）を
設置し、流動資産の効率的運用について検討した結果、平成
１７年度から外部資金（寄附金）について地方債及び定期預金
による運用を行った。
　以上のことから、大学として中期計画を上回って実施してい
る。

平成１８年度達成済み。
(Ⅲ-12)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１８年度からの地方債、定期預金による余裕金運用を継
続するとともに、新たに地方債２億円、定期預金１億円の余裕
金運用を開始した。
  また、「国立大学法人九州工業大学における寄附金の運用に
関する事務指針」を制定し、余裕金の運用を明確化した。

①－４）流動資産の効率的運用
を検討する組織を設置する。

Ⅳ

平成１８年度達成済み。

①－３）学内保有機器の外部機
関への有料貸出を積極的に推
進し、機器の有効利用を図る。

Ⅲ

学内保有機器の外部機関へ
の有料貸出に努める。
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 オ 光熱水費
【平成16～18事業年度】 光熱水費を全学経費化し、光熱水量の節約を目的として、予算の１０％を保留額
(１) 予算の配分と透明化に関する改善 として各部局へ配分し、節約できた分は部局裁量経費として使用できる制度とした。
① 予算立案に当たり、 また、削減努力を促すため、前年度比△１％削減を原則とする予算措置とした。
・予算の透明化につながる支出項目に分類し、事項ごとの節約意識を明確にする取
り組みを推進する。 カ 事務運営費
・予算と決算が可能な限り連携するよう配慮する。 事務局各課の運営に必要な経費及び全学的に必要となる教育研究共通経費を全学
・教育、研究、運営等に関する全学経費化を推進する。 経費とし、簡素化を図った。
・全学的及び部局ごとに、重点化して使用する予算を戦略的な経費として新設する。 また、経常的経費は前年度比△１％削減を行った。
以上の方針に基づき、予算の適正化を図るため、予算項目を「人件費」、「教育研究
費」、「センタ－等運営費」、「戦略的経費」、「光熱水費」、「事務運営費」、「施設等経 キ 施設等経費
費」、「予備費」の８項目に大分類し、それぞれについて以下の工夫をした。 施設のメンテナンスに要する施設等経費については、前年度比△１％削減の運営

費交付金の他に新たにスペースチャージ分も加えて充実を図った。
ア 人件費
常勤職員については、新規配置や後任補充の必要性を慎重に検討し、真に必要な ク 予備費
者のみを配置することで、人件費抑制と総人件費改革の実行に対応した。 前年度剰余金と合算して、学内施設・設備の整備等の補正予算の財源措置に充当
非常勤職員についても、配置の必要性を検証し、また、雇用単価の引き下げで、 した。
人件費抑制に努めた。
ＲＡ（リサーチ・アシスタント）については、研究プロジェクトの推進、博士後 ② 予算編成の迅速化を図るため、経営協議会における基本方針の承認に基づき、早
期課程学生の研究力向上、修学支援の３つの効果を狙って、ＲＡ経費を増額した。 期にセンター等運営費及び戦略的経費等の提案を求め、戦略会議（企画会議）を中

心に審議を行い、配分原案を早期に決定する体制を整備した。
イ 教育研究費 さらに、予算の執行状況を把握して、補正予算を早期に決定し、教育研究活動の
研究経費は、外部資金によることを原則とする方針を継続し、学内経費による措 重点事項や緊急の課題に追加配分を行った。
置は縮減した。一方、教育費は、博士後期課程学生に対する支援を重点方針とする
方向で学内予算配分単価を引き上げた。 ③ 教育と研究の基盤設備を戦略的経費及び剰余金を活用して自己資金により充実す
なお学部・研究科の戦略的な事業を支援するため部局戦略経費を増額し部局長の る方針を決定し、緊急に整備を要する風洞実験施設を新設した。
裁量による各学部・研究科の活性化に努めた。

④ 競争的環境による活性化を促すため、教育研究に積極的に取り組む学科等を支援
ウ センター等運営費 する業績等評価配分経費については、その効果を確認するとともに、従来、研究活
各センター等の運営費は予算要求方式とし、ヒアリング等により査定し、決定し 動に関わる部分については、競争的資金の獲得状況等を加味してきたが、さらに各
た。 部局の研究活動状況も考慮する方針を決定した。
経常的経費については、対前年度比△１％削減を実施するとともに、教育研究支
援に関する優れた企画に対して重点的に財政措置した。 (２)経費の抑制、資産の運用管理に関する改善

① 省エネに関する目標値を定め、夏季及び冬季に集中的・重点的に省エネを実施し
エ 戦略的経費 た。また電気代を抑制するため、契約電力の変更、太陽光発電の設置（飯塚キャン
教育研究上特に配慮すべき事項や大学運営等特に必要な事項等に対応するため、 パス）、グループウェア上への電力デマンド監視・警報システムの導入、全教職員へ
予算構成を教育戦略経費、研究戦略経費、国際戦略経費、運営戦略経費、高度技術 のメール上での警報発信システムの導入、講義棟の照明器具の省エネ型への全面取
者養成講習等経費、学長裁量定員活動費、着任教員初動活動支援経費、学生技術系 り替え（飯塚キャンパス）等の措置を恒常的に実施した。
競技会等参加支援経費の８項目に細分化し、学長の判断により必要に応じて機動的、
かつ重点的に配分した。
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② 物件費を抑制するため、一括購入、ディスカウントショップでの購入、インター 【平成19事業年度】
ネットでの購入、立替払いでの購入等を実施した。 （１）予算の配分と透明化に関する改善

予算の立案に当たり、運営費交付金の義務的な削減（△１％）や総人件費の抑制等
③ 余裕金の運用について、地方債及び定期預金で３億円の運用を行った。 厳しい財政の下、一層の合理化・工夫改善を行うことが求められていることを踏まえ、

予算措置の適正化を図るため予算８項目（人件費、教育研究費、センター等運営費、
④ 現有ＩＴ機器を利用して、情報技術セミナー、免許法公開講座等の社会人教育を 戦略的経費、光熱水費、全学教育研究共通経費（事務運営費を名称変更）、施設等経費、
実施し、講習料の増収を図った。 予備費）の内容を更に精査し、それぞれについて以下の工夫をした。

⑤ 機器分析センターに加え、新たに先端金型センター及びマイクロ化総合技術セン ア 人件費
ターについても保有する機器を学外者に対して利用可能とし、増収を図った。 平成１８年度に引き続き、新規配置（後任補充）については、必要不可欠なもの

に限定し、非常勤職員についても配置の妥当性を検証の上、極力抑制した。
⑥ 講義室、体育施設等の一時使用について、市報、ホームページ、九工大通信（本 なお、人事院勧告に準拠した給与改定の場合の増額分は、人件費に計上せず、予
学広報誌）でＰＲを行い、増収を図った。 備費で措置することとした。

また、非常勤講師に係る旅費については、手当化を図り、非常勤講師手当に一本
化して簡素化を図った。

イ 教育研究費
業績等評価配分経費については、中期目標・中期計画に対応し平成１８年度に実
施した教育職員評価の結果を配分の基礎とした。

ウ センター等運営費
経常的経費については前年度比△２％削減を実施するとともに、センター等運営
費予備費は、増額を図り教育研究支援に関する優れた企画に対して重点的に財政措
置した。

エ 戦略的経費
運営戦略経費の予算を増額し、教育研究の優れた活動へ重点配分を行った。

オ 光熱水費
平成１８年度に引き続き削減努力を促すため、前年度比△１％削減を原則とする
予算措置とした。
また、部局別に行われていたガスヒートポンプ空調設備保全業務を全学的に一元
化し、経費の節減を図った。

カ 全学教育研究共通経費
平成１８年度に引き続き、経常的経費を前年度比△１％削減するとともに、業務
の簡素化を図った。
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キ 施設等経費 ２．共通事項に係る取組状況
施設のメンテナンスに要する施設等経費については、前年度比△１％削減の運営 【平成16～18事業年度】
費交付金の他に、新たにスペースチャージ分も加えて充実を図った。 （１）財務内容の改善・充実が図られているか。

① 効率的・効果的な学内予算の内容については、（１）に記載のとおり。
ク 予備費
・ 学内施設・設備の整備等の補正予算の財源措置に充当した。 ② 経費の節減努力については、（２）の①及び②に記載のとおり。
また、人事院勧告に準拠した給与改定の場合の増額分を予備費で措置すること
とした。 ③ 資産運用の改善や増収策については、（２）の③～⑥に記載のとおり。
・ 予算の執行状況を把握して、補正予算を早期に決定し、教育研究活動の重点
事項や緊急の課題に追加配分を行った。

（２）人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人事管理計画の策定等を通
じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。

(２) 経費の抑制、資産の運用管理に関する改善 人件費削減の取り組みについては、（１）の①のアに記載のとおり。
① 随意契約基準額を従来の５００万円から国の基準額に引き下げ、一般競争入札を
原則化することで物件費等を抑制した。

② 随意契約基準額内の契約についても、可能な限り見積もり合わせを行うことで物 【平成19事業年度】
件費等を抑制した。 （１）財務内容の改善・充実が図られているか。

① 効率的・効果的な学内予算の内容については、（１）に記載のとおり。
③ 旅費の抑制及び事務の簡素化を図るため、職員旅費規程を見直し、日当・宿泊料
等の単価区分を役員・役員以外の２段階に簡素化するとともに、単価の引き下げを ② 経費の節減努力については、（２）の①～④に記載のとおり。
行い、平成２０年度から適用することとした。

③ 資産運用の改善については、（２）の⑤に記載のとおり。
④ 環境マネジメントセンターを設置し、組織的省エネを実施することで、光熱水費
を抑制した。

（２）人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人事管理計画の策定等を通
⑤ 余裕金の運用について、従来からの地方債、定期預金計３億円に加え、新たに地 じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。
方債２億円、定期預金１億円を実施することで、本学の寄附金全体の７５％に当た 人件費削減の取り組みについては、（１）のアに記載のとおり。
る６億円を運用することとした。
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中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　評価の種類、評価システムの基本的在り方、実施周期、評価実施のための
学内体制の在り方について教育研究評議会及び大学評価委員会で審議し、
決定した。
　教育職員評価については、平成１７年度に教育職員評価システムを構築し、
３キャンパスの協力の下、試行評価を実施した。その結果を踏まえ、本格実施
の際の評価方法や評価基準について更に検討を行い、平成１８年３月に決定
した。平成１８年度に最初の教育職員評価を実施し、評価結果を公表した。ま
た、評価結果の活用方法については、平成１８年１月の教育研究評議会で審
議し、決定した。
　事務職員評価については、平成１８年度に試行を実施し、その結果も踏まえ
て事務組織評価も含めて実施方法を策定し、平成１９年度から実施することと
した。
　全学の組織評価及び外部評価についても、平成１８年度に実施方法につい
て検討の上、実施要項を決定し、平成１９年度に実施することとした。
　なお、認証評価については、大学評価・学位授与機構から平成２０年度での
申請を求められたため、平成１９年度での申請は見送った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

前年度に実施した教育職員評
価の結果を踏まえ全学の組織
評価を実施し、その結果を公表
する。また、教育職員評価及び
全学の組織評価の結果につい
て外部評価を実施し、その結
果を公表する。さらに、大学評
価・学位授与機構に認証評価
の申請を行い、自己評価作業を
行う。 １９年度より毎年、事務職
員評価及び事務組織評価を実
施する。
(Ⅳ-01)

Ⅲ

　全学の組織評価を行い、教育、研究、社会連携・国際交流に
関しては、外部評価を実施した。その評価結果を外部評価報
告書として取りまとめ、文部科学省や関係各方面に配布すると
ともに、Ｗｅｂ上にも公開した。
　また、平成１９年度より事務職員評価及び事務組織評価を実
施した。
　なお、認証評価については、大学評価・学位授与機構との調
整の結果、平成２０年度に申請することとし、評価作業の部会と
して教育評価部会及び研究水準部会を立ち上げた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(3) 自己点検・評価及び情報提供
　　①評価の充実に関する目標

①－１）-評価活動を、大学運営
における中枢的な機能の一つと
位置付け、その活動が円滑に実
施されるための学内体制の整備
を図る。

Ⅲ

前年度に実施した外部評価の
結果等を踏まえ、教育職員評
価及び全学の組織評価の実
施方法の見直しを行う。また、
大学評価・学位授与機構で認
証評価を受審する。

教育職員評価を実施し、その
結果を公表する。また、全学の
組織評価の実施方法を決定す
る。

①自己点検・評価及び第三者評価を厳正に実施するとともに、評価結果を大学運営の改善に反映させる。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　教育職員評価の評価結果の活用については、教育研究評議
会で審議を行った結果、平成１８年１月に改善を要する者に
は、改善報告書の提出が義務付けられた。研究資金の配分へ
は当面活用しないが、賞与へ反映することなどを決定した。平
成１８年度にその活用方法に基づき、教育職員評価の結果を
当該教育職員に通知し、該当者から改善計画書の提出を求め
るとともに、優良な教育職員については賞与への反映を行っ
た。
　また、事務職員評価については、平成１８年度の試行の結果
を踏まえて、実施方法を策定し、平成１９年度から実施すること
とした。
　さらに、平成１９年度に実施する全学の組織評価及び外部評
価の結果を、全学又は部局の運営の改善・充実に活用するた
めに、その公表方法等も含めた、実施要項について審議し、決
定した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

全学の組織評価、事務組織評
価及び外部評価の結果をフィー
ドバックし、諸活動に反映させ
る。
(Ⅳ-02)

Ⅲ

　全学の組織評価については、平成２０年度中の文部科学省
国立大学法人評価委員会の評価に対応して、学内の自己点
検及び外部評価を実施した。事務組織評価については、平成
１９年度から毎年実施することとし、その結果をフィードバックし
て昇給等に反映した。また、平成１９年度の学内予算の配分に
当たっては、「業績等評価配分経費」について、平成１８年度に
実施した教員評価の結果を配分の基礎とした。
　なお、外部評価結果については、外部評価報告書として取り
まとめ、Ｗｅｂ上の公開も含めて全教職員に周知した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－２）-評価結果を組織的に
フィードバックし、諸活動の改善
を図る。

Ⅲ

教育職員評価の結果を当該職
員にフィードバックする。また、
事務組織評価等の結果を
フィードバックし、諸活動に反
映させる。
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中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　平成１６年度に、広報委員会委員長に情報が集まるよう広報
システムを一元化した。また、企画立案機能の強化及び対外的
な窓口の明確化を図るため、事務体制の見直しを行い、平成１
８年１１月から総務課の係編成を見直し、広報企画係を設置し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１６年度達成済み。
(Ⅳ-03)

　当初の計画は、平成１６年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成１９年度は、広報活動の継続事業として、
・第３回東京シンポジウムを実施（４月２４日 KKRホテル東京）
・ＪＲ博多駅ホームの電照広告の設置
・天神地下街Ｋｙｕｔｅｃｈプラザ案内板をリニューアル
・九工大通信等の発行
　新規事業として、
・羽田空港第１ターミナルショーケースへの広告パネル展示の
実施
・学生募集のための戦略的な経費による新聞全面広告（３回）
の掲載
・ＪＲ車内で学生募集の中吊り広告を掲載
・情報工学部の最寄り駅であるＪＲ新飯塚駅における電照広告
の設置
・飯塚の地元菓子メーカと共同でＫＩＴパックを作成
・九工大世界トップ技術　Ｖｏｌ．２（平成２０年４月刊行）の編集・
発刊
　を実施した。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(3) 自己点検・評価及び情報提供
　　②情報公開等の推進に関する目標

①－１）大学の広報システム及び
体制を平成１６年度に見直す。

Ⅲ

平成１６年度達成済み。

①教育・研究、社会貢献、大学運営、入学、卒業等に関する情報公開を促進する。特に、教育・研究に関するデータベースを整備し、社会に公開する。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　平成１６年度に、業務支援の体制として、システムの専門家を
技術職員として採用し、教員情報データベースを稼働させると
ともに、組織情報データベース、中期目標・中期計画データ
ベースを構築し、稼働させた。また、年報データベースを構築
し、Ｗｅｂ上で教員紹介による情報提供を行い、職員録データ
ベースの構築も行った。さらに、平成１７年度には、教育職員評
価実施のため、教育職員評価システムを構築した。平成１７年
度以降、これらのデータベースの改善・充実を進めた。
　また、認証評価の実施に向けて、新たに認証評価データベー
スを整備するための検討を始めた。さらに、組織情報データ
ベースについて、各種評価や広報として活用できるように改修
を図ることとした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅳ-04)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　教員情報データベースのデータを活用し、附属図書館の学
術機関リポジトリをテスト稼働させた。

　個別学力検査の志願者情報をＷｅｂ上に掲載するとともに、携
帯電話からも閲覧できるようにした。各特別選抜試験の学部学
科別志願者数を平成１７年度私費外国人留学生選抜から公表
した。学部学科別最高・最低・平均点に個別学力試験の合計
得点（センター＋個別総得点）を加えた。都道府県別志願者
数・受験者数・合格者数・入学者数一覧表を入学者確定後、公
表した。
　入試問題正解を合格者発表後、随時公表した。前年度入学
試験の学部学科別の志願者数・合格者数・入学者数等をＷｅｂ
上で公開したほか、出身県別・男女別の志願状況等について
も併せてＷｅｂ上で公開した。また、大学案内や選抜要項等に
ついてもＷｅｂ上で閲覧可能となるよう改善を行った。携帯電話
からも大学の情報を閲覧可能とした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅳ-05)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　引き続き、入試関係情報の円滑な提供・公開に努めた。

①－２）教育・研究等に関する
データベースを整備し、社会へ
の情報提供を行い、さらにデー
タベースを改善・充実する体制を
整える。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－３）入学から卒業までに関す
る下記の情報を平成１８年度まで
に公開する。
ア　入試情報

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　工学部・研究科及び情報工学部・研究科は、カリキュラム及び
シラバスをＷｅｂ上で公開しており、シラバスについては、生命
体工学研究科も平成１９年度から公開することとした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅳ-06)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　工学部・研究科及び情報工学部・研究科は、すでにカリキュ
ラム及びシラバスをＷｅｂ上で公開しており、シラバスについて
は、生命体工学研究科も平成１９年度から公開した。

　受講者による授業評価の結果を学内に完全公開し、授業公
開も実施した。これらのＦＤ活動の詳細を、大学誌「教育ブレ
ティン」、「ＦＤ委員会ｎｅｗｓ」に掲載・公表した。また、シラバス
に各授業科目の成績の評価方法及び成績評価基準を記載
し、Ｗｅｂ上で公開した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅳ-07)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　授業評価は全学的に実施されており、結果をFDに反映させ
た。情報工学部では学内完全公開した。また、現代GP、特色
GPや大学院GPで実施している教育的取り組みの内容はＷｅｂ
上で紹介されており、より詳しい情報はそれぞれの年次報告書
及び毎年発行される大学誌「教育ブレティン」、「ＦＤ委員会ｎｅ
ｗｓ」に掲載・公表した。

　過去４年分の卒業者・修了者進路状況（産業別）及び過去３
年分の就職者数上位３０社（全学）並びに就職・進学先一覧
（部局別）をＷｅｂ上で公開した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅳ-08)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　Web上に、過去４年に亘る卒業者・修了者の進路状況（産業
別）及び過去３年分の就職者数上位３０社（全学）並びに就職・
進学先一覧（部局別）をＷｅｂ上で公開した。 また、個人情報を
除く全学生の進路データを大学説明会において配布した。

①－３）入学から卒業までに関す
る下記の情報を平成１８年度まで
に公開する。
イ　カリキュラム及びシラバス等
の教育内容に関する情報

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－３）入学から卒業までに関す
る下記の情報を平成１８年度まで
に公開する。
ウ　授業評価を含むＦＤに関する
情報

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

①－３）入学から卒業までに関す
る下記の情報を平成１８年度まで
に公開する。
エ　卒業生の進路に関する情報
（個人情報を除く。）

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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（３） 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等

１．特記事項 ④ ＣＯＥやＧＰについて
【平成16～18事業年度】 ２１世紀ＣＯＥプログラム、現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代Ｇ
(１)評価の充実に関する取組 Ｐ）、魅力ある大学院教育イニシアティブ（大学院ＧＰ）の評価について、平成
① 評価作業を効率化するためのデータベース構築 １９年度が最終年度となる２１世紀ＣＯＥプログラム「生物とロボットが織り
大学評価活動に伴うデータ収集と分析を効率よく進めるためグループウェア なす脳情報工学の世界」や平成１７年度に採択された現代ＧＰ（「学生と地域か
であるロータスノーツを利用して、「教員情報データベース」、「中期目標・中 ら展開する体験型理数学習開発」、「地元企業と連携した実践的ＩＴ技術者教育」）
期計画データベース」、「年報データベース」を構築した。各データベースは、 については、いずれもフォーラムを開催するとともに、年度末には評価を行っ
年度毎の評価作業の進行に伴い、新たな項目の追加や改良を施した。 た。

② 教職員の評価について
教育職員の評価については、平成１６年度から審議を行った結果、評価の主 (２)情報公開等の推進に関する取組
旨として、３年に一度実施することとし、教育職員の教育研究活動の一層の活 ① 教員紹介について
性化を図り、質的向上に努めることを目的とした。 「教員情報データベース」は、最も収集が難しい教員個人の研究業績等の情報
これを受けて、大学評価委員会では評価方法や評価基準について審議を重ね について、毎年的確に収集できるデータベースの必要性から構築したものであ
るとともに、評価作業の軽減化を図るため、グループウェア上に「教育職員評 り、平成１６年９月から全学稼働が実現した。
価システム」を構築し、このシステムを活用して、平成１７年度に試行評価を このデータベースに蓄積された情報を活用し、広報活動の一環として「年報
実施した。この結果を踏まえ、評価基準やシステムの改善を進めて、平成１８ データベース」を稼働させ、教員の研究業績等の情報を学外に対し、「研究者紹
年度に本評価を実施した。評価対象者としては、本学に就任３年未満の教育職 介」として、Ｗｅｂ上に公開した。
員と任期付きの教育職員を除く全教育職員とした。 （http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kyouin/index.html）
評価は４つの領域（教育、研究、管理運営、社会貢献）について実施した。 また、「教員情報データベース」で収集したデータは、毎年度、日本最大の研
各教育職員はあらかじめ、教員情報データベースにデータを入力し、評価シー 究者データベースであるＲｅａｄ（研究開発支援総合ディレクトリ）に一括し
トには、そのデータと自由記述部分及び評価基準を勘案した内容が４つの領域 てデータ提供しており、教員の入力作業の軽減化が図られた。
に分けて表示される。この評価シートを申請する際は、職階による職務内容を
考慮して、各領域に対する重み付けも入力し、申請した。 ② 入試の情報提供について
申請内容は、各部局の長又は各センター長の下で審査し、４領域を合わせた 入試の情報公開については、Ｗｅｂ上で閲覧可能となるよう改善を行った。
総合評価として４段階（「最良」、「良好」、「やや問題があり改善の余地がある」、 例年通り、前年度の学部入学試験の学部学科別志願者数・出身県別・男女別
「問題があり改善を要する」）の評価を行った。その評価結果を各教育職員に の志願状況・合格者数・入学者数等をＷｅｂ上で公開し、大学案内や選抜要項
内示し、意見の申し立てを受け付けた上で、最終の評価結果を決定した。 等についてもＷｅｂ上で閲覧できるようにした。
この評価結果は、経営協議会に報告し、最終的に教育研究評議会で審議を経 また、個別学力試験の時期には、志願者倍率を携帯で確認できるサービスも
た後、大学のＷｅｂ上に公開した。 実施した。
事務職員の評価については、平成１７年度に事務連絡会議で審議を重ね、平 さらに、各学部・大学院専攻科別の入学者受入れ方針（アドミッションポリ
成１８年度に補佐級以上の職員を対象に試行を実施した。その結果を踏まえて、 シー）をＷｅｂ上に掲載するとともに、大学院においては、各研究科の学位授
実施方法を策定し、平成１９年度から全事務職員を対象に実施することにした。 与基準もＷｅｂ上で公開した。

③ 先導的研究プロジェクトセンターの評価について ③ 博多駅の看板の設置等について
学内の重点的研究のために先導的プロジェクトセンターとして時限付きで設 平成１７年度より、博多駅のホーム入口等に広告を出し、年に数回内容を刷
置した「ヒューマンライフＩＴ開発センター」を始めとする６つの研究センタ 新して、最新の情報を公開するようにした。（東京シンポジウム、オープンキャ
ーについて、いずれも複数の外部評価者を含む評価委員会による評価を行った。 ンパス等）
各研究センターとも、順調に業務を遂行しているとの高い評価を得た。評価
結果はＷｅｂ上に公開した。
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④ 在学生の保護者への情報提供について 【平成19事業年度】
保護者の方々や卒業生・就職先企業を対象とした「九工大通信」（季刊誌）

を平成１７年度よりＷｅｂ上でも公開したほか、受験生や保護者へ向けて、「大 (１)評価の充実に関する取組
学案内」、「大学概要」や「情報工学部読本」等もＷｅｂ上で公開した。 ① 外部評価について
また、入学式や卒業式における保護者の参加を積極的に呼びかけ、入学式に ６名の委員からなる外部評価委員会を設置し、「教育、研究、社会連携・国際
おける保護者への説明会も実施した。 交流に関する自己点検・評価報告書」に基づき外部評価を実施した。「学長のリ

ーダーシップの下に、全学が一致協力して大学を発展させようとする意欲をひ
⑤ 東京シンポジウムについて しひしと感じるものであり、全体として良好に活動されている」との高い評価
平成１５年度に採択された２１世紀ＣＯＥプログラム「生物とロボットが織 を得た。
りなす脳情報工学の世界」は順調な成果を積み重ね、また、マレーシア・プト 評価結果は外部評価報告書として取りまとめ、関係各方面に配布するととも
ラ大学との国際共同研究においても、アジア地域における地球環境問題に積極 に、Ｗｅｂ上にも公開し、学内外に周知を図った。
的に貢献した。
さらに、学内においては「モードⅡ型」の研究拠点として、ヒューマンライ ② 法人評価・認証評価への対応
フＩＴ開発センターの設置や九州工業大学を牽引し得る研究プロジェクトを学 平成２０年度に申請し、平成２１年度に実施予定の認証評価及び中期目標の
内で募集し、時限のセンター化も行った。 期間中における業務の実績のうち、教育研究の状況についての評価に対応する
これらの先導的研究プロジェクトの実績紹介と新たな展開のために、平成 ために、大学評価委員会の下に「教育評価部会」と「研究水準部会」を立ち上
１７年４月２６日に東京都千代田区の学術総合センターにて「九州工業大学第 げた。
１回東京シンポジウム」を開催した。 前者は、教育の水準及び質の向上度の評価を、後者は、研究の水準及び質の
地方の単科大学の開催にも関わらず、企業関係者を中心に１７０名の参加者 向上度の評価を行うもので、資料・データの収集と現況調査表等の作成作業を
を得て、好評を博する結果となり、平成１８年４月２７日に第２回目を開催し 開始した。
た。

③ 教職員の評価について
⑥ 世界トップ技術の発行について 平成１８年度に実施した教育職員評価の分析を行った。部局によっては、評
学内の研究成果、特に産学連携に対するアクティビティーとプレゼンスを示 価結果を参考にして、部局長と各教員との面談を行った。
すことを目的として、学内の研究成果を「九工大の世界トップ技術」として取 また、平成１９年度の予算配分に当たり「業績等評価配分経費」については、
りまとめ、平成１８年６月に第１巻を出版した。 平成１８年度に実施した教育職員評価の評価結果を配分の基礎とした。
本著は、読者を企業技術者から高校生、大学生及び一般人までを想定してい 新たに事務組織評価及び事務職員評価制度を導入し、この結果に基づいて個
るため、研究成果が優れた有用技術としての価値を持ち、研究開発されている 人評価と昇級・賞与の査定を実施した。
ことを専門用語を用いずに、読みやすい内容で紹介することを編集方針とした。
発刊後、好評につき、さらに増刷も行った。

(２)情報公開等の推進に関する取組
⑦ ４大学との連携活動について 平成１９年度は、広報活動の継続事業として、
平成１７年度から北九州市内にある４大学（九州工業大学、北九州市立大学 ・第３回東京シンポジウムを実施（４月２４日 ＫＫＲホテル東京）
九州歯科大学、産業医科大学）による連携を進め、平成１８年度も引き続き、 ・ＪＲ博多駅ホームの電照広告の設置
広く市民を対象とした４大学連携による公開講座を４回にわたり開催した。 ・天神地下街Ｋｙｕｔｅｃｈプラザ案内板をリニューアル

・九工大通信等の発行
新規事業として、
・羽田空港第１ターミナルショーケースへの広告パネル展示の実施
・学生募集のための戦略的な経費による新聞全面広告（３回）の掲載
・ＪＲ車内で学生募集の中吊り広告を掲載
・情報工学部の最寄り駅であるＪＲ新飯塚駅における電照広告の設置
・飯塚の地元菓子メーカと共同でＫＩＴパックを作成
・九工大世界トップ技術 Ｖｏｌ．２（平成２０年４月刊行）の編集・発刊
を実施した。
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九州工業大学

２．共通事項に係る取組状況
【平成16～18事業年度】
○ 情報公開の促進が図られているか。
情報発信に向けた取り組みについては、（２）に記載のとおり。

【平成19事業年度】
○ 情報公開の促進が図られているか。
情報発信に向けた取り組みについては、（２）に記載のとおり。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　平成１６年度に施設整備計画の基本的な考え方について審
議し、施設整備年次計画を策定した。これに基づき、概算要
求、施設整備事業を継続して実施した。
　また、第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画に基づき、
平成１８年度に施設整備計画を再検討した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

施設整備年次計画に基づいた
整備を進めていく。
(Ⅴ-01)

Ⅲ

　施設整備年次計画に基づいて行なった概算要求の結果、平
成１９年度の補正予算措置として、「教育研究３号棟」及び「もの
づくり工房」の改修が認められるとともに、平成２０年度予算措
置事項として「教育研究８号棟」の改修が認められた。
　　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施してい
る。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(4) その他業務運営に関する重要事項
　　①施設設備の整備・活用等に関する目標

①-ア施設整備年次計画に基づ
いた整備を進めていく。

Ⅲ

施設整備年次計画に基づいた
整備を進めていく。

①高度化・多用化する教育・研究に対応できる施設の整備を図る。
②施設の有効活用と機能の確保を図る。
③人間性・文化性豊かなキャンパス環境の創造を目指す。
④地方財政再建促進特別措置法施行令に基づく、地方自治体との連携強化を図る。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　平成１６年度に情報科学センターや附属図書館の追加的情報基盤
システムを検討した結果、一元管理と追加基盤の実施案を策定し、順
次実施した。また、平成１７年度に、今まで利用してきた広域インサー
ネット（戸畑・飯塚間100Mbs）及びATM（戸畑・若松10Mbps)から、光
専用線（ダークファイバー）を利用した10Gbpsネットワーク回線へ変更
し、３キャンパス間のネットワーク増速環境を完成した。この変更によ
り、３キャンパス間が統一的に運用され、以前に比べ、より安価で高速
かつ安定したネットワークサービスが提供されることとなった。
　平成１８年度は、より高度で付加価値の高い基盤整備として次のこと
を実施した。
・ＴＶ会議システムの機器のリース化及びＩＰ通信へ変更
・ＴＶ講演システムの機器変更及びＩＳＤＮ通信からＩＰ通信へ変更
・電話のＩＰ化等の検討を踏まえて次期電話交換機の更新計画を検討
・戸畑キャンパス共通教育研究棟改修に伴う図書館情報端末及び学
生支援用情報端末の更新及び戸畑キャンパスＵＴＰ化工事
・情報工学部と連携し、飯塚キャンパスの講義棟・共通スペースの無
線ＬＡＮアクセスポイント更新
　また、運用管理面に関して次のことを実施した。
・全学のセキュリティ対策の調査を実施し、その上で対策を検討した。
・ソフトウェア不正使用防止の先駆的取り組みとして平成１５年度から
マイクロソフト社のキャンパスアグリーメントを導入してきたが、平成１８
年度はさらに、外部不正使用監視団体（BSA：http://www.bsa.or.jp/)
と協力して、パーソナルコンピュータ内のソフトウェアインストール実態
調査を実施し、適切なインストール実態であることを確認した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅴ-02)

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　平成18年度までに整備した情報インフラの上に、全学統合認
証システムの導入を計画し、「全学統合ID管理システム」仕様
策定委員会を設置した。
  その他、次の事項を実施した。
・全学情報基盤室として国立情報学研究所が主催する「サーバ
証明書発行・導入における啓発評価研究プロジェクト」に参加
し、認証と必要とするサーバの検証を実施(学内の15サーバが
取得）
・情報科学センター(戸畑）の移転に伴い、利便性を考えて、
SCS受信機能を附属図書館AVホールに移設
・情報基幹ネットワークに関連して、施設課とともに全学の次期
電話交換機システムの仕様を策定し、戸畑の電話交換機を平
成20年3月に更新した。

①-イ高度な情報インフラを整備
する。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　全学的視点に立った施設マネージメント体制として、平成１６
年度に施設コールセンターを設置して、学内の要望に常時対
応できる体制を構築し、平成１７年度から運用を開始した。ま
た、スペース管理システムで施設の使用登録を行い、全学の施
設使用状況を把握するとともに、スペースチャージを実施した。
　さらに、スペースチャージにより確保した経費を用いて、計画
的なメンテナンスを実施できる状況を生み出すとともに、教育研
究に必要な機能の確保のため、スペース管理システムにより生
じた空スペースを確保した。
　以上のことから、大学として中期計画を上回って実施してい
る。

引き続き、全学的視点に立っ
た、施設マネージメント体制の
改善を図る。
(Ⅴ-03)

Ⅲ

　平成１８年度までに確立した施設マネジメント体制（スペース
管理システム、施設管理システム）により、引き続き円滑な施設
マネジメントを実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　施設の使用状況を把握できるスペース管理システムの導入を
平成１６年度に決定し、平成１７年度から稼動させて、施設の使
用状況を登録・分析した。その結果、利用頻度の少ないスペー
スを改修するとともに、本システムの運用により生じた空きス
ペースを改修計画に活用するなど、施設の有効利用が大きく
進んだ。特に、施設の有効活用に対する職員の意識改革が促
され、資源投入と成果の収穫に基づく経営の概念が共有でき、
スペース管理システムの導入による大きな効果と考えている。
　以上のことから、大学として中期計画を上回って実施してい
る。

引き続き、スぺース管理システ
ム、施設の有効利用について改
善を図る。
(Ⅴ-04)

Ⅲ

　引き続き、スペース管理システムにより、空スペースを生み出
し、施設改修の際の代替施設としたり、プロジェクト研究用のス
ペースに充てるなどの有効利用が図られた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ア全学的視点に立った、施
設マネージメントの体制を整備
する。

Ⅳ

引き続き、全学的視点に立っ
た、施設マネージメントに努め
る。

②-イスぺース管理システム等を
導入することにより、施設の使用
状況を把握し、有効利用を促進
する。

Ⅳ

引き続き、スぺース管理システ
ム、施設の有効利用に努め
る。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　平成１６年度に施設の有効活用に関する規程を制定するとと
もに、施設のレンタル制（１年間）及びスペースチャージ制導入
を決定し、平成１７年度から運用を開始した。これらにより生じた
空きスペースを、重点化した教育研究への有効活用、緊急に
必要となる教育研究用への対応、使用条件の悪いスペースの
改修による機能の高度化など、従来の固定的な施設利用から、
必要に応じて施設を利用できる流動的な施設利用環境へと大
幅に改善が進んだ。
　　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施してい
る。

引き続き、研究用共用スペース
の効率的活用と利用の流動化
を促進する制度について改善を
図る。
(Ⅴ-05)

Ⅲ

　研究用共用スペ－スの効率的活用と利用の流動化を促進す
るため、平成１９年度より施設の有効活用に関する見直し（空ス
ペースの利用登録方式の変更等）を行うことを施設委員会で確
認した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　既存施設・設備の維持管理に必要な経費を確保する方法を
検討した結果、学内予算の施設等経費、スペースチャージ制
度による徴収料金、自己負担による修繕費によって確保するこ
ととした。
　また、重点的な整備には目的積立金を使用する方針を決定
し、実施した。
　さらに、既存施設・設備のメンテナンスは、平成１６年度に決
定したメンテナンス計画を評価して実施する方針に従い、各部
局から提出された要求事業を評価し、優先度の高い事業から
予算に応じて実施した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

必要な経費を確保し、既存施
設・設備のメンテナンスを年度
計画に従って実施する。
(Ⅴ-06)

Ⅲ

　保全事業について施設委員会で検討し、必要な経費の確保
を行い、既存施設・設備のメンテナンスを年度計画に従って実
施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ウ研究用共用スペースの効
率的活用と利用の流動化を促進
する施策を導入するとともに、研
究用共用スペースの割合を平成
１５年度実績に比較し倍増する。

Ⅲ

引き続き、研究用共用スペー
スの効率的活用と利用の流動
化を促進する制度について改
善に努める。

②-エ必要な経費を確保し、既存
施設・設備のメンテナンスを計画
的に実施する。

Ⅲ

必要な経費を確保し、既存施
設・設備のメンテナンスを年度
計画に従って実施する。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　平成１５年度学生生活実態調査の結果を受け、平成１６年度
に各学部・研究科における改善項目を取りまとめ、平成１７年度
に改善項目に優先順位を付し、年度計画を策定した。なお、平
成１６年度に戸畑キャンパスにおいて食堂に関する個別アン
ケートを実施し、改善要素を提案するとともに、平成１７年度に
戸畑、飯塚キャンパス学内食堂の利用状況を調査した。また、
学生からの要望等を受け、平成１８年度学生生活実態調査に
おけるキャンパスアメニティの項目を一部修正した。
　さらに、戸畑、飯塚キャンパスの外灯の整備や、戸畑キャンパ
スの機械棟改修の際のリフレッシュスペースの設置、飯塚キャ
ンパスの車両入構システムの設置を行った。
　平成１８年度には、戸畑キャンパスの改修工事においてバリア
フリー対策、ベンチ及びサインの整備を実施するとともに、学生
の教育を支援する教育支援スペースを新設した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅴ-07)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　学生の福利厚生施設面の改善において、戸畑キャンパスの
生協食堂の増築工事を行い昼食時の混雑解消を図った。飯塚
キャンパスについては、生協書籍部に扉をつけ、併せてエアコ
ンの修理を行い、快適な空間づくりを行った。
　また、建物改修工事や保全事業の実施に於いてキャンパスア
メニティの向上を行った。

　バリアフリーについての状況を調査し、改修施設におけるバリ
アフリー化とともに、緊急度の高い施設からバリアフリー化を実
施した。
　また、キャンパスの国際化についての状況を調査するととも
に、平成１８年度に戸畑キャンパスにおいて、先端コラボレー
ションプラザの改修及び施設の共用化を進めるための施設の
名称変更に併せて、国際化に対応した案内板の整備を実施し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

キャンパスの国際化及びバリア
フリー化を促進し、社会に開か
れた環境の整備を図る。
(Ⅴ-08)

Ⅲ

　戸畑団地の耐震改修工事や福利施設増築工事において、四
カ国語のサインを整備した。また、車椅子用スロ－プ、身障者
用トイレ・エレベ－タ－の整備を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ア学生の教育支援、生活支
援等のための施設、交流の場を
充実し、キャンパスアメニティの
向上を図る。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。

③-イキャンパスの国際化及びバ
リアフリー化を促進し、社会に開
かれた環境の整備を図る。

Ⅲ

キャンパスの国際化及びバリア
フリー化を促進し、社会に開か
れた環境の整備に努める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　地方財政再建促進特別措置法施行令の活用については、地
方自治体の逼迫した財政上の問題もあるが、地方自治体所有
の施設の利活用という観点で今後もさらに協力関係を構築して
いくこととした。
　平成１８年度における北九州市の施設等の活用例としては、
環境分野で、エコタウン実証研究センターがＮＰＯ法人や民間
機関と連携して、若松地区の同市所有の施設において生分解
性プラスチックのリサイクル事業を拡大するとともに、同地区の
北九州エコタウンにおける生ゴミからのエタノール製造等の新
規事業も支援した。
　また、知的クラスター創成事業（北九州ヒューマンテクノクラス
ター構想）における研究を継続して積極的に推進し、着実に成
果を挙げるとともに、経済産業省地域新生コンソーシアム研究
開発事業に採択された「超小型一体化高機能部材微細加工技
術（ケアＭＥＭＳ）の研究開発」により地域の産業界と連携してＬ
ＳＩやＭＥＭＳ等を機軸とする新産業の創成を推進した。
　飯塚市においても、ベンチャー企業の育成、地域振興を目的
とした飯塚トライバレーセンター（市所有）で、本学発の８社のベ
ンチャー企業が入居しており、引き続き、このようなベンチャー
企業に対して、可能な限りの支援を行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

地方自治体所有の施設等につ
いて、自治体と協議の上、地方
財政再建促進特別措置法施行
令の活用を図る。
(Ⅴ-09)

Ⅲ

　地方財政再建促進特別措置法施行令の活用については、地
方自治体所有の施設の利活用という観点で引き続き協力関係
維持に努めた。
　施設等の活用としては、引き続き北九州エコタウン所在の北
九州市所有施設において、エコタウン実証研究センターがＮＰ
Ｏ法人や民間機関と連携して、生分解性プラスチックのリサイク
ル事業を拡大するとともに、生ゴミからのエタノール製造等の新
規事業も支援した。また、ネットワークデザイン研究センターは、
北九州市所有のAIMビル北九州テレワークセンター内を拠点と
して、次世代ネットワークデザインを研究開発し、研究者間の連
携や産学官連携活動を推進した。
　飯塚市においても、引き続き同市所有の飯塚トライバレーセ
ンターで、本学発の８社のベンチャー企業が入居し、活動を実
施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-北九州市及び飯塚市等との
協力関係において、地方財政再
建促進特別措置法施行令を活
用した施設等の整備を図る。

Ⅲ

引き続き、地元地方公共団体
との連携・協力に努める。
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九州工業大学

中
期
目
標

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

　平成17年度に安全衛生推進室を設置した。また、職員の安
全教育の一環としての安全衛生講話を定期的に開催するととも
に、衛生管理者資格取得のための学内講習会を開催し、安全
管理者、衛生管理者資格取得者を増員した。さらに、安全衛生
巡視の際に気付いたリスクの一覧表を各事業所から安全衛生
推進室に提出させた。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

引き続き、安全管理体制の整備
及び安全教育の徹底を図る。
(Ⅴ-10)

Ⅲ

　職員に対しては、衛生管理者資格取得を支援するため学内
講習会を開催し、安全管理者や衛生管理者の資格取得者を増
員した。 安全教育については、化学薬品に関する講話、高圧
ガス取扱い講習、レーザ講習を開催した。
　各キャンパスとも、学生に対しては、継続して安全講習会等を
開催して安全教育を行っており、年度計画に基づいた実施を
進めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　学内の管理規程を整備し、適切に管理する体制を構築した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

国際規制物質・ＲＩ等を引き続き
適切に管理する。
(Ⅴ-11) Ⅲ

　平成19年2月の放射性同位元素等に関する立入検査におい
て、過去の指摘事項の改善が確認され、その際、検査官から話
しのあった健康診断の記録簿について新法令に準拠したもの
に改善した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
　(4) その他業務運営に関する重要事項
　　②安全管理に関する目標

①-ア安全管理体制の整備・充
実とともに、安全教育を徹底す
る。

Ⅲ

引き続き、安全管理体制の整
備及び安全教育の徹底に努
める。

①労働安全衛生法等を踏まえて教育・研究環境の安全・衛生の確保を図る。
②事故防止に向けた管理体制の充実・強化及び啓蒙を図る。
③防災計画の策定と意識の啓蒙を積極的に行う。
④環境マネージメントシステムの構築を図る。
⑤危機管理への対応策を確立する。

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

①-イ核燃料物質・ＲＩ等を引き続
き適切に管理する。

Ⅲ

国際規制物質・ＲＩ等を引き続
き適切に管理する。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　化学物質安全管理支援システムを全学的に運用するととも
に、保管管理体制を充実した。
　また、毒劇物の受入、保管、管理及び廃棄を改善するため、
「毒物及び劇物の取扱要項」を改正した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

データーベースシステムを活用
し、劇物及び化学薬品等を引き
続き適切に管理する。
(Ⅴ-12) Ⅲ

　引き続き、全学的に化学物質安全管理支援システムを活用し
ており、「化学物質安全管理支援システムの運用について」を
制定して、薬品の保管管理体制を充実させた。また、毒劇物の
受入、保管、管理及び廃棄を改善するため、「毒物及び劇物の
取扱要項」を改正した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　安全衛生推進室に環境管理部門を設置し、組織を充実させ
るとともに、廃液・廃棄物の収集方法と処理方法の改良を図っ
た。また、廃液・廃棄物を低減する方策を立てた。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

廃液処理及び廃棄物（動物死
体も含む。）処理のための適切
な措置を引き続き講じる。
(Ⅴ-13)

Ⅲ

　学生及び職員を対象として、廃液管理に関する説明会を開
催し、各研究室における廃液管理の指導、廃液・廃棄物の収
集方法と処理方法の指導、廃液・廃棄物の低減に関する指導
を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①-ウ劇毒物等及び化学薬品等
を引き続き適切に管理する。

Ⅲ

データーベースシステムを活
用し、劇物及び化学薬品等を
引き続き適切に管理する。

①-エ廃液処理及び廃棄物（動
物死体も含む。）処理のための
適切な措置を引き続き講じる。

Ⅲ

廃液処理及び廃棄物（動物死
体も含む。）処理のための適切
な措置を引き続き講じる。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　動物実験に関しては、平成１８年１０月に学長を責任者とする
全学規則を整備し、文部科学省の基本指針に合致する体制に
整備した。
　遺伝子組み換え実験等に関しては、組織及び規則が法改正
（平成１６年２月施行）に合致しており、運用上も問題ないことを
確認した。
　該当する情報工学部及び生命体工学研究科においては、規
則等を遵守し、従事者に対する講義を含めて、動物実験及び
遺伝子組み換え実験等のための適切な措置を講じていること
を、毎年確認した。
　飯塚キャンパスでは、情報工学部動物実験規則等を遵守し、
動物実験及び遺伝子組み換え実験等のための適切な措置を
講じた。また、動物実験従事者に対しては動物実験に関する講
義を実施し、遺伝子組み換え実験従事者に対しては遺伝子組
み換え実験に関する講義を実施した。
　若松キャンパスでは、動物実験委員会及び動物飼育室運営
担当により、適正な実験の審査及び安全な実験環境が保てる
よう運営を行った。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

動物実験及び遺伝子組換え実
験等のための適切な措置を講じ
る。
(Ⅴ-14)

Ⅲ

  遺伝子組み換え生物安全管理専門部会において、遺伝子組
み換え実験等のための全学的な措置（組織及び規則）を再確
認した。その結果、現状の組織及び規則は、法改正（平成１６
年２月施行）に合致しており、運用上も問題ないことを確認し
た。
　飯塚キャンパスでは、継続的に動物実験及び遺伝子組み換
え実験等のための適切な措置を講じた。
　若松キャンパスでは、基本指針、ガイドラインに従って動物実
験のための措置を点検し、動物実験に関する自己点検・評価
項目の実施に関連する公開書類の整備、改訂、動物飼育室の
認定システムの構築及び学内規則（生命体動物実験規則）に
ついて検討した。
  また、動物実験従事者に対しては動物実験に関する講義を
実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①-オ動物実験及び遺伝子組換
え実験等のための適切な措置を
引き続き講じる。

Ⅲ

動物実験及び遺伝子組換え
実験等のための適切な措置を
講じる。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　３キャンパスを中継で結び、安全講話会（職員対象、学生及び職員対象）を
実施した。
　戸畑キャンパスでは、年度初めに新入生に対する工学部共通の安全管理説
明会を実施するとともに、各学科・研究室単位で年に１回以上の安全教育を実
施した。なお、平成１７年度に救命救急法講習会を試行的に開催した。また、
研究室を単位として、安全の確保及び衛生の保持並びに改善を図るため、安
全衛生ミーティング実施要項を定め、研究室単位の安全衛生ミーティング実施
報告書の様式を作成し、平成１９年４月から安全衛生ミーティングを実施した。
　飯塚キャンパスでは、年間の安全教育実施の状況を把握し、実施を指示し
た。また、教育訓練（各学科の入学後のオリエンテーション、学生実習開始前
のガイダンス、教養特別講義、研究室配属後の保健体育での救急救命講習
等）の実施記録の保管方法を検討するとともに、外部講師による救急救命法・
ＡＥＤ講習会や、労働基準監督署及び労働衛生コンサルタントによる講演並び
に巡視指導等を実施した。また、学内講師による教授会での講演（安全パト
ロール報告、地震被害報告及び対策指導、安全配慮義務違反等）、薬品取扱
説明会、廃液処理説明会を実施した。さらに、月１回安全パトロールを実施し、
報告書により問題箇所を指摘するとともに、フィードバックした。なお、安全衛生
担当者による週１回の作業場点検や、ゼロ災委員会による各学科作業場の安
全度定量分析シートによる定量的リスク評価を行った。また、特定機械(クレー
ン、局所排気装置、エックス線装置、遠心機械、圧力容器)の定期自主点検体
制を確立した。
　若松キャンパスでは、リスクアセスメントシステムを構築し運用を開始した。ま
た、若松地区安全衛生委員会を中心に、安全衛生担当者の週１回の巡視及
び産業医との毎月の研究室・実験室の巡視を行い、実験環境の安全確保に
努めた。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

安全管理説明会を継続的に実
施するとともに、引き続き安全対
策の一層の充実策を検討する。
(Ⅴ-15)

Ⅲ

　全学としては、学生及び職員を対象に、安全講話、高圧ガス講習、レーザ講
習を実施するとともに、研究室単位での安全管理を充実させるため、研究室単
位の安全衛生ミーティングを実施した。また、産業医・安全管理者・衛生管理
者による職場巡視を行い、安全かつ衛生的な研究室になるよう指導した。
　戸畑キャンパスでは、学科及び研究室での安全教育に加え、平成１８年度に
決めた実施要項に基づいて年２回の安全衛生ミーティングを実施した。
　飯塚キャンパスでは、学生安全衛生連絡員を各研究室、講座で１名任命し、
安全衛生システムの中に取り入れた。これにより、情報周知の徹底、安全衛生
知識の伝搬、安全衛生活動の底上げを図った。学生安全衛生連絡員に対す
る導入教育を実施し、知識の向上・意識の徹底を図った。安全パトロールの結
果を学生安全衛生連絡員へも通知することで、研究室末端への情報周知・対
応の徹底を図った。また、情報工学部安全講習会や安全講話等に参加し、学
生実験ガイダンス時に安全教育を実施した。ゼロ災委員により安全度定量分
析シートを用いたリスクアセスメントを実施した。安全パトロールの結果を２種類
の報告書（学科提示用、詳細閲覧用）に記載し、パトロール先の学科長、セン
ター長から改善回答文を回収しており、 結果を定期的に教授会で周知した。
また、法定の特定機械については自主点検を実施し、問題があった時はすぐ
改善するようにした。
　若松キャンパスでは、継続的に安全対策の一層の充実に努めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①-カ実験室レベルでの事故等
の防止のための学内安全対策を
確立する。

Ⅲ

安全管理説明会を継続的に実
施するとともに、引き続き安全
対策の一層の充実に努める。

-62-



九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　定期安全衛生巡視報告書の様式の中に、改善の緊急度の項目を設
け、危険度の高い設備等の改修等について迅速化を図った。また、事
故防止のための設備等の整備を引き続き行い、さらに「安全の手引」
の改訂及び安全講習会を実施して学生実験・実習における事故防止
に努めた。
　戸畑キャンパスでは、安全衛生推進室及び安全衛生委員会との連
携の下で、設備等の改善が必要な箇所を検討し、ドラフトの増設、安
全柵の設置、階段の手すりや滑り止め、アスベスト含有の恐れのあるタ
イルの除去、貼換えなどの具体的な対策を講じた。また、研究室単位
での安全教育において、事故防止のための啓蒙を行った。
　飯塚キャンパスでは、過去に発生した外部の事故例を検証し、建物
のタイル剥離状況を調査した結果、研究棟壁面の剥離を確認し、緊急
に対応、修復した。また、事故発生を未然に防ぐためのリスクアセスメ
ント手法の検討及びシステムの確立や、評価機関であるゼロ災委員会
の立ち上げを行い、安全度定量分析シートを用いたリスクの定量的な
評価及びヒヤリハット情報の解析並びに対応策の立案を実施し、対応
できるものから施設等の改修を実施した。また、安全衛生ホームペー
ジ作業部会により、安全衛生ホームページが立ち上げ、情報共有・啓
蒙の場として利用した。また、「安全の手引」の改訂作業を行い、学生
及び職員に配布した。毎年４月に警察署に協力いただき交通安全講
習会を実施し、交通事故の防止に努めた。また、教育、衛生、安全、
防災のテーマで四半期ごとにスローガンを募集、安全意識の向上を
図った。学生の安全衛生連絡員を各研究室１名任命し、情報の周知
徹底を図ることとした。
　若松キャンパスでは、「安全衛生便り」を年数回すべての教員に送
り、安全衛生に関する啓蒙を行った。入学時のオリエンテーションにお
ける安全教育、救命救急法に係る講習会及び避難訓練、各研究室で
年４回の安全ミーティング等により事故防止のための啓蒙を実施した。
各階に設置されたモニターを通して、安全衛生に関する情報を常時
流した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

事故等防止のための設備等の
整備を引き続き行うとともに、学
生実験・実習における事故防止
の啓蒙活動を引き続き行う。
(Ⅴ-16)

Ⅲ

　各研究室等に内在するハザードやリスクのデータベース作成へ向け、検
討を行った。また、学生実験・実習における事故防止のため、安全講習・
高圧ガス講習・レーザ講習を実施した。
　戸畑キャンパスでは、レーザー装置について立入調査を実施し改善点
を指導するなど、安全衛生推進室及び安全衛生委員会との連携の下で実
施した。
　飯塚キャンパスでは、学内外の事故情報を学生安全衛生連絡員に周知
し注意を促すとともに、「安全の手引」の改訂や学生実験のアンケート回収
時にヒヤリハットシートを配布し危険情報を収集した。また、情報をゼロ災
委員会で解析し対策案を検討し、安全衛生委員会に提言して、対処でき
るものについて対策を行う検討をした。さらに、新入生オリエンテーション
時に警察署に協力を仰ぎ、交通安全講習会を実施した。
　若松キャンパスでは、継続的に安全衛生に関する啓蒙を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-学生及び教職員の事故等の
防止のための設備等の整備及
び啓蒙活動を行う。

Ⅲ

引き続き、事故等防止のため
の設備等の整備や事故防止
の啓蒙活動に努める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　安全衛生巡視の際に各部屋を点検し、避難経路の掲示の確認及び
避難の妨げとなる障害物の除去等の指導を実施した。また、重大事故
が発生した場合の再発事故防止のため、事故報告書の様式を作成し
た。
　戸畑キャンパスでは、各学科ごとに避難場所の掲示を行った。また、
緊急時の連絡先を「安全の手引」に掲載するとともに、各実験室及び
研究室に掲示を行った。緊急時の対応については工学部共通の安全
管理説明会において啓蒙した。
　飯塚キャンパスでは、飯塚地区における緊急連絡対応表を作成し
た。なお、怪我、病人や火災など緊急性の高い事象に対し、迅速に対
応できるよう工夫した。また、避難訓練において緊急連絡体制の問題
点等を抽出し、改善に向けて取り組んだ。さらに、学生、職員全員に
対しての避難訓練を実施しており、非常時の避難経路の確認及び非
常放送の確認作業を行った。また、避難経路図を作成し、エレベータ
前など見やすい場所に掲示し周知を図った。避難訓練の際に生じた
緊急避難に関する問題点をアンケート調査し、ゼロ災委員会でまとめ
て安全衛生委員会で対応策を審議した。また、消火訓練も実施してお
り、消火器や消火栓の使用方法に関する啓蒙活動を実施した。
　若松キャンパスでは、緊急時連絡体制を「安全の手引」等に掲載し、
オリエンテーション、安全教育ミーティング等を通して周知を行った。
各実験室の入口付近に、緊急時連絡の手順を掲示した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

緊急連絡体制や避難経路を学
生・教職員に周知するとともに、
より充実した体制、システムに向
けて引き続き検討する。
(Ⅴ-17)

Ⅲ

　安全衛生委員会では、緊急時に学生及び職員が対応できるよう、安
全衛生巡視の際に下記の点について確認した。
・緊急連絡網や避難経路の掲示状況（電話機の近くに掲示している
か、剥がれていないか等）
・避難経路のスベースが十分に確保されるか（障害物があれば除去す
るよう指導）
・消火器の設置状況（消火器の表示は適切か、消火器の設置場所を
認識しているか）
　戸畑キャンパスでは、緊急時連絡先を「安全の手引」に掲載し、年度
初めの安全教育を通じて学生へ周知を図った。また、避難地図につ
いて建物の呼称変更に伴う改訂を行った。
　飯塚キャンパスでは、避難訓練を実施して避難経路・方法を学生及
び職員に周知し、避難訓練を通じて非常時の際の問題点を抽出し
た。それらの問題点についてゼロ災委員会で対策案を検討し、安全
衛生委員会で議論した。
　若松キャンパスでは、継続的に緊急連絡体制等の周知を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ア緊急連絡体制及び避難方
法等の対策を講じる。

Ⅲ

引き続き、緊急連絡体制や避
難対策の充実に努める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　定期的に安全パトロールを行う際、安全面及び衛生面から模範となる事項・
改善事項について出来る限り写真を添付する等の工夫をして、「定期安全衛
生巡視報告書」を作成し、報告書を当該箇所の責任者に通知して、事故の防
止及び改善を図った。
　戸畑キャンパスでは、安全衛生推進室及び安全衛生委員会との連携の下
に、各研究室ごとに安全衛生巡視、作業環境測定及びチェックリストに基づく
自主点検を実施した。講義室については別途チェックリストを作成し、安全環
境委員が年２回の安全パトロールを実施することとした。
　飯塚キャンパスでは、各学科に安全衛生担当者を複数名任命し、週１回職場
点検を実施した。なお、月１回安全パトロールを行い、報告書を作成し、問題
箇所を提示し改善事項を報告させた。また、年１回総括安全衛生管理者(学部
長)主導で、安全衛生委員会全委員による飯塚地区作業場の総点検を実施し
た。安全パトロール結果は年２回教授会で報告し、良い事例であれば推奨事
例に、不適当な事例は改善すべき事例として公表し、改善促進の方策とした。
さらに、なかなか改善が進まない作業場に対するアクションプランを作成し、教
授会で周知した。また、特定機械（クレーン、局所排気装置、エックス線装置、
遠心機械、圧力容器）の定期自主点検体制を確立し、毎年もしくは必要に応じ
て定期自主検査を実施した。資格が必要な点検は講習に参加するなどして必
要な資格者を学内で確保した。さらに、有機溶剤中毒予防規則及び特定化学
物質等障害防止規則に該当する薬品使用場所については年２回、非密封放
射性同位元素取扱施設に関しては月１回作業環境測定を実施するとともに、
安全度定量分析シートによるリスクの定量評価及びヒヤリハット情報の集約をゼ
ロ災委員会が実施した。安全度定量分析シートの評価は年１回実施し、作業
場の安全度の定量的な評価基準となった。また、学生及び教職員からヒヤリ
ハット情報を随時収集して作業場や施設、設備の不具合をいち早く見つけるこ
とができるシステムにした。
　若松キャンパスでは、若松地区安全衛生委員会を中心に、安全衛生担当者
の週１回の巡視及び産業医との毎月の研究室・実験室の巡視を行い、実験環
境の安全確保に努めた。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

事故点検、安全点検に関する
チェックリストに基づく安全パト
ロールを継続的に実施するとと
もに、実施体制の充実を図る。
(Ⅴ-18)

Ⅲ

　産業医・安全管理者・衛生管理者が別々に安全パトロールを行い、それぞれの視
点を生かした安全パトロールを実施した。 また、他の教室の見本となる事例につい
ては、他の教室で紹介し、改善を推進した。
　戸畑キャンパスでは、安全衛生推進室及び安全衛生委員会との連携の下で計画
を実施した。また、要綱に基づき年２回の安全衛生ミーティングを実施し、提出され
た報告書の評価を行った。
　飯塚キャンパスでは、安全パトロールの結果を学生安全衛生連絡員へも通知する
ことで、研究室末端への情報周知・対応の徹底を図った。ゼロ災委員により安全度
定量分析シートを用いたリスクアセスメントを実施した。衛生管理者による週１回の巡
視を実施しており、チェックリストによる部屋毎の問題箇所のスクリーニングを行い、
安全衛生委員会で報告し、安全パトロールへの参考資料とするとともに、結果を２種
類の報告書（学科提示用、詳細閲覧用）に記載し、パトロール先の学科長、セン
ター長から改善回答文を回収した。また、年に１回安全衛生委員会委員全員での、
学部全体を対象にした安全パトロールを実施し、問題のあった箇所に対しての確認
作業を行い、結果を定期的に教授会で周知した。 さらに、学生実験後に実験中及
び学内のリスクに対してヒヤリハット報告書で学生に記入させ、報告をゼロ災委員会
でまとめ、分析して対応策を検討した。
　若松キャンパスでは、継続的に安全パトロールを実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-イ施設及び施設使用状況の
安全点検を毎年４回実施し、安
全対策を完備する。

Ⅲ

事故点検、安全点検に関する
チェックリストに基づく安全パト
ロールを継続的に実施するとと
もに、実施体制の充実に努め
る。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　各キャンパスとも、防災訓練や消火訓練を実施するとともに、
防災教育を行った。
　戸畑キャンパスでは、地震を想定した防災マニュアルを作成
し、その概要を「安全の手引」に掲載するとともに、学生及び職
員に配布した。また、年度初めに安全管理説明会を行い啓蒙
した。
　飯塚キャンパスでは、「安全の手引」を改訂し、学生及び職員
に配布した。また、福岡西方沖地震の発生を受けて地震被害
報告書及び地震対策パンフレットを作成し、教授会で報告する
とともに、教育、衛生、安全、防災のテーマで四半期毎にスロー
ガンを募集し、安全意識の向上を図った。さらに、身障者の所
属する研究室に対しては、人力によるけが人・身障者搬送方法
の講習を行い実演した。
　若松キャンパスでは、防災対策マニュアルを安全衛生マニュ
アル（ダイジェスト版）の中に掲載し、周知した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

防災対策マニュアル及び防災
対策パンフレットを作成し、学生
及び教職員に配布するととも
に、防災教育を継続的に実施
する。
(Ⅴ-19) Ⅲ

　戸畑キャンパスでは、安全衛生委員会と連携して定期巡視の
際に棚やガスボンベの固定、棚からの落下防止など地震対策
に関する項目をチェックした。また、防災に関して「安全の手
引」の改訂を進めた。
　飯塚キャンパスでは、地域の保育園、幼稚園と協力して総合
防災訓練を実施し、身障者のいる研究室に対しては人力によ
る搬送方法を訓練した。また、教育、衛生、安全、防災のテー
マで四半期毎にスローガンを募集、安全意識の向上を図った。
　若松キャンパスでは、継続的に防災対策マニュアル等の学生
及び職員に対する周知を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　環境マネジメントシステムの在り方を検討する組織として、環
境科学センターを発展的に改組し、新たに環境マネジメントセ
ンターを平成１９年度に設置することとした。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

環境マネージメントセンター（仮
称）を中心に、本学における環
境マネージメントセンターシステ
ムの構築を図る。
(Ⅴ-20)

Ⅲ

　平成１９年４月に環境マネジメントセンターを設置することによ
り、全学的な環境マネジメント体制を図る体制が整備された。当
面、当該センターを中心に全学的な環境マネジメントを推進す
ることとし、「環境マネジメントセンターシステム」の構築により、
全学的な省エネへの取り組みやリサイクル推進活動を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ウ防災対策マニュアル及び
防災対策パンフレットを作成し、
教職員・学生に対する啓蒙を図
る。

Ⅲ

防災対策マニュアル及び防災
対策パンフレット等を作成・配
布するとともに、防災教育を継
続的に実施する。

④環境マネージメントシステム
「ISO14001」取得を検討する。

Ⅲ

環境マネジメントシステムにつ
いては、「ISO14001」に替え
て、当面、環境マネジメントセ
ンターの活動を充実することに
より対処する。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　平成１８年５月に役職員等を対象としたリスクマネジメントに関
する研修を実施した。また、災害、事件・事故等に関する全学
的なマニュアルを策定した。さらに、学生及び職員に対し啓蒙
を図るため、以下の講習会等を実施した。
・外部の専門家を講師に迎え、リーダーの危機管理に関する講
演会を開催した。
・課外活動安全週間（５月１５日～２１日）を設け、学生を中心に
緊急事態の発生の際の基礎的な救命救急が迅速に行えるよ
う、戸畑キャンパス及び飯塚キャンパスにおいて、消防署から
講師を招き「救命救急講習会」を開催した。
・体育系サークルに所属する学生を対象に、外部から専門の講
師を招き「事故防止の考え方」をテーマに安全講習会を実施し
た。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

平成１８年度達成済み。
(Ⅴ-21)

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように
計画を継続して進めている。
　学生及び職員に対し啓蒙を図るため、講習会等を継続的に
実施した。

⑤-ア危機管理への対応策を適
切に定める。

Ⅲ

平成１８年度達成済み。
引き続き、リスクマネジメントに
努める。
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九州工業大学

中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　全国の大学等に先駆け安全保障輸出管理に関するコンプラ
イアンスの徹底を図ることとし、安全保障輸出管理規程を制定
した。また、共有すべき科学者の自律性に依拠する科学者行
動規範を策定した。これらは、学内に周知するとともにＷｅｂ上
に公表した。
　役職員等を対象にリスクマネジメントに関する研修を行った。
なお、外部資金の不正使用防止に関し、科学研究費補助金の
不正使用防止及び内部監査等に関する説明会を開催し、法令
遵守の徹底について周知した。また、学生及び職員の情報管
理の更なる徹底を図るため、情報モラル向上週間を年２回設定
し、期間中には３キャンパスをテレビ中継し情報セキュリティ対
策やサイバー犯罪に関する講演会を開催した。
　新入生用の情報モラル・セキュリティパンフレット（全学共通）
を作成し、平成１９年度新入生より配布し、情報の危機管理に
関し周知を行うこととした。また、部局の事情に応じて企業倫理
に関する授業科目を開講した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

コンプライアンスに関する教育を
学生及び教職員を対象として実
施する。
(Ⅴ-22)

Ⅲ

　学生に対して、工学倫理・安全工学、技術者倫理等の企業倫
理に関する授業科目を開講した。また、職員に対して、平成１８
年に定めた「九州工業大学科学者行動規範」に続き、平成１９
年度に「九州工業大学事務職員・技術職員行動規範」を新た
に定め、全職員に法令遵守の更なる周知徹底を図るとともに、
これを本学Web上に掲載することにより、社会に対しての説明
責任を明らかにした。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

⑤-イコンプライアンス（法令遵
守）の教育を徹底する。

Ⅲ

引き続き、コンプライアンスに
関する教育に努める。
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中
期

年
度

平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定
中
期

年
度

中期計画 平成19年度計画

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等） ｳｴｲﾄ

　情報セキュリティーポリシーの改正や知的財産機密情報管理
規程の制定・改正を行うなど、適切な機密情報管理を行った。
また、学生及び職員に対し啓蒙を図るため、以下の講習会等を
実施した。
・情報管理の更なる徹底を図るため、情報モラル向上週間（年
２回）を設定し、期間中に情報セキュリティ対策やサイバー犯罪
に関する講演会（３キャンパスをＴＶ中継）を開催した。
・工学部では、パソコンチェック票を全学生に配布し情報漏え
いやウイルス対策の啓蒙を図った。
・情報工学部では、ソフトウェア管理台帳を独自に作成し、各研
究室単位で情報を蓄積する体制を整えた。
・生命体工学研究科では学生及び職員に対し情報セキュリティ
講習会を開催するとともに、四半期毎の安全衛生ミーティング
において情報管理の徹底を促した。
・附属図書館に情報モラル・セキュリティに関する図書コーナー
を設置し、情報モラル向上のための啓蒙活動を継続的に実施
した。
　以上のことから、大学として中期計画を十分に実施している。

機密情報管理の方策に基づい
て、管理を適切に行う。
(Ⅴ-23)

Ⅲ

　情報セキュリティーポリシーの改正を行い、引き続き適切な機
密情報管理を行った。 また、学生及び職員に対し啓蒙を図る
ため、以下の講習会等を実施した。
・情報管理の更なる徹底を図るため、情報モラル向上週間（年
２回）を設定し、期間中に情報セキュリティ対策として、Web上か
らの脅威とその対策に関する講演会（３キャンパスをＴＶ中継）
を開催した。なお、出席できなかった学生及び職員のために、
講演会の模様を録画で学内Web上でストリーミング配信した。
・情報工学部においては、全新入生に対し、パンフレット「ネット
ワークをよりよく安全に使うために2008年度」を配布したほか、
合宿研修時に情報セキュリティ対策ビデオを上映した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

⑤-ウ機密情報管理の方策を適
切に定める。

Ⅲ

当初の計画は達成した。
引き続き、機密情報管理の方
策に基づき、適切な管理に務
める。
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（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

１．特記事項 ⑦ 施設コールセンターを設置し、使用者からの要望に常時対応できる体制を
【平成16～18事業年度】 整備した。
○施設マネジメント等について ⑧ スペースチャージ制度の導入に伴う施設利用の流動化に対応するため、戸
（１）施設マネジメント実施体制及び活動状況 畑キャンパスの建物名称を変更した。
国立大学法人として相応しい施設の管理運営を明確にするため、以下のよう
な基本的な理念に基づく施設マネジメントに関する基本方針を平成１６年度に また、「スペースチャージ制度」等の導入の成果は、「施設は資源である」と
教育研究評議会、経営協議会で審議の上、役員会で決定した。 いう職員の意識改革の促進につながり、資源の投入と成果の収穫に基づく経営
・施設を大学の資産として有効に管理運営する。 の概念を全学で共有することが可能となった。具体的な成果として次の事例を
・施設を良質なストックとして形成する計画を立案し、実行する。 挙げることができる。
・長期維持管理計画を策定し、実行する ・ 不要な部屋は返還され、不足していた教育研究スペースに充当することが
・施設の維持管理に必要な財源を確保する。 できた。
・全学的な管理に基づき、有効利用を促進する。 ・ 現代ＧＰ等の教育活動や競争的資金による研究活動のために、施設の利用
・施設規模の適正化を図る。 が緊急に必要な場合にも、「スペース管理システム」を活用して対応できる状
・施設のレンタル制を導入し、施設利用者の意識改革を図る。 況が生まれた。
・ユーザーサービスを充実する。 ・ 学科単位の専用講義室が返上され、全学共用講義室が１２室から３３室に

増加した。
上記の基本方針を実現するため、以下の活動を実施した。 ・ スペースチャージ制度で確保した経費等により、立ち遅れていた維持管理
① 「施設の有効活用に関する指針」を策定し、全国の国立大学法人に先駆け を行い、機能の改善が促進された。
て、「１年単位の全学的な施設のレンタル制」、「共有する室以外を有料とす
るスペースチャージ制度」及び「スペース管理システム」を導入することを （２）キャンパスマスタープラン等の策定状況
平成１６年度に決定し、平成１７年度から運用を開始した。 本学は性格の異なる３キャンパスを有しているため、それぞれのキャンパス
② 「スペースチャージ制度」の導入により生じた空きスペースを、教育・研 に応じた以下のようなマスタープランを構築した。
究の重点プロジェクトに優先使用させるなど、必要に応じて施設を有効利用
できる体制を確立した。 （戸畑団地）戸畑団地の施設は老朽化が顕著であるため、法人化前に策定して
③ Ｗｅｂを活用した講義室の予約システムを導入し、講義室の利用率を把握 いたマスタープランに基づいたゾーニング設計により、各建物の状
するとともに、多様な用途に講義室が利用できる状況を生み出した。 況に応じた改修計画を立案した。
④ 戸畑キャンパスにおける改修に際して、講義室の利用率を向上させるため、 （飯塚団地）昭和６３年度から建設された飯塚団地は機能回復を目的としたマ
既存の講義室の一部を研究スペースに改修した。 ネジメントを当面の目標とした。
⑤ 施設の整備と維持に関わる事業の選定では、透明性を確保する観点から各 （若松団地）平成１３年度に新設した若松団地は建設当初の機能維持を主目的
部局等からの要求を基に大学の目標と整合性を評価し、施設委員会で事業選 として、定期的に点検とメンテナンスを実施することとした。
定する方法を平成１６年度から実施した。
⑥ 全学共用スペースを抽出して施設の使用状況の実態を平成１８年度に調査 このような方針に基づき、以下の事業を実施した。
し、利用頻度の少ないスペースの実態を明らかにして、利用実態にそぐわな ① すべての施設を、全学的に管理する施設（全学共通スペース及びサービス
い部屋を改修した。 用スペース）と、教員・学部（研究科）・学科（専攻）が使用する施設（教育

・研究スペース及びプロジェクト研究スペース）に区分し、それぞれの施設
改修への方針を決めた。
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② 目的積立金を活用して、教育と研究に必要な施設を整備する方針を確立し （５）省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取
た。 組状況
③ 学部生に対する教育施設であるコラボレーションプラザの改修に当って、 ① 施設の改修では、教育研究環境の高度化に加えて、多様な省エネ化につな
学生の勉学意欲を高める設計と設備の設置を図るとともに、多様な省エネ化 がる工夫を施した。
につながる工夫を施した。 ② 光熱水費の節約を目指し、今後１０年間は改修予定の無い施設を対象とし
④ 国際化に対応するため、戸畑キャンパスの案内図を日本語、英語、中国語、 て、費用対効果の高い節水型金具の一層の導入や高効率照明器具の導入を実
ハングルの４ヶ国語表記とし、案内板を全面的に改修した。 施した。また、若松キャンパスでは人感センサーによる照明電源を実施した。

③ 戸畑団地では、エネルギーモニターをＷｅｂ上で公開して、職員が団地毎
（３）施設・設備の有効活用の取組状況 や施設毎のエネルギー消費量を確認できるシステムを構築した。また、契約
① 平成１８年度に設備マネジメント計画及び施設マネジメント計画を刷新し 電力を越える危険性がある場合には、全職員にメールで警告する体制を整備
た。 して、省エネルギーを達成した。
② 施設の使用責任者を明確にするため、Ｗｅｂ上で使用スペースを登録する
スペース管理システムを導入し、使用者にスペースチャージを課した。その
結果、利用状況を的確に把握するとともに、空きスペースが生じ、教育研究 ○危機管理への対応策について
プロジェクトが必要な施設を確保できた。 （１）規則等の整備
③ 施設の有効利用を促進し、資産の運用の適正化を図るため、施設の使用状 実験事故や薬品管理等に関する危機管理においては、個別のマニュアルを定
況を定期的に点検・評価し、学長に報告した。 めるだけでなく、これらの危機管理マニュアルを体系的かつ全学的に統括する
④ 本学が所有する設備の有効利用を図るため、機器分析センターが学内の主 危機管理体制に関する「九州工業大学における危機管理体制に関する要項」を
要機器や設備のデータベースを作成して設備の有効利用を促進した。 平成１８年度に新たに定め、緊急時の危機管理・対応方針以外に、平常時にお
⑤ ３キャンパス間の連絡や会議を円滑に進めるため、テレビ会議及び授業や ける危機管理・対応方針も明確にした。
講演会の同時受信体制を確立して、これらを駆使した学内情報共有の円滑化 また、学長を始めとする役職員を対象に平成１８年度５月にリスクマネジメ
やｅ－ラーニング推進事業室の活動を支える情報インフラを積極的に整備し ントに関する研修を行った。
た。
さらに、福岡市のＫｙｕｔｅｃｈプラザや東京サテライトオフィスも、３ （２）情報管理

キャンパスからテレビ会議が可能な状況に整備した。 情報管理の観点から、情報セキュリティーポリシーの改正や知的財産機密情
⑥ ネットワークデザイン研究センターは、小倉駅北側に隣接するアジア太平 報管理規定の制定・改正を行った。
洋インポートマート内の施設を活用して、研究活動を実施した。 また、情報モラル･セキュリティ向上への積極的啓蒙教育展開の一環として学

生及び職員を対象に、情報モラル・セキュリティ向上週間を前後期の各学期始
（４）施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況） めに設定し、全学共通の情報モラルパンフレットを作製した。
① ６０年間の長期にわたって施設の維持管理を想定した経費を修繕周期・修 さらに、情報セキュリティー対策やサイバー犯罪等に関する講演会を開催し、
繕率表に準じて算定し、今後、施設マネジメントに必要とする経費を明確に 学生及び職員に対して、情報モラルの意識向上を図った。
した。
② 施設維持管理経費を、事後保全費、予防保全費、役務費、予備費に分類し、（３）科学者行動規範
それぞれの経費を、教育研究環境の整備に関する緊急性、必要性、長期的な 科学研究における不正行為防止をめぐる議論が高まりを見せる中、本学でも、
経済性に基づき運用する体制を構築した。 平成１８年７月から研究者の倫理と行動規範に関する学内周知について、議論
③ 施設の整備と維持に関わる事業の選定では、透明性を確保する観点から、 を開始した。この内容については、「科学者行動規範」として取りまとめ、教育
各部局等からの要求を基に大学の目標と整合性を評価し、施設委員会で事業 研究評議会、経営協議会で意見を伺い、学内に周知を図り、ホームページでも
選定する方法を平成１６年度から実施した。 公開した。
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（４）安全衛生推進室の設置 【平成19事業年度】
法人化に伴い、職員の労働安全衛生については、労働基準法及び労働安全衛 ○施設マネジメント等について
生法の適用を受けることとなり、新たに法定項目(産業医、安全管理者、衛生 平成１８年度までの事業を継続実施し、加え下記の事項を実施した。
管理者の任命、安全衛生委員会の開催等)の遵守を求められ、自主的な安全衛 ① スペ－ス管理システムを平成１７年度から実施してきたが、平成１９年度
生管理を進めていくことが必要となった。 にシステムの運用上の見直しという観点から、問題点の抽出に着手した。
本学では、学生及び職員双方を対象とする教育研究活動を支える基盤組織と ② 省エネと環境負荷低減のための改修を、概算要求や補助金による施設整備
して、労働安全衛生法や学校保健法等の関係諸法令を遵守し、一層の安全衛生 事業や運営費交付金の維持管理・保全業務を通じて実施しており、今後も継
管理のレベル向上を図るため、平成１７年６月に安全衛生推進室を設置した。 続していくこととした。

③ 学生の勉学意欲を高めるため、旧共通教育棟に情報端末設備を備えた情報
（５）定期的な巡視・点検・改善指導 学習プラザを設置するとともに学生窓口を集約して、学生支援プラザを設け
労働安全衛生法で法定されている事業所毎の安全衛生委員会を設置し、定期 るなど、学生への教育面、サービス面を考慮したコラボレーションプラザに
的な巡視・点検・改善指導、年２回の作業環境測定の実施、安全衛生に係わる 改修した。さらに空調や照明には、高効率機器を設置し、多様な省エネ化に
データ収集等を行い、各事業所内の安全衛生の向上に努めてきた。 つながる工夫も施した。

また、戸畑地区に於いてはキャンパスアメニティの改善も自主財源により
（６）事件・事故防止に向けた取組 大型改修事業に伴って実施した。
① 法定作業場巡視実施後、写真図版入りの「巡視報告書」を作成し、この結 ④ 施設マネジメントの一環として、図面管理システム（図面の電子化）の構
果を各キャンパスの安全衛生委員会へ報告して、各作業場環境の改善と情報 築を平成１９年度において飯塚・若松団地のデ－タから行っており、引き続
共有に努めてきた。 き戸畑団地への展開を実施していくこととした。
② 化学物質の運用・保管にかかる安全性、効率性の確保のために平成１７年 ⑤ エネルギーモニターシステムを全団地に拡大し、省エネルギーを実現した。
度から「化学物質安全管理支援システム」を導入し、学内で所有または使用 ⑥ 冷蔵庫と冷凍庫の集約による省エネが達成できることを調査から提言し、
している化学物質の管理（入庫処理、在庫管理等）を行ってきた。 実証試験を実施することとした。
また、学内安全管理者による、薬品に関する取扱い、保管・廃棄方法、該

当法令等の薬品取扱い説明会を平成１８年９月に実施した。 ○危機管理への対応策について
① 平成１９年度も引き続き、学生及び職員に対して、情報管理の意識向上を

（７）講習会等の実施 図るため、Ｗｅｂからの脅威とその対策に関する講演会を開催した。
安全衛生に関する各種の講習会やセミナーを、企業の実務担当者、労働基準 ② 昨今の他大学等での一連の科学研究費等の不正使用問題を受け、文部科学
監督官、コンサルタント等を招致して学内で開催（平成１７年度３回、平成 省が策定した「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
１８年度６回）した。また、衛生管理者試験講習会を開催するなど、職員へ労 施基準）」（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定）に基づき、「九州工業大
働安全衛生に関する啓蒙を図った。 学の研究活動における不正防止に関する規程」を平成１９年４月に制定した。

この規定により、研究活動における倫理観の醸成を組織的かつ効果的に行
（８）予防訓練の取組 うために、学長の下に「研究活動倫理委員会」を設置し、研究活動における
危機管理の一環として、各キャンパスにおいて消防訓練や救命救急講習会を 不正防止への取り組みを行っている。不正行為の問題が発生した場合におい
開催し、防災意識の向上を図った。 て適切に対処する体制として、学長の下、「研究活動不正調査委員会」を設置

した。研究活動における不正行為については、その疑いも含め、学長の責任
において、迅速かつ公正に調査・検証を行うこととした。
また、「外部資金の事務手続き及び使用ルールの相談窓口」を設置し、相談
窓口体制を明確にし、ホームページ上に公開した。
さらに、本学での運営・管理に関わる者及びその責任と権限の体系につい

てもホームページ上に公開した。
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③ 学内で「科学研究費補助金の不正使用防止及び内部監査等に係る学内説明 ２．共通事項に係る取組状況
会」を、平成１９年８月に開催し、「平成１９年度科学研究費補助金の主な 【平成16～18事業年度】
変更事項と留意事項」及び「科学研究費補助金の不正使用防止及び内部監査 （１）施設マネジメント等が適切に行われているか。
等」について説明を行い、特に不正使用防止に関しては、最近報道された実 ① 施設マネジメント実施体制及び活動状況については、「○施設マネジメント
例を織り交ぜながら解説した。 等について」の（１）に記載のとおり。
さらに、各キャンパスへ出向き説明の場を設け、多数の教員及び事務職員 ② キャンパスマスタープラン等の策定状況については、「○施設マネジメント

へ周知徹底を図った。 等について」の（２）に記載のとおり。
③ 施設・設備の有効活用の取組状況については、「○施設マネジメント等につ
いて」の（３）に記載のとおり。

○災害・事件・事故防止のための取組について ④ 施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）につい
① 平成１９年度も引き続き、産業医、安全管理者、衛生管理者による安全衛 ては、「○施設マネジメント等について」の（４）に記載のとおり。
生巡視を行った。改善事項を指摘し、各研究室等で改善が実施されており、 ⑤ 省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取
安全かつ衛生的な職場環境づくりが進んだ。 組状況については、「○施設マネジメント等について」の（５）に記載のとお
② 各分野の専門家を講師に招き、学生及び職員に専門的な知識を深めるとと り。
もに、本講習会に参加して得た安全に関する知識を、研究室や実験室内で活
用してもらうことを目的として平成１９年度も高圧ガス容器の取り扱いやレ
ーザー装置に関する講習会など開催した。 （２）危機管理への対応策が適切にとられているか。
③ 地震・風水害等が発生した時に、迅速かつ適切な緊急対応を行い、被害軽 ① 災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定等を含
減や二次災害の防止を果たすため、各キャンパスで避難訓練や救命救急講習 む全学的・総合的な危機管理の態勢の整備状況については、「○危機管理への
会等を実施した。 対応策について」の（１）、（２）、（４）～（８）に記載のとおり。

② 研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況については、
「○危機管理への対応策について」の（３）に記載のとおり。

○薬品管理等に対する取組について
① 化学物質の保管・運用にかかる安全性、効率性の確保のため、平成１７年
度から稼働している化学物質安全管理支援システムで、学内で所有又は使用
している化学物質の一元管理を引き続き実施した。
平成１９年度は、化学物質安全管理支援システムを円滑に運用するため「九

州工業大学における毒物および劇物の取扱要項」、｢九州工業大学化学物質安
全管理支援システムの運用について｣を制定した。
さらに安全衛生巡視の際、化学物質を使用又は保管している実験室や研究

室では、化学物質安全管理支援システムの登録状況を確認した。
② 実験室・研究室での有害化学物質の使用における安全を確保するため、講
習会を開催した。
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【平成19事業年度】
（１）施設マネジメント等が適切に行われているか。
① 施設マネジメント実施体制及び活動状況については、「○施設マネジメン
ト等について」の①及び④に記載のとおり。
② キャンパスマスタープラン等の策定状況については、「○施設マネジメン
ト等について」の③に記載のとおり。
③ 施設・設備の有効活用の取組状況については、「○施設マネジメント等に
ついて」の③に記載のとおり。
④ 施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）につい
ては、「○施設マネジメント等について」の②に記載のとおり。
⑤ 省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取
組状況については、「○施設マネジメント等について」の②、③、⑤及び⑥
に記載のとおり。

（２）危機管理への対応策が適切にとられているか。
① 災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定等を含
む全学的・総合的な危機管理の態勢の整備状況については、
「○危機管理への対応策について」の①に記載のとおり。
「○災害・事件・事故防止のための取組について」に記載のとおり。
「○薬品管理等に対する取組について」に記載のとおり。

② 研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況については、「○
危機管理への対応策について」の②、③に記載のとおり。
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中
期
目
標

年度計画

勉学に取り組む上で学生に目的意識と動
機を持たせる効果の観点から、当該科目
又は取り組みの改善を図る。
(Ⅰ-1-01)

必要に応じて新入生の学力調査を進め、
教育内容と方法の改善に取り組む。
(Ⅰ-1-02)

[学士課程における目標]
①学生には、大学における学習に取り組むにあたっての明確な目的意識と勉学への動機付けを身に付けさせる。
②工学の基礎に関する体系的な教育を行い、自主的に学習を継続することのできる能力を養う。
③専門分野に関する体系的な教育を行い、課題探究と問題解決にあたって、自分の専門分野に関する知識を的確に応用することのできる能力を養う。
④自分の専門分野において情報技術を駆使することのできる能力を養う。
⑤幅広い視野と教養、国際的に通用するコミュニケーション能力、自分の専門分野の技術が社会に及ぼす影響とその責任を自覚することのできる能力を養う。
⑥国際的に通用する水準の技術者教育を行い、卒業生については、国際的に通用する技術者としての品質（専門知識と技術水準）を保証する。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　①教育の成果に関する目標

①新入生を対象としたガイダンス、導入教育
科目（入門科目）、少人数演習科目（少人数セ
ミナ）の実施、また、上級学年の学生を対象と
したプロジェクト演習型科目、専門概論科目等
の実施を通して、大学における勉学に取り組
む上での明確な目的意識と動機付けを身に
付けさせる。

　工学部では、各学科とも新入生ガイダンスにおいて「ものづくり」における基礎科目
の位置付けなどを解説した。また専門導入科目の中で現在の先端技術における「創
造性」と技術革新の具体的な例の紹介によって動機付けを行った。さらに、学生自身
に問題提起を促すような「自由研究」や「プロジェクト型実習」科目を充実させ、本取り
組みの改善を図った。　現代GPの一環としてスタートした「サイエンス工房」に関して
は平成１８年度の評価結果を基に、受講希望の偏りを減らすための対策を講じるな
ど、改善を実施した。
　情報工学部では、導入教育科目や少人数演習科目、プロジェクト演習型科目、専
門概論科目等による、勉学への明確な目的意識と動機付けを更に向上させる方法に
ついて、学生や教員からのフィードバック意見を参考にして改善を進めた。平成１９年
度は電子、機械の１年次を対象に、物理補習の講義を実施した。また数学、物理、英
語、情報等のリメディアル教育の充実を図る方策について検討を進めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②数学、自然科学、情報技術等の工学基礎
に関する教育の充実、内容の精選、体系化を
図るとともに、工学基礎に関する実験科目、演
習科目を強化し、それを補佐するTAを重点的
に配置する。

　工学部では、新入生を対象に基礎学力把握テストを実施し、その結果から授業内
容の検討を行った。また、情報教育に関しては、高校での必修科目「情報」の履修状
況と理解度の調査を行い、その結果に基づいて教育内容と教育方法の改善につい
て検討を行った。TAに関しては重点的に配置されているものの、各学科でTAを必要
としているすべての科目に十分なTAを配置できていないことから、今後TAの十分な
配置が必要であることを確認した。
　情報工学部では、平成１９年度から変更のあったカリキュラムを含め、工学基礎科目
の実施形態、教育内容、科目間の関係を再検討し、必要に応じて修正した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

必要に応じて専門科目の体系化と指導体
制を強化し、専門知識を課題探求・問題解
決に応用する能力を持たせたPBL教育を
充実させる。
(Ⅰ-1-03)

状況に応じて、指導環境の充実を図り、ソ
フト面の充実化など、上級年次の専門科目
の充実・強化を図る。
(Ⅰ-1-04)

③専門分野の教育内容の充実、精選、体系
化を図るとともに、講義科目に並行して開設さ
れる専門実験科目、専門演習科目、プロジェ
クト演習型科目、卒業研究等の教育内容と指
導体制を充実・強化し、専門分野に関する知
識を課題探究と問題解決に応用する能力を養
う。

　工学部では、大学院との連携を図るため、大学院入門科目の設置を検討し、平成
20年度からの導入を決定した。演習型、プロジェクト型科目を充実させることで、専門
分野に関する知識を課題探求や問題解決に応用させる能力を育てるよう努めた。さら
に、平成20年度の改組に向けて各学科でのカリキュラムの見直しを実施し、教育内容
の充実と精選を図った。
　情報工学部では、現代GP等の学外講師を含めた集中講義的なPBL教育を企画実
施した。また、各学科の教育科目の中でも複数の学年で計画的なPBL教育を実施し
（例えば、知能：知能情報工学実験演習Ⅲ、システム創成：創作プロジェクト、生命：ラ
イフサイエンス実験、機械：PBL３、電子：電子情報セミナー２など）、それらにおける
機材、テーマ設定、評価方法等の改善を図った。
　また、これらに関する教育内容と指導体制を、数年間継続して強化・改善し、充実し
た。
　以上のことから、大学として年度計画を上回って実施している。

④専門分野に情報技術を駆使する能力を養う
ために、情報基礎科目の教育を一層強化する
とともに、情報技術に関わる上級年次の専門
科目を充実・強化し、また、学生が情報処理技
術に関する自主的学習に取り組むことのでき
る教育環境を整備する。

　工学部では、現行科目の充実、平成20年度改組に伴う新規科目設置、廃止につい
て検討を行った。また、情報技術に不可欠なC言語の教育を充実させるため、「プログ
ラミング技法」を設置した。総合教育棟の完成により、コンピュータ利用環境が充実し
つつあるが、既存の建物ではまだネットワークへのアクセスが不十分な教室もあり、時
間割編成上の制約条件になっており、計画的にネットワーク利用環境の充実が必要
であることを確認した。
　情報工学部では、主に低学年次用の端末整備などハード的な教育環境整備を
行った。また、ソフト面の充実化を図り、上級年次の専門科目の充実・強化を図った。
具体的には、アプリケーションソフトウェアの充実化を行い、学生に対して情報関係の
資格試験取得を奨励した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

人文社会系科目及び第二外国語を充実さ
せ、TOEICに向けた英語自習環境システ
ムを整備し、TOEICの活用を一層進める。
(Ⅰ-1-05)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-06)

⑤－１）人文社会系の授業科目及び英語と第
二外国語の授業科目の内容の充実、精選、強
化を図り、学生に幅広い国際的視野と教養を
身に付けさせる。特に、英語によるコミュニ
ケーション能力の強化策に関連して、学外試
験制度の英語教育への導入について検討す
る。

　工学部では、必修英語科目を強化するだけでなく、さらに全学年を対象とした選択
科目「中級英語」を平成20年度入学生より導入することを決定するとともに、TOEICス
コアを英語科目の単位に振り替える制度をスタートさせた。また、韓国語を選択科目と
して新たに導入し、平成20年度の改組に伴って、英語必修科目（２年次まで拡大）の
強化を図った。さらに、各学科において、専門英語を導入したり、TOEIC受験を推奨
または義務化するなどを行った。
　情報工学部では、TOEICの受験を学生全員に課すことにした。また、TOEICの得点
に応じて習熟度別にクラス分けをするための履修制度を立案し、実施に向け教育委
員会で検討した。人文社会科目に関しては、入門科目における受講者数のばらつき
を解消し、均等化した。また、一年次は「入門」、二年次は「応用」、三年次は「発展」と
いうような、個々の科目での一連の有機的なつながりを考慮した学習内容にすべ く、
授業内容の改善を行った。第二外国語に関しては、「言葉と文化I」の期末評価の方
法を、これまでの期末レポートから期末試験に変更した。これによって、一つの文化
圏についてのレポート課題を提出させるのではなく、三つの文化圏全てを学ばせた
上で、その知識を確認できるようにした。また、「中国語I」、「中国語II」の科目にそれ
ぞれ１クラス増やした。これによって、各クラスの受講者数の適正化を図った。英語に
関する選択科目については、既存の11コマから15コマとして、4コマ増設した。また、
選択科目の分野別の整理、内容の充実について推進した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

⑤－２）専門教育の学習課程に、日本語によ
る論理的な記述能力、口頭発表の能力、討論
等のコミュニケーション能力等の強化に関わる
授業科目を開設する。また、専門分野の技術
が社会と自然に及ぼす影響を理解し、技術者
として社会に対する責任を自覚する能力 (技
術者倫理) に関する科目を開設する。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　表現能力やコミュニケーション能力を養成する科目及び技術者倫理を涵養する科
目は、工学部及び情報工学部において既に開講・実施している。
　特に、工学部では、問題解決能力、創造的思考力を養い、ディスカッション又はプ
レゼンテーションを通じて批判的思考能力と日本語による表現能力を高める目的で、
新たに平成21年度より「リレーセミナー」を選択科目として開講することを決定した。既
にプレゼンテーション科目を設置しているコースはその内容を充実させ、まだ未設置
であったコースでも平成19年度新たに設置を行い、プレゼンテーション能力の向上、
さらには、コミュニケーション能力の強化を図った。
　情報工学部では、各学科ごとに、「日本語表現技法」等の、コミュニケーション強化
に関わる授業科目を開設している。また、「技術者倫理」等の科目を開設し、専門分
野の技術が社会と自然に及ぼす影響を理解し、技術者として社会に対する責任を自
覚する能力 (技術者倫理) に関する科目を開講・実施した。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

I-1-29にまとめて記載。
(Ⅰ-1-07)

⑥国際的に通用する水準の技術者教育の教
育課程を整備し、また、教育内容や教育環境
を点検して継続的に改善するためのシステム
を整備し、卒業生を「国際的に通用する技術
者」として社会に出せる教育体制を整備する。

　工学部では、平成20年度の改組に向けて、国際的に通用する技術者育成を目指し
たカリキュラムの検討を行い、GPAの導入、修了（卒業）要件の見直し、年間履修登録
上限単位数の見直しなどを行った。
　情報工学部では、全学科が国際的に通用する技術者教育を保証するJABEE認定
をすでに受けており、その中には成績評価や進級要件・修了要件の整備も含まれて
いる。国際性に係るGPAについては、成績評価の基準が検討できるように教務情報
で一覧集計が閲覧可能となる環境を整えた。また英語能力向上への教育効果を知る
指標として活用できるように学生にはTOEIC受験を義務付けた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

部局の実情に応じて、複数教員による指導
などの研究指導体制の検討、充実、改善
を図る。
(Ⅰ-1-08)

インターンシップや産学連携プロジェクトな
ど、それぞれの部局に則した社会実践型
教育を推進・改善する。
(Ⅰ-1-09)

[大学院課程における目標]
①大学院の教育課程と研究指導体制を充実・強化することにより、自立して研究及び技術開発に従事することのできる能力を養う。
②高度な知的資源を創出することのできる能力を養う。
③学位授与に関する社会への説明責任を果たす。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　①教育の成果に関する目標

①－１）自立して研究及び技術開発に従事す
ることのできる能力を養うため、大学院の教育
課程の開設科目の充実、内容の精選、体系化
を図り、併せて、指導教育職員による研究指
導体制の強化を図る。

　工学研究科では、複数教員の指導体制を整え、学部との一貫教育を意識したカリ
キュラムを作成した。
　情報工学研究科では、副指導教員制度が２年目を迎え、平成１９年度については、
１～２年次の２学年にわたって順調に研究開発計画書が実施され、順調に進行した。
　生命体工学研究科では、主指導教員と副指導教員からなる指導組織が発足した。
脳情報専攻の大学院ＧＰにおいて、「出稽古」型の複数教員指導システムが実施さ
れ、生体機能専攻の大学院ＧＰ「グローバル研究マインド強化教育プログラム」におい
ても同システムが水平展開された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－２）産学連携によるプロジェクト研究の推
進、インターンシップの活用等により、現実の
社会のニーズに密着した教育と研究指導の充
実・強化を図る。

　工学研究科では、インターンシップについての調査を行い、改めて認識を図り、各
専攻に産学融合のより一層の推進を促した。
　情報工学研究科では、平成１８年度に発足したキャリアセンターは、本格的に活動
を進めており、インターンシップの斡旋を充実させた。文部科学省の平成１９年度特
別教育研究経費「再チャレンジ支援経費」に採択された２つのプログラムでは企業の
専門家も含めた講師陣により、社会のニーズに密着した実践的な講義を実施した。
　生命体工学研究科では、インターンシップに単位が与えられており、順調に実施さ
れた。また、北九州学術研究都市において、「カーエレクトロニクス設計開発中核人
材育成事業」及び「アジア人材資金構想」がそれぞれ採択されたことにより、社会実
践型教育を推進する準備ができた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

I-1-11にまとめて記載。
(Ⅰ-1-10)

より高い知的資源の創出能力の涵養を図
るため、北九州学術研究都市、学外、海外
等の教育研究機関との多様な連携を更に
推進し、評価する。
(Ⅰ-1-11)

①－３）他大学院・他研究科との単位互換、遠
隔教育等を積極的に実施する。

（Ⅰ-1-11より）
　工学研究科では、学外又は海外の教育・研究機関との連携により、単位認定の制
度を導入した。また、釜山大学との修士論文の合同発表会を隔年で日本と韓国で開
催した。
　情報工学研究科では、平成１８年度文部科学省の施策に採用された「次世代情報
化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」が、九州大学との単位互換等の
連携を含め、着実に実施した。
　生命体工学研究科では、北九州学術研究都市内での単位互換制度の見直しを毎
年行っており、順調に実施した。また、韓国浦項工科大学との合同ワークショップが開
催され、両大学学生間の交流を深めた。ロレーヌ工科大学（フランス）との間で、ダブ
ルディグリー協定が締結され、平成１９年度後期より１名の留学生を受入れた。また、
「カーエレクトロニクス設計開発中核人材育成事業」及び「アジア人材資金構想」に関
する３大学間の連携科目について実施のための準備を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②－１）高度な知的資源を創出することのでき
る能力の涵養を目的として、学外の教育機関
や研究機関との連携等による大学院教育の多
様化と高度化を図る。

　工学研究科では、学外又は海外の教育・研究機関との連携により、単位認定の制
度を導入した。また、釜山大学との修士論文の合同発表会を隔年で日本と韓国で開
催した。
　情報工学研究科では、平成１８年度文部科学省の施策に採用された「次世代情報
化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム」が、九州大学との単位互換等の
連携を含め、着実に実施した。
　生命体工学研究科では、北九州学術研究都市内での単位互換制度の見直しを毎
年行っており、順調に実施した。また、韓国浦項工科大学との合同ワークショップが開
催され、両大学学生間の交流を深めた。ロレーヌ工科大学（フランス）との間で、ダブ
ルディグリー協定が締結され、平成１９年度後期より１名の留学生を受入れた。また、
「カーエレクトロニクス設計開発中核人材育成事業」及び「アジア人材資金構想」に関
する３大学間の連携科目について実施のための準備を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

学生の学会発表に関する調査を行い公表
し、発表のための学内支援の検討を進め
る。
(Ⅰ-1-12)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-13)

研究指導体制の強化については、I-1-08
にまとめて記載。また、社会人プログラムを
充実させる。
(Ⅰ-1-14)

学外有識者を加えた学位論文審査の展開
を図り、実績を公表する。
(Ⅰ-1-15)

②－２）大学院生が国際学会や国内の学会で
研究発表を行うことを奨励し、発表件数等を公
表する。また、研究発表に関して大学院生を
経済的に支援するための方策を大学として検
討する。

　大学院生の研究及び成果を、学生自らが国内及び海外の学会の場において発表
することを奨励するため、経済的支援措置として「博士後期課程学生のための研究支
援経費」を設定し、競争的応募制度として研究費、旅費について一人につき５０万円
を限度として支援した。
　工学研究科では、大学院生の学会発表に関する調査を行い、学会発表の原則的
な義務化についての検討を行った。その結果、対外発表や研究交流を通じた教育は
促進するが、学会発表を義務付けることは弊害も多いため、義務化とはしないこととし
た。
　情報工学研究科では、大学院生の学会発表に対する全学的な支援制度はこれま
でのように継続され、円滑に実施した。大学評価室が主宰する全学教員評価データ
ベースに大学院生の研究発表に関するデータも各教員から同時に入力した。
　生命体工学研究科では、学生の学会発表を経済的に支援する制度を引き続き実
施した。平成１８年度の学生の学会発表の状況分析に基づき、支援を従来の年１回
から、国内と国外のそれぞれ１回、計２回まで拡大し充実させた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③－１）学位授与の基準を公表し、学位論文
の発表会を原則公開する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　全学において、原則的に学位論文の発表会又は公聴会が公開されている。
　工学研究科では、学位授与基準に関しては、平成１８年度より既にWeb上で公開を
行い、論文公聴会を公開した。
　情報工学研究科では、設定されている学位授与基準を平成１８年度から既にＷｅｂ
上で公開し、周知した。
　生命体工学研究科では、学位論文発表会を公開した。また、学位審査基準の骨子
を、Web上で公開した。

③－２）指導教育職員による研究指導体制を
強化することにより、博士後期課程の学位授
与率の向上を図る。

　工学研究科では、複数指導教員による研究指導体制を整え、主指導教員が「教育
研究活動報告書」を提出することとした。また、社会人学生が無理なく修了できるよう
「長期履修制度」を導入した。
　情報工学研究科では、教員グループによる集団指導体制は博士前期課程につい
てほぼ確立しており、学年進行に伴って平成２０年度から博士後期課程に進行させる
準備を行った。昨年度３年間で学位を取得できなかったケースについて、指導教員と
在学中の学生本人にその理由等についてアンケートを取り、改善を検討した。
　生命体工学研究科では、平成１８年度に主指導教員と副指導教員からなる指導組
織を作ることを決定し、平成１９年度から指導体制を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③－３）博士後期課程の学位論文の審査に、
学外の有識者を積極的に加える。

　全学教育委員会で、博士後期課程の学位論文の審査委員に学外の有識者を含め
るための予算措置を実施しており、それぞれの研究科では、周知し、審査員としてふ
さわしい学外者がいる学位論文に対して、学外審査員として加え、計画を継続して実
施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-16)

キャンパスの教務情報システムの状況に応
じて学生の追跡調査が可能な態勢を整備
する。
(Ⅰ-1-17)

[アドミッション・ポリシーに関する目標]
①「大学の基本的な目標」を踏まえ、各学部・研究科が求める学生像（アドミッション・ポリシー）を明確に策定し、公表するとともに、そのポリシーに合致する志望学生を集める
ための方策を講じる。
②多用な能力、資質、適性を持った受験生を多元的に評価し受入れるために、入学者選抜方法の改善に努める。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　②教育内容等に関する目標

①各学部・研究科のアドミッション・ポリシーを
明確に設定し、その公表と周知徹底を図るとと
もに、オープンキャンパス、出前講義、進学説
明会等による高等学校、高等専門学校等との
連携と情報提供の強化を図る。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　すでに設定され公表されているアドミッションポリシーの基盤となる人材育成目的と
目標を、全学部及び研究科に亘って改めて明確化し、学則に定めた。
　また、平成19年8月9日～10日にオープンキャンパスを実施するとともに、出前講
義、進学説明会等により、高等学校、高等専門学校等との連携と情報の提供を強化
した。
　特に工学部では、平成20年4月の工学部改組に当たり、「教育方針及び受入方針」
を見直し、パンフレット、ビデオの作成及びホームページにより情報提供の強化を
図った。
　情報工学部では、アドミッションポリシーを明確に設定し、募集要項に明記した。
　情報工学研究科では、アドミッションポリシーを平成18年度までに明確に設定し、継
続的に公表した。
　生命体工学研究科では、平成19年度も九州、中国、四国及び関西の高等専門学
校を訪問し連携を図り、アドミッションポリシーの広報・周知に努めた。

②－１）学士課程においては、入学者選抜方
法の改善を図るため、長期間にわたる受験生
の入学試験成績情報、入学後の学生の成績
情報(成績の推移情報)、卒業後の進路等に関
する情報を網羅するデータベースシステムを
構築して、入試データの追跡調査を行い、追
跡調査結果のデータに基づいた入学者選抜
方法の改善に取り組む。

　全学生の経年の入試データ及び入学前の関連データはCSV形式で確保されてお
り、卒業後の就職に関する経年データも確保した。学生募集WGを組織し、平成19年
度に拡張して実施した高校訪問、大学説明会等の地域別、高校別データと平成20年
度の入学志願者状況との関係の分析を開始し、学生募集活動戦略に備えるなど、入
学者選抜方法の改善に取り組んだ。
　また従来から全学の入学後の学生の経年成績情報は、各学部の教務情報システム
内にデータとして保存されており、学生の自己学習管理や、教育改善委員会組織や
指導教員による強力なシステマティック・ツールとして利用した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

再チャレンジ支援プログラムを公開周知さ
せて実施し、社会人学生の受入れにつな
がる産学連携の取り組みを一層推進する。
また、国際的大学連携を発展させる。
(Ⅰ-1-18)

②－２）大学院課程においては、産学連携に
基づく関連企業からの社会人学生の受入れ、
大学間交流協定の締結校からの留学生の受
入れ等を促進する。

　社会人学生の受入れを促進する、社会人の学び直し支援プログラム５件が、平成１
９年度に文部科学省の「再チャレンジ支援経費」に採択され、社会人就学者のための
特別授業料免除の特典を措置した社会人受入れを開始した。
　工学研究科では、平成1８年度に「工学研究科社会人プログラム」が、平成１９年度
には「社会人修学支援講座」がスタートし、新しい大学院教育プログラムとして充実さ
せることができた。また、平成２０年度の改組に向けて、工学英語習熟にも配慮した授
業科目を設置するなど、工学英語を必要とするアジア留学生等の受入れにも活用が
期待できるよう準備を整えた。
　情報工学研究科では、「再チャレンジ支援経費」に採択された「社会人ＩＴ技術者リ
バイタライゼーション」と「社会人の製造業に関する「学び直し」支援プログラム」に社
会人を受入れる体制を整え、前期・後期において募集し、受入れを行った。またイン
ドのSRM大学、中国の西安交通大学、西安電子科学大学、長安大学等を訪問し、留
学生受入れのための協議を実施した。
　生命体工学研究科では、ヒューマンＩＴ開発センターと協力して、産業と人との関わり
をビジネスの観点からとらえ教育する「社会人の学び直し支援プログラム」が立ち上
がった。また、「アジア人材資金構想」により２名の国費留学生枠が割り当てられた。
更に、フランスのロレーヌ工科大学との間で、ダブルディグリー協定を締結した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

検討を進めている大学院の学習・教育目
標を明確化し設定・公表する。
(Ⅰ-1-19)

[教育課程に関する目標]
①「教育の成果に関する目標」を踏まえて、各学科・専攻の学習・教育目標を明確に設定し、公開し、学生及び教育職員に周知させる。
②設定された学習・教育目標を達成するための体系的な教育課程を整備する。
③教育課程と教育システムは、「国際的に通用する技術者教育」に求められる要求基準を踏まえて設計する。
④各々の開設科目について、教育課程におけるその位置付け、教育上の達成目標（学習・教育目標との関連）、成績評価の方法と評価基準（合格のための要件）を明確に
設定し、公開し、学生及び教育職員に周知させる。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　②教育内容等に関する目標

①－１）各学部、学科及び各研究科、専攻の
学習・教育目標を明確にし、学生及び教育職
員に周知徹底させる。

　全学部・研究科において人材育成目的と目標を明らかに定めており、平成１９年度
それぞれ学則に設定した。それらの下に掲げられている学習・教育目標はほとんどの
学科・専攻で設定され公表しているが、その周知の現状に関して、次のように進め
た。
　工学部では、自己評価シートを用いた指導教員による面談を通じて、設定されてい
る学習・教育目標の周知度を調査し、平成２０年１月の教務委員会においてその集計
結果が報告された。
　情報工学部では、平成１８年度同様、年度始めのガイダンスで、全学科の１～４年
次の学生に、各学科の学習・教育目標を周知した。１年生や編入生には名刺大の
カードを配付した。教員にはJABEEマニュアルをすでに配付しているが、学科会議や
フォーラム等でも周知させ、継続的にWeb上等にも公表した。
　工学研究科では、これまでに作成してきた系統図に、さらに各専攻の詳細な教育理
念、専門技術者像を盛り込むと同時に、学部教育との関連性についても明確にした。
このような系統図を基盤とした学習・教育目標を的確に学生、職員に周知させ、学生
便覧やWeb上で公表した。
　情報工学研究科では、コース／モジュール制について、学生と職員に周知するた
めの冊子も配付し、平成１９年度から実施し始めた。また本プログラムは、文部科学省
の大学院GPに採択され予算も獲得でき、当初の計画以上に充実された。学習・教育
目標は既に設定されており、学生便覧やWeb上で公表した。
　生命体工学研究科では、引き続き、入学直後のオリエンテーションにおいて、科目
系統図を配布し科目構成の説明を行った。また、「生体機能概論」及び「脳情報工学
概論」の科目を通して、研究科で行われている研究全般に対する理解を深めさせた。
研究科のホームページにおいて、教育理念・内容についての説明を行い、また、シラ
バスの公開も行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

I-1-19にまとめて記載。
(Ⅰ-1-20)

①－２）各々の学習・教育目標を公表する。 （I-1-19より）
　全学部・研究科において人材育成目的と目標を明らかに定めており、平成１９年度
それぞれ学則に設定した。それらの下に掲げられている学習・教育目標はほとんどの
学科・専攻で設定され公表しているが、その周知の現状に関して、次のように進め
た。
　工学部では、自己評価シートを用いた指導教員による面談を通じて、設定されてい
る学習・教育目標の周知度を調査し、平成２０年１月の教務委員会においてその集計
結果が報告された。
　情報工学部では、平成１８年度同様、年度始めのガイダンスで、全学科の１～４年
次の学生に、各学科の学習・教育目標を周知した。１年生や編入生には名刺大の
カードを配付した。教職員用のJABEEマニュアルはすでに配付しているので、学科会
議やフォーラム等で周知しており、また継続的にWeb上等にも公表した。
　工学研究科では、これまでに作成してきた系統図に、さらに各専攻の詳細な教育理
念、専門技術者像を盛り込むと同時に、学部教育との関連性についても明確にした。
このような系統図を基盤とした学習・教育目標を的確に学生、職員に周知させ、学生
便覧とWeb上で公表した。
　情報工学研究科では、コース／モジュール制について、学生と職員に周知するた
めの冊子も配付し、平成１９年度から実施し始めた。また本プログラムは、文部科学省
の大学院GPに採択され予算も獲得でき、当初の計画以上に充実された。学習・教育
目標は既に設定されており、学生便覧やWeb上で公表した。
　生命体工学研究科では、引き続き、入学直後のオリエンテーションにおいて、科目
系統図を配布し科目構成の説明を行った。また、「生体機能概論」及び「脳情報工学
概論」の科目を通して、研究科で行われている研究全般に対する理解を深めさせた。
研究科のホームページにおいて、教育理念・内容についての説明を行い、また、シラ
バスの公開も行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-21)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-22)

②－１）学習・教育目標を達成できるようにカリ
キュラムを改善・整備する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　各学部・研究科では、学習・教育目標を達成すべくカリキュラムの整備は既になされ
ており、シラバスやホームページ等にも明示した。平成１９年度の各部局における、関
連する改善事項には次のようなものが挙げられる。
　工学部では、平成２０年度開設の新学科（総合システム工学科）において、基礎学
力重視のカリキュラムを企画・策定し、学習意欲を引き出すためにPBL科目の充実を
図った。その他に、平成２０年度からの改組に向けて、必要に応じてカリキュラムの改
善を行った。
　情報工学部では、学習・教育目標に則した、より充実したカリキュラムとするため、改
善・整備した。機械情報工学科では平成２０年度のカリキュラムに向けて、単位数の
見直し、開講年次の見直しが実施された。
　工学研究科では、平成２０年度の改組の趣旨に基づき、各専攻ごとにカリキュラムを
見直し改善を行った。その中で入門科目、工学英語科目を設定した。
　情報工学研究科では、コース／モジュール制の具体化によって対応した。
　生命体工学研究科では、「出稽古修行型」の複数教員指導システムによる教育、生
体機能及び脳情報専攻の大学院ＧＰによるカリキュラム並びに北九州学術研究都市
における「カーエレクトロニクス設計開発中核人材育成事業」、「アジア人材資金構
想」によるカリキュラム等、カリキュラムの改善、整備を着実に行った。

②－２）科目間の関連を明確にし、これらを有
機的に連携させたカリキュラム体系を実現す
る。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　工学部では、専門科目と人間科学科目及び語学科目間の連携を一層高める目的
で、平成21年度よりリレーセミナーを開講することを決定した。
　情報工学部では、科目間の関連を明確にするために、科目系統図を各学科ごとに
作成した。科目の追加・変更に応じて、科目系統図の更新を行なった。
　工学研究科では、平成20年度の改組に合わせて系統図を見直し、改組後の科目
の体系化を行った。共通・専門科目の中で、入門科目、工学英語科目を設定し、これ
らの科目と他の科目との関連を明らかにした。
　情報工学研究科では、コース／モジュール制の具体化によって対応した。
　生命体工学研究科では、引き続き、入学直後のオリエンテーションにおいて、科目
系統図を配布し科目構成の説明を行った。また、「生体機能概論」及び「脳情報工学
概論」という科目を通して、研究科で行われている研究全般に対する理解を深めさせ
た。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

シラバスの公開を完成させる。また、随時
内容の見直しを図る。
(Ⅰ-1-23)

I-1-29にまとめて記載。
(Ⅰ-1-24)

②－３）カリキュラムの設計に基づいて各々の
科目の授業計画書(シラバス)を作成し、公開
する。

　全学部・研究科において、人材育成目的と目標を定めており、それぞれ学則に明
記した。それらの下に掲げられている学習・教育目標は、全学科・専攻で設定・公表
されており、シラバスにおいては科目の位置付けを示した。
　工学部では、平成18年度から引き続き、シラバスのＷｅｂ上での公開を図った。ま
た、平成20年度シラバスの書式の更なる統一化を検討した。
　情報工学部では、既にシラバスをWeb上で公開しており、平成18年度同様、各学科
でカリキュラムの体系化について検討し、それに基づいてシラバスを改訂した。
　工学研究科では、既にシラバスをWeb上に公開している。
　情報工学研究科では、シラバスの開示を行うとともに、毎年度内容の見直しを図っ
た。
　生命体工学研究科では、シラバスの記述様式を統一し、Ｗｅｂ上で公開した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③－１）JABEEが規定する学士課程の「国際
的技術者教育の水準」を満たせるように教育
課程と教育システムの設定に努める。

(I-1-29より）
　工学部では、平成20年度の改組に向けて、国際的に通用する技術者育成を目指し
たカリキュラムの検討を行い、GPAの導入、修了（卒業）要件の見直し、年間履修登録
上限単位数の見直しなどを行った。
　情報工学部では、全学科が国際的に通用する技術者教育を保証するJABEE認定
をすでに受けており、その中には成績評価や進級要件・修了要件の整備も含まれて
いる。国際性に係るGPAについては、成績評価の基準が検討できるように教務情報
で一覧集計が閲覧可能となる環境を整えた。また英語能力向上への教育効果を知る
指標として活用できるように学生にはTOEIC受験を義務付けた。
　工学研究科では、英語を多用する工学英語科目の導入を決定し、平成20年度開
講に向けて準備した。
　情報工学研究科では、大学院入試の口述型選抜でGPAを採用し、また筆記型選抜
において全専門分野で統一した基準でTOEICを取り入れることによって国際性を重
視する姿勢を明示した。
　生命体工学研究科では、GPAを導入した。またTOEICを平成21年度の入試から活
用することを決めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

教育課程を継続的に向上・改善せさる目
的を持つ組織が既に実働している部局は
改善を進め、準備段階にある部局は組織
の立ち上げを具体化する。
(Ⅰ-1-25)

ネットワーク組織が既に実働している部局
は継続して改善活動を進め、計画検討中
の部局は立ち上げを具体化して進める。
(Ⅰ-1-26)

③－２）教育課程を継続的に向上・改善させる
目的をもつ組織を作る。

　工学部全体では、既存の教育等改善会議（副学部長、FD委員長、教務委員長、学
務委員長、学生委員長、事務長から構成）、委員長懇談会を通じて教育課程を継続
的に向上・改善するべく努めた。
　情報工学部では、情報工学部教育委員会を組織し、教育課程内容の検討・改善を
実施した。
　工学研究科においても、既存の教育等改善会議、委員長懇談会を通じて教育課程
を継続的に向上・改善するべく努めた。
　情報工学研究科では、FD委員会がこれまで学部教育の改善を担当する任務を
持っていたことに加え、大学院のFD活動も担当することを平成18年度決定したことに
基づき、平成19年度後期から学生による授業アンケートを導入した。
　生命体工学研究科では、教育改善に関わることについては、学務部会、ＦＤワーキ
ンググループ、専攻会議において継続的に議論した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③－３）カリキュラム体系に準拠して、教育効
果を向上・改善させるための教育職員間の
ネットワークを組織する。

　工学部では、各学科においてJABEE受審に向けた教員組織が形成され、教育改善
の具体的な取り組みが実施された。
　また、工学部・研究科全体では、平成20年度の改組に向けて「教育等改善会議」を
発展・充実させることの検討を行い、「学府・学部教育運営改善会議」（副学部長、FD
委員長、教務委員長、学務委員長、学生委員長、事務長から構成）を発足させる予
定である。
　情報工学部では、教員間ネットワークが機能するように、ＦＤ委員会の下に、数学、
物理、化学、情報、人文、語学の科目担当者会議を位置付け、定期的に会議を開
き、継続的に改善を進めた。
　工学研究科では、平成20年度への新カリキュラム体制をとる専攻もあり、学務委員
会が中心となり、全体との整合性をとりながら構築できるよう整備した。
　情報工学研究科では、教育の改善については学部と共通にFD委員会が担当する
ことを平成18年度決定したことに基づき、平成19年度後期の授業アンケートから具体
的な活動を実施した。
　生命体工学研究科では、学務部会、FDワーキンググループ、専攻会議において、
定常的に教育改善に関する議論がなされた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

数年来実施しているアンケート調査結果を
分析し、カリキュラムの改善に反映させるよ
う検討する。
(Ⅰ-1-27)

I-1-23において実施する。
(Ⅰ-1-28)

③－４）卒業生、修了生及び就職企業先に対
するアンケートを継続的に実施し、カリキュラム
の改善・向上、水準の維持に努める。

　工学部では、実施したアンケート調査結果を参考にしつつ、平成20年度の改組に
向けたカリキュラムの改善を行った。また、卒業生からの意見を在学生に公表すること
で、就職活動に向けた意識の向上を図った。
　情報工学部では、平成18年度同様、卒業生全員にアンケートを実施すると同時に、
調査結果のフィードバックを実施しており、就職斡旋で来学される企業に対してもアン
ケートを実施し、担当者が卒業生の場合は卒業生向けのアンケートに回答してもらっ
た。また、アンケート結果に対する対応も各学科で検討した。さらに、就学への知識と
意識を高める必要性が認識され、キャリア形成概論を開講した。
　工学研究科では、アンケートに基づいてカリキュラムを修正する専攻の案がまとま
り、平成20年度から実施できる体制を検討した。
　情報工学研究科では、卒業生へのアンケートを平成18年度から大学院修了生に拡
大し、データを保存した。今後、その結果によりフィードバック策を検討することとして
いる。
　生命体工学研究科では、引き続き、就職セミナー等で来校した企業の採用担当者
に、アンケートへの記入を依頼し、その結果を、学生の勉学や就職活動の参考となる
ようにしている。また、学校推薦の受入れ企業に対し、その企業に就職した学生につ
いてのアンケートを実施した。これらのアンケートの結果を学生及び教員が見えるＷｅ
ｂ上に掲載した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④－１）教育面における大学の理念に基づい
た教育課程において、各科目の位置付けと学
習・教育目標との関連を明確にする。

(I-1-23より）
　全学部・研究科において、人材育成目的と目標を定めており、それぞれ学則に明
記した。それらの下に掲げられている学習・教育目標は、全学科・専攻で設定・公表
されており、シラバスにおいては科目の位置付けを示した。
　工学部では、平成18年度から引き続き、シラバスのＷｅｂ上での公開を図った。ま
た、平成20年度シラバスの書式の更なる統一化を検討した。
　情報工学部では、既にシラバスをWeb上で公開しており、平成18年度同様、各学科
でカリキュラムの体系化について検討し、それに基づいてシラバスを改訂した。
　工学研究科では、既にシラバスをWeb上に公開した。
　情報工学研究科では、シラバスの開示を行うとともに、毎年度内容の見直しを図っ
た。
　生命体工学研究科では、シラバスの記述様式を統一し、Ｗｅｂ上で公開した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

国際性に係るGPAとTOEIC能力について
は、引き続き検討する。
(Ⅰ-1-29)

④－２）「国際的に通用する技術者」としての
社会からの品質保証の要求を満たすように、
成績評価の基準の設定、進級要件と修了要
件の設定を適切に行う。

　工学部では、平成20年度の改組に向けて、国際的に通用する技術者育成を目指し
たカリキュラムの検討を行い、GPAの導入、修了（卒業）要件の見直し、年間履修登録
上限単位数の見直しなどを行った。
　情報工学部では、全学科が国際的に通用する技術者教育を保証するJABEE認定
をすでに受けており、その中には成績評価や進級要件・修了要件の整備も含まれて
いる。国際性に係るGPAについては、成績評価の基準が検討できるように教務情報
で一覧集計が閲覧可能となる環境を整えた。また英語能力向上への教育効果を知る
指標として活用できるように学生にはTOEIC受験を義務付けた。
　工学研究科では、英語を多用する工学英語科目の導入を決定し、平成20年度開
講に向けて準備した。
　情報工学研究科では、大学院入試の口述型選抜でGPAを採用し、また筆記型選抜
において全専門分野で統一した基準でTOEICを取り入れることによって国際性を重
視する姿勢を明示した。
　生命体工学研究科では、GPAを導入した。またTOEICを平成21年度の入試から活
用することを決めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-30)

[教育方法に関する目標]
①各々の授業科目の特性や教育目的に応じて、多用な形態の授業科目を適切に開設する。
②学生自身に「学習・教育目標に対する自分自身の達成度」を点検させ、その結果を学習に反映させるメカニズムを整備する。
③学生の自主的学習を補助するための情報機器やソフトウェアを整備する。また、指導教育職員や各々の科目の担当教育職員による学習相談や助言を実施するための体
制を整備する。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　②教育内容等に関する目標

①各々の授業科目の特性や教育目的に応じ
て、少人数教育、習熟度別クラスの編成PBL
（problem based learning）型の実験科目や演
習科目、ネットワークを用いた双方向型教育、
クォーター制の開講科目等、多様な形態の授
業科目を適切に開設する。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　工学部では、問題解決能力及び表現力養成を主眼とした「リレーセミナー」を新た
に選択科目として平成21年度より開講することを決定した。既設のPBL科目について
は問題なく実施した。また、平成20年度に新設される学科においては、PBL重視型の
カリキュラムを検討した。
　情報工学部では、各学科ごとに、PBL科目や演習科目を実施した。また新たに多様
な形態の授業科目の開設について検討を進めた。機械情報工学科では、「CADとデ
ザインI」と「生産加工実習」の科目間で、クォーター制の授業形態での授業を試行し
た。
　工学研究科では、これまでに作成してきた系統図に、さらに各専攻の詳細な教育理
念、専門技術者像を盛り込むと同時に、学部教育との関連性についても明確にした。
このような系統図を活用することで、学習・教育目標を、より的確に学生、職員に周知
徹底させることができた。
　情報工学研究科では、平成18年度の計画に基づき、「次世代情報化社会を牽引す
るICTアーキテクト育成プログラム」でPBLを実施している。コース／モジュール制の下
でクォーター制の科目を増加させた。
　生命体工学研究科では、クォーター制を実施している(脳情報専攻）。また、教育に
双方向型講義支援システムIT's classを導入している。大学院GPでは、マンツーマン
教育である「出稽古修行型」教育や、学生がコラボレーショングループを形成して実
施する「英語漬けPBLプログラム」など、多彩な形態の教育を実施した。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

必要に応じて教務情報システム、学習成果
自己評価シート、GPA等の評価システムの
活用法について検討を進め改善する。
(Ⅰ-1-31)

この項については、項目I 1 (3) B ②（I-1-
42）にまとめて記載。
(Ⅰ-1-32)

③自主的学習を補助するシステムの整備に
は、e-ラーニング事業推進室の支援を受けつ
つ担当組織が責任を持って対応する。

（Ⅰ-1-42より）
　e-ラーニング事業推進室の支援を受けて活用されているＶＯＤ（Video On Demand）
について宣伝用ポスターの掲示、ホームページ及びグループウェア等を通じて利用
の促進を図るとともに視聴タイトルを充実させた。
　また、英語力を高め国際的に通用する人材を育成するため、ＴＯＥＩＣ及びＴＯＥＦＬ
用の学習資料（ＤＶＤ付き教材等）の整備を図った。
　若松キャンパスでは、教員と受講者の授業コミュニケーションのために、双方向型講
義支援システムIT's classが稼働している。

②学生自身に「学習・教育目標に対する自分
自身の達成度」を点検させるため、学生用の
教務情報システムに必要な点検用データが表
示されるようにする。

　工学部では、平成19年度よりGPAを本格導入し、オリエンテーション時、指導教員と
の面談時を通じて、GPA制度の周知を図るとともに、平成20年度に向けてGPAを活用
した教育指導（コース割振り、大学院入門科目受講資格）及びGPA制度の改善につ
いて検討を行った。また、教務情報システムと学習成果自己評価シートとを透過的に
連携させるため、平成21年度に向けてシステムの改善を検討していく予定である。
　情報工学部では平成19年度に、学生自身による自己評価シートの実績が評価さ
れ、特色GPに採択された。この中で、学生自身に「学習・教育目標に対する自分自
身の達成度」を点検させるために、ホームページや教務情報システムから自己評価
シートをダウンロードして記入できる電子版ポートフォリオの構築作業を進めている
が、この活用法についてさらに各学科で議論を進めた。
　工学研究科では、大学院入門科目の受講条件の判定に、教務情報システムに表
示される学部GPAの値を使用することにより、計算された大学院GPAの活用法を種々
の側面から検討することとした。
　情報工学研究科では、教務情報システムの機能をすでに大幅に改善し、単位取得
状況やGPAを学生自身も確認できるよう継続的に開示した。また研究開発報告書に
ついては主指導教員のみならず副指導教員の評価も学生にフィードバックするシス
テムにした。
　生命体工学研究科では、GPAを導入し、GPAも含んだ単位取得状況を、学生が教
務情報システムにより迅速に把握できるようになった。現在GPAを有効に活用する方
法について検討中である。学位論文の中間発表を行い、主・副指導教員による評価
を学生に示すことにより、学生が自分の研究の進捗状況を把握することができる制度
を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-33)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-34)

[成績評価に関する目標]
①各々の授業科目について、成績評価の方法と成績評価の基準を明確に設定し、公開し、その方法と基準に従って実際の成績評価を行い、成績評価の透明性を確保す
る。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　②教育内容等に関する目標

①－１）各々の授業科目の成績評価の方法と
成績評価の基準 (学習・教育目標の達成度を
判定する基準及び合格の基準)は、公表され
るシラバスに明確な形で記載する。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　工学部では、成績評価の方法及び成績評価の基準の公表は既に達成された。シラ
バス全体の記載方法の更なる統一化の過程で、各科目ごとに成績評価方法と基準の
点検を行った。
　情報工学部では、各学科の授業科目の成績評価の方法と基準は、シラバスに明確
な形で記載し、適宜更新を行った。
　工学研究科では、平成19年度から合格した科目の成績評価に、可、良、優に加え
て「秀」（９０点以上）を加えた５段階評価を実施した。 成績評価に当たり、出席状況、
講義における質疑応答、プレゼンテーション、レポート、日常テスト、中間試験、期末
試験等から複数の方法を用いて総合的に評価することを各講義シラバスに明記し
た。
　情報工学研究科では、シラバスに成績評価の方法と基準については、平成18年度
から引き続き継続的に記載した。
　生命体工学研究科では、シラバスに成績評価の方法を記載することを徹底し、成績
評価の厳格化を進めた。また、GPAを導入した。

①－２）期末試験等による成績評価は、試験
等の実施後、なるべく早く学生に対してフィー
ドバックする。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　工学部では、期末試験終了後の学生への成績の迅速なフィードバックについて大
幅な改善が達成されており、定着してきた。今後は、教務情報システムのユーザビリ
ティの改善が必要であることを確認した。
　情報工学部では、期末試験等による成績評価は、試験等の実施後、各教員の採点
結果を教務情報システムを通じて即座にフィードバックできる体制を整えた。
　工学研究科では、すでに成績の電算化システムは完成し、順調に稼働している。
　情報工学研究科では、成績報告のシステム設定は平成18年度で完了した。具体的
な運用状況をチェックし、科目担当教員に改善を要請するというフィードバック活動に
ついての検証など、不足のものがあれば、今後検討することとした。
　生命体工学研究科では、教員が試験の成績を手元のパソコンから入力できるように
なり、成績評価のフィードバックは問題なく迅速に行われた。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

大学院について継続して成績資料の保管
管理を推進する。
(Ⅰ-1-35)

①－３）各々の授業科目の試験問題及びその
答案、レポート課題及び提出レポート等、成績
評価に用いられた資料は、整理して一定期間
保存し、必要に応じて成績評価の妥当性を検
証するための資料として利用出来るようにす
る。

　工学部では、各学科の実状に応じた保存方法を検討し、必要に応じて成績評価の
妥当性を検証できる資料として活用できるようにした。
　情報工学部では、各々の授業科目の試験問題及びその答案、レポート課題並びに
提出レポート等、成績評価に用いられた資料は、整理して一定期間保存し、必要に
応じて成績評価の妥当性を検証するための資料として利用できるようにした。
　工学研究科では、試験時期に合わせて、成績評価資料の保管について再度周知
徹底した。
　情報工学研究科では、試験問題や答案、レポート課題、提出レポート等の保存を各
科目の担当教員に依頼しており、各専門分野等での組織的な保管管理について検
討した。
　生命体工学研究科では、成績資料の保存に努めるよう全教員に指示をした。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

部局の実情に応じて、改組を検討中の組
織は教育目標に沿って人材配置の検討を
進める。
(Ⅰ-1-36)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-37)

各部局において開始した、指導教育職員
グループによるきめ細かな教育・研究指導
を継続して実施し、改善のためその効果を
検証する。
(Ⅰ-1-38)

[教育の質を保証する体制に関する目標]
①入学から卒業・終了までの教育の質を保証する体制を各学科・専攻に整備する。
②学習・教育目標を達成させるための能力を持った十分な数の教育職員を確保することを最優先課題として、各学部・研究科の教育職員採用人事を行う。
③各々の授業科目の特性や教育目的に応じて、授業を補佐する技術職員とＴＡを重点的かつ適切に配置する。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　③教育の実施体制等に関する目標

①－１）学習・教育目標に合致した人材を育成
するため、教職員の適切な配置を図る。

　平成19年度に採択された特色ＧＰ、大学院GP等において人材支援を引き続き行っ
た。また、学部及び研究科の人材養成・教育目的と目標を明確にした上で、教育組
織と研究組織を分離する改組計画を決定した。
　工学部・研究科では、改組計画に基づき、専攻横断的な教育体制となる人材配置
を行った。
　情報工学部・研究科では、学部将来構想検討委員会で教員の適切な配置につい
て検討し、その検討結果に基づき教員の配置を実施した。
　生命体工学研究科では、先端エコフィッティング技術研究開発センターとの連携強
化を図り、人事配置を含めた教育分野の充実を検討した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－２）１～３年次生に対するグループ担任制
を採用し、学生の指導強化を図るとともに、各
学年に学年主任をおいて学生指導のための
連携強化を図る。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　工学部では、学生指導システムは順調に機能している。今後は、成績不振学生を
指導教員へ通達する自動化システムの導入が必要であることを確認した。各学科ごと
に、１～３年次の学生に対するグループ担任制を採用し、学生の指導強化を図るとと
もに、各学年に学年主任をおいて学生指導のための連携強化を図った。

①－３）指導教育職員グループによるきめ細か
な教育・研究指導を行う。

　工学研究科では、複数指導教員による研究指導体制を整え、所定の報告書を用い
て、該当教員に報告書の提出を依頼し、報告書の提出状況に応じ、該当教員に指導
状況を確認した。
　情報工学研究科では、平成１８年度に導入した博士前期課程の副指導教員と研究
開発報告書の制度を継続し、１～２年次の両年次の学生に広げ、初の修了生を送り
出した。
　生命体工学研究科では、指導教員・副指導教員からなるグループを発足させ、副
指導教員も中間発表会において研究方針・研究内容について学生に指導を行った。
また、学生は与えられた意見・助言に回答を付け加えて文書としてまとめ指導教員と
副指導教員に提出するという制度を開始した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

これまで各部局で実施した方法の見直し、
評価の結果を検討し、問題があれば提起
する。
(Ⅰ-1-39)

TAの活用において質的な面における検討
を行い、更なる充実と改善を図る。
(Ⅰ-1-40)

③授業を補佐するTAの配置 (そのための予算
の確保) には、担当組織が責任を持って対応
する。

　工学部では、平成17、 18年度とTA経費が増額され、TA制度の充実が図られてきて
いるが、演習を伴うような授業科目では必ずしも現状のTA配置数で十分とは言えず、
平成21年度のカリキュラム検討に向けて、各科目の教育内容・教育方法の改善ととも
に、必要なTA配置数の算出根拠を明確化する方向で今後議論することを確認した。
　情報工学部では、TA活用の質的評価方法を検討し、講義・実験演習におけるTA
の役割、負担、講義・実験演習補佐としての貢献状況を調査した。その結果、一部に
TA数の不足から過負荷になっている部分があるものの、おおむね適正に配置されて
いることがわかった。また、TAの働きが肯定的に高く評価されており、学部教育の充
実に貢献していることが確認された。今後、TA配置の微調整を行うことで、一部に見
られる問題点の解消を図ることとした。
　工学研究科では、機能システム創成工学専攻の「コラボレーションワーク」科目にお
いてＴＡは有効活用されている。他専攻については該当科目はないが、対費用効果
を意識しつつ引き続き検討課題とした。
　情報工学研究科では、TAについては各専門分野で必要性や運用状況をチェックし
た。
　生命体工学研究科では、「ＴＡに関する申し合わせ事項」に従い実施しており、現
行のTA制度は十分に教育効果を発揮していると考えられる。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②学習・教育目標を達成するために必要とな
る教育職員の確保には、担当組織と各学部・
研究科及び役員会等が責任を持って対応す
る。

　教員の配置に当たり、既存の教育組織と研究組織の抜本的な見直しを行い、工学
部及び情報工学部について、学府・研究院への改組を決定した。
　工学部・研究科では、人事構想委員会で工学部の将来構想を踏まえて教員配置を
検討し、役員会に提案する教員配置に関するシステムが定着し、十分機能した。ま
た、平成２０年度改組へ向けた人員配置についてもこのシステムに則って円滑に進め
られていることから、このシステム整備に関する取り組みは基本的に完了した。
　情報工学部・研究科では、評議会及び役員会との対話に基づき、将来構想検討委
員会において必要な分野と人材について検討を行った結果、教員の配置と見直しを
行った。
　生命体工学研究科では、教員の充足に努め、准教授１名、助教２名を配置した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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平成20年度末に導入予定の情報科学セン
ター計算機システムに対して、学務委員会
や大学院委員会が行なう情報関連・利用
科目のカリキュラム設計を参考に、最先端
かつ安定運 用が可能なシステムの構築を
実現するための仕様策定作業を行う。
(Ⅰ-1-41)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-42)

電子ジャーナル、機関リポジトリを活用した
附属図書館の電子化を引き続き推進す
る。
(Ⅰ-1-43)

[教育環境の整備に関する目標]
①情報技術に関する教育を充実・強化するため、計算機端末の整備をはじめとする情報機器及び情報ネットワークの整備を促進する。
②学生の自主的学習を支援するため、学生が自由に使える端末室等の充実・整備を図り、自主的学習のための教材資料や教育ソフトを整備する。
③附属図書館の電子化、附属図書館資料の充実及び学術情報発信機能の整備により、教育・研究支援組織として効果的なサービスを提供する。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　③教育の実施体制等に関する目標

①情報教育のための計算機端末の整備や情
報ネットワークの整備には情報科学センター
及び各学部・研究科の担当組織が責任を持っ
て対応する。

　仕様策定委員会を設置し、導入説明会を実施した。また、次期システム仕様に関す
るアンケート調査の実施や業者ヒアリングを実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②学生の自主的学習を支援するための設備
及びソフトの整備には、e-ラーニング事業推進
室の支援を受けつつ附属図書館及び各学
部・研究科の担当組織が責任を持って対応す
る。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　e-ラーニング事業推進室の支援を受けて活用されているＶＯＤ（Video On Demand）
について宣伝用ポスターの掲示、ホームページ及びグループウェア等を通じて利用
の促進を図るとともに視聴タイトルを充実させた。
　また、英語力を高め国際的に通用する人材を育成するため、ＴＯＥＩＣ及びＴＯＥＦＬ
用の学習資料（ＤＶＤ付き教材等）の整備を図った。
　若松キャンパスでは、教員と受講者の授業コミュニケーションのために、双方向型講
義支援システムIT's classが稼働している。

③－１）電子ジャーナル等の整備、Webサイト
を用いた学術情報の活用・提供等附属図書館
の電子化を推進する。

　JDreamⅡ（国内外の文献データベース）、WoS+EndNote（引用文献データベース＋
文献管理・論文執筆支援ツール）の利用講習会及びトライアルを実施して、情報ツー
ルの積極的な活用を促した。
　学術機関リポジトリについてインフォメーションをホームページで公開し、グループ
ウェアへ掲載するとともに部局教授会への説明会等を通じて周知を図り、積極的にコ
ンテンツの収集を行った。また、平成１９年１２月から試験公開（学内限定）を開始し、
平成２０年３月から一般公開を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-44)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-45)

③－３）学内学術情報の収集・整理とその発信
システムを整備する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　学術機関リポジトリについての理解及び協力を得るため、部局教授会等で説明を行
うとともに各教員に対しても個別に電子メール等により協力を依頼した。また、国立情
報学研究所の平成１９年度次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業に採択され、派
遣職員（１名）の支援によりコンテンツの収集、登録及び運用マニュアル等の整備を
図った。
　九州地区における大学間連携事業として学術機関リポジトリを利用した論文集を発
行するため、「九州地区国立大学間連携教育系・文系論文集の投稿手続き等に関す
る申し合わせ」を制定した。平成１９年１２月から試験公開（学内限定）を開始し、平成
２０年３月から一般公開を行った。

③－２）附属図書館資料の充実を図るととも
に、閲覧環境を整備する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　語学関係の視聴覚関係資料（VOD、DVD、CD等）の整備充実を図った。また、閲覧
環境については、附属図書館本館AVコーナーの補助照明の設置及び閲覧室の不
良コンデンサの交換を行った。
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平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-46)

[教育の質を改善するためのシステムに関する目標]
①教育の質を向上させる仕組み（ＦＤ）を整備し、その活動を公開する。
②教育の質の向上を目的とする授業アンケートを継続的に実施し、その結果を教育課程、教育環境、各科目の教育内容、教育方法等の改善のためにフィードバックするた
めの教育点検システムを整備する。
③教育職員の教育に関する貢献について、評価するシステムを整備する。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　③教育の実施体制等に関する目標

①FD活動組織を中心として、教育の質を向上
させるための取り組み (講演会や公開授業の
実施を含む。) にあたり、その活動を公表す
る。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　工学部・研究科では、全教育職員（教授・准教授・講師・助教）を対象に、外部講師
によるFD講演会を二回実施し、教育研修の機会を新たに設定した。平成19年度に実
施した諸活動（講演会、懇談会、公開授業、FD委員が参加した各種FDシンポジウ
ム）についての公表形式を検討し、新たな方式を導入した。
　情報工学部では、FD活動組織を中心として、教育の質を向上させるための取り組
みとして、平成19年度も授業公開の実施者及び参観者をランダムに選び、実施した。
　情報工学研究科では、公開授業に代わる教育改善法として、コース／モジュール
制におけるモジュール内の科目間で相談をしている。また、研究科全体の行事として
教育フォーラムを学部教育分と同時に開催した。
　生命体工学研究科では、引き続き、「マルチタレント英才教育」をホームページで紹
介し、またその成果を発表会で一般公開している。大学院GPの「出稽古修行型の分
野横断研鑚システム」と「グローバル研究マインド強化教育プログラム」、ロボカップへ
の参加、交流協定校との合同ワークショップの開催等も、フォーラムの開催やホーム
ページでの公表を行っている。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

教育部局において実施している授業アン
ケートの回収率を高めるべく、回収方法の
改善を図りつつ、結果を教育に効果的に
反映させる方策を引き続き検討する。
(Ⅰ-1-47)

平成１８年度に実施した教育職員評価に
おける「教育」の領域について検証を行う。
次回、平成２１年度の教育職員評価に向け
て、基準や評価方法、評価体制等を含め
検討を行う。
(Ⅰ-1-48)

③教育職員の教育に関する貢献を評価する
システムを、各学部・研究科で担当組織が責
任を持って整備する。

　各部局において、平成１８年度に実施した教育職員評価の「教育」の領域の検証及
び平成２１年度の教育職員評価に向けた評価方法等の検討を行った。部局によって
は、評価結果を参考にして各教員と面談を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②教育の質の向上を目的とする授業アンケー
トを継続的に実施し、その結果を教育課程、
教育環境、教育内容、教育方法等の改善のた
めにフィードバックする教育点検システムを、
各学部・研究科の担当組織が責任を持って整
備する。

　工学部・研究科では、授業アンケートについて、必修科目の実施状況を調査した上
で、同科目のアンケート実施数増加に向けた対策を検討した。また、平成20年度以
降の実施方式については、教務委員会、FD委員会等で連携して検討し、その結果
全科目のアンケート実施を原則的に決定した。結果のフィードバックについて授業ア
ンケートを含めたさまざまな学生意見を集約する方法を検討した。
　情報工学部では、公開授業等を実施し優れた教育方法の普及を図った。さらに結
果を教育に効果的に反映させる方策として、「良い授業をするためのマニュアル（仮
称）」の作成に、Lecture of the Year（LOY）受賞者に協力してもらうことにより、優れた
教育方法の普及を図ることを予定している。また授業アンケートの回収手順を厳格化
し、回収率の改善を図った。なお、既に授業アンケート結果を反映してLOY受賞者を
選出した。
　情報工学研究科では、卒業生に対するアンケートは、学部教育と連動して平成18
年度と同様の方式か或いはより改善した方法で実施する計画である。現在の履修生
に対するアンケートはFD委員会が計画を具体化し、平成19年度後期から導入した。
　生命体工学研究科では、引き続き授業アンケートを実施し、その結果を各教員に配
布するとともに、アンケート結果を分析し、それに基づいた提言を全教員に配布した。
また、公開授業も実施した。さらに、授業アンケートの回収率を高めるために個々の
教員に授業アンケートの実施を周知した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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整備した対応システムに則り、学生からの
要望を精査・検討し、対応の可能性を含め
て対処姿勢を明らかにする。
(Ⅰ-1-49)

学習成果自己評価シート、学年担当、IC
カードによる出席管理システムなどによる、
効果的なケア体制と方法の充実を図る。
(Ⅰ-1-50)

①教育環境に関して、学生生活実態調査等
の結果の活用等、学生の要望を受けて改善を
図るためのシステムは、各学部・研究科の担当
組織が責任を持って整備する。

　工学部・研究科では、学生生活実態調査においても要望の強かった昼食時の食堂
の混雑解消のために、学生食堂の拡張工事を行った。
　情報工学部・研究科では、学生からの要望に学務委員会で責任を持って対応する
ことのほかに、執行部は自治会や学生代表者と懇談の場を持ち、学生と意見交換を
行い要望を聞いたり、目安箱を置き学生からの自由な要望を聞いた。その成果の一
例としては、研究室を訪問するオフィスデー企画や食堂のテラスの拡張・座席増等が
実現した。
　生命体工学研究科では、学生生活実態調査等で学生から出てきた要望について、
運営委員会や学務専門部会で対応し、北九州学術研究都市内に関する事項につい
てはＦＡＩＳ（北九州産業学術推進機構）に要望した。また、授業アンケートについて
は、FDワーキンググループが分析し対応した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②－２）成績不振者及び不登校学生を早期に
発見し、必要なケア (勉学上の指導) を行うた
めのシステムを構築する。

　工学部では、必修科目を３回連続して欠席した学生に対して、指導教員から連絡を
とるシステムを引き続き実施し、成績不振学生の早期対応を図った。また、平成１９年
５月に学部学生全員の保証人へ成績の郵送を実施し、１１月には成績不振学生及び
保証人に成績不振の通知を行った。
　情報工学部では、必修科目の出席状況等に基づいて、要ケア学生の支援体制を
今までと同様に維持した。具体的には、成績不振者及び不登校学生の早期発見とケ
アのための体制システムを利用して必要があれば改善し、学科教育改善委員会主導
による自己評価シートを用いるシステムを全学科で実施・継続した。また、出席ICカー
ドによる出席状況を教務情報システム上で確認できるシステムを完成させ、出席状況
を随時確認できるシステムを利用して学生の出席状況の把握を行い、適切なケアを
行えるように成績不振学生の予備軍となる不登校学生を早期に見出して保護者に連
絡する体制案の策定に取り掛かった。実施にあたっては対応態勢の整っている学科
から行い、効果的な対応を委員会等で吸い上げた後、全学科へ順次導入できるよう
に取り決めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

[学習支援に関する目標]
①教育環境に関して、学生の要望を受けて改善を図るためのシステムを整備する。
②学生に明確な学習目的を持たせ、また、勉学に対する強い動機付けを身につけさせることを目的とした種々の方策を実施し、学生の学習意欲の向上を図る。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　④学生への支援に関する目標
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平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-51)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-52)

職員向けアンケートと学生向けアンケート
の結果を、学外的データと共に総合的に
分析して問題減少化の方策を検討する。
(Ⅰ-1-53)

[生活支援に関する目標]
①学生のキャンパスライフに関して、学生の要望を受けて改善を図るためのシステムを整備する。
②心身の健康保持・増進を目的とした学生相談、カウンセリング等の学生支援体制の整備・充実を図る。
③就職指導と就職活動支援の体制の整備・充実を図る。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(1) 教育に関する目標
　　④学生への支援に関する目標

①学生生活実態調査等の結果の活用等、
キャンパスライフの改善を図るシステムに関し
ては、各学部・研究科の担当組織が責任を
持って整備する。

　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　戸畑キャンパス（工学部・研究科）では、平成18年9月～平成19年3月まで試行を
行った意見箱の新しい運用システム(半月に１度投稿意見を集め、その半月後には対
応状況を学生に伝えるという)を平成19年度より本運用として始めた。
　飯塚キャンパス（情報工学部・研究科）では、学生の要望に関する窓口一本化のシ
ステムを既に構築し実施した。学生自治会との懇談会時に出された要望（オートバイ
駐輪場の整備、女子学生専用駐車場の整備、キャンパスアメニティ向上）、大学祭実
行委員会から出された夜間見回り、飲酒運転チェックに関する要望、新入生歓迎実
行委員会から出された基本計画について、すべて内容を検討し、学生へ回答を行っ
た。
　若松キャンパス（生命体工学研究科）では、キャンパスライフの改善の余地はない
か、運営委員会、学務部会及び専攻会議において議論した。

②－１）保健センターに置かれている学生相
談室の整備・充実を図り、保健センターの専門
カウンセラと教職員が一体となって問題を持つ
学生のケアにあたるシステムを整備する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　平成１９年度後期から、常勤のカウンセラーに加え、新たに非常勤心理カウンセラー
３名を雇用し、教員から構成される相談員とともに３キャンパスにおいて学生相談に当
たった。２～３ヶ月ごとにそれぞれのキャンパスでカウンセラーと相談員間の報告検討
会を実施し、指導体制の統一化を行うことによってこの難問に対処しており、より充実
した学生相談体制を実現させた。
　また、新入生オリエンテーション期間に、大学に適応して健康的な学生生活を送る
ことができるよう、新入生を対象にメンタルヘルスに関して講演を実施した。

②－２）セクシャル・ハラスメントをはじめとする
各種のキャンパス・ハラスメントを防止し、また、
それに対応する組織を整備する。

　新入生オリエンテーション期間に、大学に適応して健康的な学生生活を送ることが
できるよう、新入生を対象にメンタルヘルスに関して講演を実施した。
  また、平成１９年度後期に、新たに非常勤心理カウンセラーを雇用し、常勤の心理カ
ウンセラー及び相談員と協働して学生相談に当たるなど、充実した学生相談体制を
実現させた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-1-54)

③就職説明会や就職セミナの充実を図る。 　当初の計画は、平成18年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進めて
いる。
　引き続き、産業界から講師を招聘して就職セミナーを実施し、各学部・研究科では
就職担当教員やスタッフの奉仕による斡旋業務を実施した。また企業に多数参加を
呼びかけて本学での合同企業説明会を実施し、平成18年度以上に企業、学生の参
加があった。
　飯塚キャンパスに設置されたキャリアセンターでは学生への個別相談等を実施し
た。
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九州工業大学

中
期
目
標

年度計画

重点化した研究プロジェクトセンターの活
動を評価し、本中期計画の効果を自己評
価する。
(Ⅰ-2-01)

平成1８年度に引き続き、各研究科の特長
を生かした研究プロジェクトを企画するとと
もに、既存の研究プロジェクトの高度化を
図る。
(Ⅰ-2-02)

①「大学の基本的な目標」を踏まえ、社会が求める問題の解決を中核とする研究課題の重点化を推進する。
②基盤工学、情報工学、生命体工学の分野を融合した「新技術創成」により、課題解決を図る。
③研究の水準を常に向上させるとともに、研究成果を増加させる。
④学内共同研究及び国内外の他研究機関との共同研究を積極的に推進し、その成果を社会へ還元する。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(2) 研究に関する目標
　　①研究水準及び研究の成果等に関する目標

①-ア世界的課題を解決するため、平成２１年
度までに、延べ５件以上の全学的な研究プロ
ジェクトを立ち上げ、研究拠点の形成を目指
す。特に重点化するプロジェクトについては、
ヒューマンライフＩＴ開発センターなどのように
学内措置等によりセンター化を図る。

 　重点化した６つの研究プロジェクトセンターの活動を外部評価委員会、研究・産学
連携委員会及び教育研究評議会で評価し、各研究センターの継続について協議し
た。その結果、経営企画会議にて、６研究センターの在り方について、さらに時間を
かけて、世界的課題の解決に向けた中期計画の効果を検証しつつ、議論することが
決まった。
 　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①-イ各研究科において、それぞれの特徴を
生かした研究プロジェクトを立ち上げ、研究拠
点を形成し研究を高度化する。

　工学研究科では、平成１８年度に支援を行った９件の研究プロジェクトに関して、
「工学研究科研究プロジェクト推進会議」による評価を平成１９年８月に実施した。ま
た、平成１９年度の研究プロジェクトとして、これまでに継続して育成してきた５件のプ
ロジェクトに１件を加えて６件を平成１９年度の工学研究科研究プロジェクトとして採択
した。なお、このうちの「省エネルギー型都市づくりの新技術開発に関する総合研究
プロジェクト」については、工学研究科の「環境・エネルギー」に関連した研究プロジェ
クトとして高度化を図る準備が整ったと判断し、重点推進プロジェクトと位置付けた。
　さらに、平成２０年度の改組に向けて、「工学研究科研究プロジェクト推進会議」を発
展・充実させることの検討を行い、「工学研究院教育研究プロジェクト推進会議」を発
足させる予定である。
　情報工学研究科では、「自動車安全センサーシステム」プロジェクトを立ち上げ、学
内戦略経費（学長裁量経費）を配分した。情報工学部・研究科において、若手プロ
ジェクト６件を選定し、情報工学部若手プロジェクト経費を配分した。
　生命体工学研究科では、２１世紀COEプログラム等の取り組みを通して立ち上がっ
た研究グループの下で、プロジェクト研究が推進された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

①-ウ北部九州地域の課題を解決する研究プ
ロジェクトを立ち上げ、学外機関と一体となっ
て課題の解決に当たる。

　自動車関連分野
　・北九州市の「カーエレクトロニクス拠点化推進委員会」に参画
　・中小企業産学連携製造中核人材育成事業（経済産業省）として「カーエレクトロニクス設計開発中核人
材育成事業」に参画
　・自動車研究所との連携協定
　・基盤技術として、中小企業産学連携製造中核人材育成事業として、「北部九州地域高度金型中核人
材育成事業」、「インテリジェントめっき技術中核人材育成事業」と「メカトロニクス・ロボット分野のモジュー
ル製品製造現場における中核人材育成事業」等を中心機関として実施
　半導体関連分野
　・半導体集積回路の高信頼化に貢献する先端テスト技術の研究開発
　・中小企業産学連携製造中核人材育成事業「半導体等電子部品・装置・部材・解析等の製造分野のプ
ロフェッショナル育成事業」をマイクロ化総合技術センターで実施
　・地域新生コンソーシアム研究開発事業の革新枠として採択された「超小型一体化高機能部材微細加
工技術（ケアＭＥＭＳ）研究開発」をプロジェクト主体として実施
　情報関連分野
　・ネットワークデザイン研究センターがプロジェクトを推進してIP網監視技術の開発等の成果を上げるとと
もに、先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム「次世代情報化社会を牽引するアーキテクトの育成」に
採択
　環境分野
　・エコタウン実証研究センターがNPO法人や民間機関と連携して、生分解性プラスチックのリサイクル事
業を拡大するとともに、北九州エコタウンにおける生ゴミからのエタノール製造等の新規事業も支援
　さらに、ＮＥＤＯイノベーション実用化助成事業「大学発事業創出実用化研究開発事業」（Ｒ＆Ｄ）に「熱
分解によるポリ乳酸素材から高密度ラクチドとポリ乳酸の再生」の実施大学として採択された。また、地域コ
ンソーシアムとして、無線センサネットワークによる建造物の健全度診断システムの開発を実施した。
　ロボット関連分野
・ヒューマンライフＩＴ開発センターが北九州ロボティック研究所と連携融合事業を継続するとともに、中小
企業産学連携製造中核人材育成事業「メカトロニクス・ロボット分野のモジュール製品製造現場における
中核人材育成事業」の九州地域での企画を立案
　さらに、上記の各事業に関しては、継続事業は次年度事業を企画するとともに、（財）北九州産業学術推
進機構が計画しているカー・エレクトロニクスセンター事業室やロボット開発支援室等の新組織が対応する
新規事業に積極的に参画する方針である。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　北部九州地域の産業を育成するためには、自動車関連分野、半導体関連分野、情報関連分野、環境
分野、ロボット関連分野について、産学官が連携して推進すべきであることから、研究プロジェクトや人材
養成事業を積極的に推進した。
　知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）として以下の研究開発を実施した。
　＜基盤技術（組込みソフトウェア、情報通信）＞
　　・ワイヤレスメッシュネットワークでの配信に適したデジタルシネマ電送システムの研究開発）
　＜アプリケーション（自動車、バイオ等センサ、ロボット）＞
　　・安全を保証するインテリジェントセンサーＬＳＩの研究開発
　　・車載カメラによる安全センサシステムの研究開発
　　・脳情報処理による車載用知的センシングシステムの研究開発
　　・高性能バイオマーカーセンシング技術の研究開発
　　・システムＬＳＩ応用による自律移動・作業用ロボット制御技術の研究開発
　＜ＬＳＩ実装技術等（実装、設計、先端材料）＞
　　・半導体集積回路の高歩留り化プラットフォームの研究開発
　　・高速パターンマッチング回路の合成とその応用に関する研究開発
　　・ポリマーナノコンポジットによるＬＳＩおよび実装技術の高性能化の研究開発
　　・ナノ構造制御による金属酸化物の高性能化とＬＳＩ応用の研究開発
　知的クラスター創成事業以外の各分野の研究活動として以下のプロジェクトを実施した。

北部九州地域の課題を解決する研究プロ
ジェクトを継続して、学外機関と一体となっ
て課題の解決に当たる。
(Ⅰ-2-03)
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

○バイオマイクロセンシング技術研究センター
･文部科学省　知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）（課題：高性能バイオマーカーセン
シング技術の研究開発）　47,308千円
･経済産業省　地域新生コンソーシアム研究開発事業（課題：安価なベッドサイド用が
ん診断装置及びキットの開発）　3,682千円
･科学研究費補助金　「特定領域研究」（課題：テロメアＤＮＡを利用したカリウムイオン
の蛍光イメージング試薬の開発）　2,500千円
・科学研究費補助金　「基盤研究Ｂ」（課題：早期ガン診断を目指した電気化学的テロ
メラーゼアッセイ法の開発）　4,940千円
・科学研究費補助金　「萌芽研究」（課題：カルボジイミド表面を有する自己組織化単
分子膜の形成とＤＮＡチップへの応用）　1,400千円
外　寄附金 3件1,500千円
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ア各研究科が連携して、国の重点４領域
（ライフサイエンス、環境、情報通信、ナノテク
ノロジー・材料）に関し、競争的資金獲得を目
指した研究プロジェクトを平成２１年度までに、
延べ５件以上立ち上げる。

　第３期科学技術基本計画に基づく重点領域（ライフサイエンス、環境、情報通信、ナ
ノテクノロジー・材料等）に関連する以下の研究プロジェクトを競争的資金等により実
施した。代表的なプロジェクトが平成１９年度に競争的資金等により実施した主なもの
は次のとおりである。
○宇宙環境技術研究センター
・経済産業省　国際共同研究助成事業助成金（課題：衛星搭載太陽電池アレイの帯
電・放電試験のISO標準化プロジェクト）　23,900千円
・科学研究費補助金　「基盤研究Ａ」（課題：受動的電界電子放出素子による静止軌
道衛星帯電防止法の開発）　19,760千円
・科学研究費補助金　「萌芽研究」（課題：雷放電と低地球軌道衛星の帯電現象の相
関に関する研究）　600千円
外　受託研究 6件9,637千円、共同研究 3件8,000千円
○ネットワークデザイン研究センター
・科学研究費補助金　「基盤研究Ｓ」（課題：ネットワーク浸透のための融合技術と進
化のための情報ダイナミクスに関する研究）19,370千円
・受託研究（課題：ユビキタスネットワーク制御・管理技術の研究開発）　78,000千円
外　受託研究 2件7,088千円、共同研究 3件6,350千円、寄付金 1件500千円
○先端金型センター
受託研究 2件2,634千円、共同研究 1件5,000千円、寄附金 5件11,600千円
○ヒューマンライフIT開発センター
・経済産業省　地域新生コンソーシアム研究開発事業（課題：超小型一体化高機能
部材微細加工技術（ケアＭＥＭＳ）の研究開発）　22,254千円
外　受託研究 3件7,665千円、共同研究 7件18,852千円、寄附金 2件2,500千円
○エコタウン実証研究センター
・アジア研究教育拠点事業（課題名：パーム・バイオマス・イニシアティブの創造と発
展）　14,300千円
・共同研究　NEDO　大学発事業創出実用化研究開発事業（課題：熱分解によるポリ
乳酸素材から高純度ラクチドとポリ乳酸の再生）　32,563千円
外  受託研究 1件2,000千円、共同研究 4件24,300千円、寄附金 1件9,300千円

第３期科学技術基本計画に基づく重点領
域（ライフサイエンス、環境、情報通信、ナ
ノテクノロジー・材料など）に関連する研究
プロジェクトを継続して実施するとともに、
拡充 策を検討する。また、各研究プロジェ
クトが競争的資金の獲得を目指す。
(Ⅰ-2-04)
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成1８年度までの活動を踏まえて、可能
であれば研究拠点形成のための全学プロ
ジェクトを立ち上げる。研究拠点形成のた
めの全学プロジェクトとして成熟していない
場合は、引き続き研究プロジェクトの育成を
実施・支援する。
(Ⅰ-2-05)

引き続き、特徴ある新規あるいは継続の研
究プロジェクトを選定し、人材、研究資金等
を集中的に配分する。
(Ⅰ-2-06)

生命原理の基礎から応用に至るまでの多
様な分野を有機的に統合した新たな「生命
体工学」の展開を図る。
(Ⅰ-2-07)

平成18年度における、世界トップレベルの
研究を増加する方策を実現するため、教
育職員への啓蒙活動を実施する。
(Ⅰ-2-08)

専門分野に応じた国内外の主要学術誌及
び主要国際会議をデータベース化する方
策を検討する。
(Ⅰ-2-09)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-2-10)

③-ア「世界トップレベルの研究」の定義を学
内で決定し「世界トップレベルの研究」と評価
できる研究を増加させる。

　世界トップレベルの研究を増加させるための啓蒙活動の一環として、卓越した研究
成果（SS,　Sに相当）の自己申告を学内の教育職員に求め、意識改革を促した。さら
に大型外部資金プロジェクトに応募できるような若手グループリーダーの養成策とし
て、グループリーダー向け研修会を開催し、部局長や中堅教員に対する啓蒙を行っ
た。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-イ専門分野に応じた国内外の主要雑誌及
び主要国際会議を指定し、これらに掲載され
る論文数を平成１５年度に比較し、５０％増加
するよう最大限努力する。

　専門分野に応じた国内外の主要学術誌及び主要国際会議をデータベース化する
ための一方策として、本学の教員情報データベースを活用できるように整備することと
し、その開発に着手した。
　また、著名な学術文献データベースを利用して平成１５～１８年までの論文数を調
査し、本学の教員情報データベースから抽出した論文数との比較を行った。さらに、
全教育職員に対して、著名な学術文献データベースに採録されている学術誌へ投
稿するよう学内啓発を実施した。
　 以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-ア広報活動を強化し、研究活動及び成果
を社会に公表する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　引き続き、技術交流会を通じた研究活動及び成果の公表を行った。

②-イ工学研究科を中核として、資源・環境・エ
ネルギー等の「基盤工学」に関する研究プロ
ジェクトを立ち上げる。

　平成１８年度に支援を行った９件の研究プロジェクトに関して、「工学研究科研究プ
ロジェクト推進会議」による評価を平成１９年８月に実施した。また、これまでに継続し
て育成してきた５件の研究プロジェクトに１件を加えて６件を平成１９年度の工学研究
科研究プロジェクトとして採択した。
　なお、このうちの「省エネルギー型都市づくりの新技術開発に関する総合研究プロ
ジェクト」については、工学研究科の「環境・エネルギー」に関連した研究プロジェクト
として高度化を図る準備が整ったと判断し、重点推進プロジェクトと位置付けた。
　さらに、平成２０年度の改組に向けて、「工学研究科研究プロジェクト推進会議」を発
展・充実させることの検討を行い、「工学研究院教育研究プロジェクト推進会議」を発
足させる予定である。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ウ情報工学研究科を中核として「情報工
学」に関する研究プロジェクトを立ち上げる。

②-エ生命体工学研究科を中核として、「生命
原理の工学的応用」に関する研究プロジェクト
を立ち上げる。

　「先端エコフィッティング技術研究開発センター」を平成１９年４月に設置し、第Ⅱ期
知的クラスター創成事業の立ち上げに伴って、工学部・情報工学部との間で共同研
究が開始された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

　情報工学部・研究科において、「自動車安全センサーシステム」プロジェクトを立ち
上げ、学内戦略経費（学長裁量経費）を獲得した。また、若手プロジェクト6件を選定
し、情報工学部若手プロジェクト経費を配分した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

実施計画に基づき、国際シンポジウムを主
催する。また平成１８年度主催の国際シン
ポジウムを総括するとともに、平成２０年度
の実施計画を立案する。
(Ⅰ-2-11)

平成１８年度に引き続き、研究成果発表会
を実施するとともに学外専門家を加えた評
価委員会で活動を評価する。さらに、平成
１６年度に設置した５つの研究センターに
関して は、評価結果と各センターの方針を
鑑み、存続を審議する。
(Ⅰ-2-12)

④-ウ重点化した研究プロジェクトは、研究成
果発表会を実施するとともに、学外専門家を
加えて評価し、評価結果を公表する。

　重点プロジェクトセンターに対する外部評価委員会を実施し、設置から現在までの
評価報告書を研究・産学連携委員会及び教育研究評議会に提出した。なお、外部
評価委員を２名体制として公平性を図るとともに、各研究センターは、評価委員会の
結果をＷｅｂ上で公開することとした。
　さらに、重点プロジェクトセンターによる研究発表会を公開で実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-イ国際シンポジウムを毎年２件以上主催す
る。

　平成１８年度に開催・支援した６件の国際シンポジウムを平成１９年５月開催の研究・
産学連携委員会で総括した。また、平成１９年度実施計画に基づき、４件の国際シン
ポジウムを開催し、１件の支援を決定した。さらに、平成２０年度に開催する国際シン
ポジウムの調査を実施し、４件の国際シンポジウムの開催と４件の支援を決定した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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中
期
目
標

年度計画

社会情勢や研究振興策の実施状況に伴
いロードマップやその実施体制を見直しな
がら、研究マネージメント方針における個
別項目の施策を継続実施する。
(Ⅰ-2-13)

学部・研究科を越えた全学的な研究体制
を更に推進する方策を立案する。
(Ⅰ-2-14)

引き続き学科・専攻横断的な研究プロジェ
クトの推進を強化する方策を部局の特性に
応じて検討し、実施されている研究プロ
ジェクトに対して評価に応じた支援を実施
する。
(Ⅰ-2-15)

①社会からの要請に迅速に対応するため、研究支援体制を整備する。
②学術研究の動向等に応じて、研究組織の柔軟な編成を図る。
③研究の業績等に関する学内の評価基準を策定し、その評価に基づき、研究費の配分の適正化を図るとともに、研究の質的向上を図る。
④知的財産を創出、取得、管理及び活用する。
⑤研究に必要な設備等を充実させるとともに、効率的に活用する。
⑥大学発ベンチャーを増加させる。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(2) 研究に関する目標
　　②研究実施体制等の整備に関する目標

①-ア研究戦略室（仮称）を設置し、研究マ
ネージメント機能を強化する。

　社会情勢に対応し、また研究振興策の充実を図るために、教育研究プロジェクト推
進会議を立ち上げ、グローバルCOEへの対応や先端的研究拠点事業等の国際事業
要求への対応を整備した。更にロードマップに基づき、学内横断的研究グループ形
成のためのグループリーダー研修会等の個別項目を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ア学部・研究科を越えた全学的な研究体
制を構築する。

　組織体制として、工学部及び情報工学部の学部講座制を廃止して、教育職員の所
属を研究院に位置付けるなどの大学院・学部を通じた教育研究組織の再編成を行う
とともに、競争的資金を獲得することを目指して、全学的な研究プロジェクトを新たに
構築するため「教育研究プロジェクト推進会議」を設置した。
　研究面においては、学部・研究科を越えた全学的な研究体制を更に推進する方策
として、知的クラスター創成事業推進体制を整備するとともに、地域経済界のニーズ
が高い自動車関連組織の立ち上げを検討した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-イ学部・研究科の研究組織においては、柔
軟な研究グループ体制を整える。

　工学部・研究科においては、「工学研究科研究プロジェクト推進会議」による学科・
専攻横断的な研究プロジェクトを推進・支援し、特に「環境・エネルギー」に関連した
研究プロジェクトを重点推進プロジェクトとして支援した。また、改組後に「工学研究院
教育研究プロジェクト推進会議」を設置することとし、「工学研究院運営会議」との連
携により、より弾力的な研究グループ体制が構築できるよう検討した。
　 情報工学部・研究科においては、学部・研究科横断的なプロジェクト推進を強化す
るために、学部長補佐制度を設立し、学部執行部を含めた学部長補佐会議を定期的
に開催した。また、「自動車安全センサーシステム」プロジェクトでは、学部・研究科を
横断する教員団と技術職員をも含めた研究グループ体制を整えた。
　生命体工学研究科においては、21世紀COEプログラムや第Ⅱ期知的クラスター創
成事業とともに、アジア研究教育拠点事業の採択、バイオマイクロセンシング技術研
究センターとの連携、更には教育が主体となって、大学院GP等の取り組みを通して、
既存の講座の枠組みとは異なった研究グループが形成され、活発な研究活動が遂
行された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１8年度までの任期制を適用した重点
研究課題及び重点分野における実績を評
価するとともに、任期制教育職員の再任
ルールを検討する。
(Ⅰ-2-16)

RA及び特別研究員に対する支援を継続
するとともに、評価により優れたRA及び特
別研究員に対する特別支援策について検
討する。さらに、研究に対する外部資金に
対して、 RAや特別研究員の経費を計上す
ることを全学的なコンセンサスとする啓蒙活
動を実施する。
(Ⅰ-2-17)

平成１８年度に実施した教育職員評価に
おける「研究」の領域について検証を行う。
次回、平成２１年度の教育職員評価に向け
て、基準や評価方法、評価体制等を含め
検討を行 う。
(Ⅰ-2-18)

研究業績等を考慮した学内研究資金の配
分システムを実施するとともに、教育職員
の意識調査と経営協議会の意見を考慮し
た重点配分システムを再検討する。
(Ⅰ-2-19)

平成１８年度に決定した研究業績等を考慮
した学内研究資金の配分システムを学内
に周知するとともに、教育職員の意識調査
を実施し、競争的原理に基づく重点配分シ
ステムを再 検討する。
(Ⅰ-2-20)

②-ウ重点研究課題及び重点分野について
は、新任の教育職員に対して、原則として任
期制を導入する。

　任期制教育職員の再任基準について、研究センター等の存廃を含め、戦略会議
（企画）で検討を開始した。なお、平成19年度中に新たに採用した任期制教育職員
については、原則再任不可とした。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-エRA及び特別研究員の有効な活用につ
いて検討し、研究効率を向上する。

　引き続き、ＲＡ支援を実施し、予算を大幅に拡大して博士後期課程学生の研究活
動を支援するとともに、評価により優れたRA及び特別研究員に対する特別支援策も
実施した。
　また、特別研究員も学内経費により継続雇用するとともに、選考基準を明記して新
規に募集した。
　さらに、研究に対する外部資金に対して、RAや特別研究員の経費を計上することを
全学的なコンセンサスとする啓蒙活動を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ア教育職員の研究業績に対する評価シス
テムを構築し、評価結果を各教育職員に
フィードバックする。なお、評価システムは、内
部評価及び外部評価により定期的に刷新す
る。

　平成１８年度に実施した教育職員評価の「研究」の領域の検証及び平成２１年度の
教育職員評価に向けた評価方法等の検討を行った。部局によっては、評価結果を参
考にして、個人面談を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-イ研究業績に対する評価に基づき、学内
研究資金の配分システムを構築し、年度毎に
全学的な重点配分計画を策定の上、配分す
る。

　 業績等評価配分経費の研究業績配分について、外部資金獲得実績及び教員評
価の結果を基に配分し、平成２０年度の配分については教育職員及び経営協議会の
意見も考慮し重点配分するシステムを検討した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ウ研究業績に対する評価に基づく学内研
究資金の運用システムの学内への周知を図
り、競争原理による研究の活性化を推進する。

　平成１８年度業績等評価配分経費の配分方針を教育研究評議会で報告し学内に
周知し、平成１９年度予算配分に当たっては、平成１８年度に実施した教育職員評価
の結果を配分の基礎とした。
　また、平成２１年度の教育職員評価に向けて、大学評価委員会において、教育職
員評価の改善策についての検討に着手した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

-110-



九州工業大学

年度計画中期計画 計画の進捗状況

研究の質の向上及び改善を図る啓蒙活動
を継続実施するとともに、研究上の不正行
為に対する学内規定の周知を関係組織と
連携して進める。
(Ⅰ-2-21)

地方に位置する大学における知的財産本
部のモデルの観点から本学のシステムを
自己評価し、次年度以降の改革につなげ
る。
(Ⅰ-2-22)

③-エ研究活動等の状況及び問題点を把握
し、研究の質の向上及び改善を図るためのシ
ステムを構築する。

　卓越した研究成果（SS、Sに相当）の自己申告を教育職員に求めることで、研究の質
の向上及び改善を図る啓蒙活動を継続実施した。　更に研究経費の適正執行を教
育職員、特に外部資金で教育研究を実施している教育職員に周知することで、研究
上の不正行為に対する学内規程を周知した。
　また研究活動の質の向上及び改善を図る啓蒙活動を継続実施するとともに、研究
上の不正行為に対する学内規程の周知を関係組織と連携して進めるため、以下の活
動を実施した。
　・平成２０年度科学研究費補助金申請に向けて、「学内事前査読の案内ポスター」
及び「申請を促すポスター」を学内に掲示をした。
　・「科研費の不正使用防止及び内部監査等に関する学内説明会」を事務職員も含
む全職員対象に１回（平成１９年８月実施）、３キャンパスの教授会前後で教育職員対
象に各１回（９月実施）開催した。
　・科学研究者行動規範に加えて「九州工業大学事務職員・技術職員行動規範」を
策定して大学ホームページ（トップページ）に公表した。
　・研究者毎に過去３年間の申請・採択状況の調査を行い、得られたデータを申請率
の向上に役立てる試みを行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-ア知的財産本部（知財管理、知財活用、
知財支援、知財研究の４部門構成）を設置し、
地方に位置する大学における知的財産本部
のモデルとなるシステムを構築する。

　大学と知的財産本部の規模に比べて発明件数が多く、小さな組織も効率よく運営
し、経費と業務負担を抑制することが課題であったことから、Ｅ－Ｍａｉｌでの持ち回りの
発明出願審査、年２回にまとめた審査請求の審査、ＪＳＴ特許主任調査員による先行
技術調査における支援、特許出願情報のデータベース管理、オンラインによるＩＴ出
願体制の整備の各改革を実施し、効率的で経費を抑制した業務推進を可能とした。
　また地方に位置する大学であるため、地元での有能な弁理士の選定と技術移転先
の開拓に限界があることが課題であった。これに対し、弁理士は、専門性、価格、さら
に発明者からのヒアリングの要否等を考慮して、案件ごとに地域と東京の弁理士の中
から最適な弁理士を選定することとした。
 　技術移転に関しては、Ｗｅｂ上で技術移転情報を共有化するデータベースを構築
し、これを利用して技術移転を行うボランティア的技術移転アソシエートネットワーク
（TA-NET）を組織した。また、地域の技術移転機関（北九州TLO）及び東京、大阪の
技術移転機関（プロテック、SFMイノベーションズ）と契約し、東京にTV会議システム
を備えたサテライトオフィスを設置し、各種展示会やJST新技術説明会等を積極的に
利用するなどにより、地方の不利を解消できる体制を整えた。
　以上の活動により、平成１８年度特許出願件数実績では国内と外国への出願件数
合計が１６８件で国立大学中１１位、平成１８年度特許ライセンス実績に関しては、国
立大学中９位となり、地方に位置する規模が小さい大学にとって不利な課題を克服で
きることを実証した。
　このような活動が評価され、平成１９年度になって地方に位置する大学の知的財産
本部のモデルとして全国的会合のパネラーに招聘されるようになり、平成１９年９月に
開催された大学等技術移転協議会と平成２０年１月に開催の国際特許流通セミナー
において、本学の活動を紹介した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-2-23)

教職員に対する知的財産教育の実施体制
を確立する。また、知的財産権の取得に対
する補償金制度を再検討し、実情に合わ
せた制度を検討するとともに、知的財産権
にかかわる本 学の方針を設定する。
(Ⅰ-2-24)

④-イ知的財産本部は、利益相反や職務責任
等の諸問題を研究し、知的財産戦略を構築す
る。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　平成１８年度までに構築した知的財産戦略の下で、技術移転等を積極的に推進す
るとともに、平成２０年度以降の活動に向けて「産学官連携推進計画2008」を策定し、
更に国際的な活動や地域連携活動を含めた戦略的な活動方針を構築した。

④-ウ教職員に対する知的財産教育を実施す
るとともに、知的財産権の取得に関する奨励
制度を整備し、知的財産権の出願件数を平成
１５年度に比較し、５０％増加させるよう最大限
努力する。

　教育職員に対する知的財産教育については、研究者全員を同時にレベルアップす
ることには限界あるため、若手研究者の中から特許出願に積極的な助教から准教授
の研究者１０名を選定し、㈱ベンチャーラボに委託して５日間集中的に知的財産教育
を行った。この事業は、若手研究者に知的財産DNAを移植することでピークを伸ば
し、その研究者が研究室に戻って後継者を教育することで知財DNAが承継され、周
囲に伝播されることを狙ったものである。
　産学連携に携わる事務職員は、本学のような小さい組織では一人で多種の業務に
対応できるように、勤務後に勉強会を実施してそれぞれがレベルアップに努めてい
る。知的財産部門の特許事務担当は、知的財産検定２種に合格した。
　知的財産権の取得に対する奨励金については、これまで一律一万円としてきたが、
研究者自身が明細書を書くことを奨励するために、明細書の完成度に応じて３段階
にランク付けを行い、奨励金の額を変えることを検討した。
　知的財産権に関わる本学の方針については、特許料全額免除期間が終了し、JST
の外国出願支援も一部自己負担に変更されたことに鑑み、出願の量より質を重視す
る方針に転換し、出願基準と発明審査方法を見直した。但し、特許出願は共同研究
や受託研究のシーズとして機能している側面も重視し、外部資金に関係する研究成
果の出願は配慮することとし、発明者自身による完成度の高い明細書の作成等により
出願費用がかからない案件も厳しい審査基準は適応しないこととした。また、これから
法人化後に出願した特許の中間手続きの費用が膨張することが予想されるが、これ
を抑制するために、審査請求、維持を小刻みに見直す方策を策定した。
　以上の活動を通して、知的財産権の出願が、平成１６～１９年度において、８１件、８
３件、１２１件、８６件の実績が得られた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

知的財産の活用に関る連携機関と協議す
ることにより、本学の知的財産活動を活性
化する組織方針を確立する。
(Ⅰ-2-25)

大学として重点的に取り組む領域に必要
な研究設備、全学共用利用スペースを優
先的に措置する制度を推進するともに、そ
の選定方法を構築する。
(Ⅰ-2-26)

学内共同教育研究施設等による教育研究
への支援機能を強化するため、研究戦略
経費と剰余金を活用した基盤的な研究設
備を充実する。
(Ⅰ-2-27)

教職員及び学生に対する起業家育成教育
を継続して実施し、その方針を継続するこ
とを決定する。
(Ⅰ-2-28)

⑤-イ学内共同教育研究施設等による教育研
究への支援機能を強化する。また、学内の研
究設備・機器等を一括管理するシステムを構
築し、設備・機器の効率的利用を実施する。

　学内の物品を一括管理する方策として、既存の物品請求システムに物品管理機能
を追加することとし、その開発を進めるとともに、物品管理機能の初期データとなる全
学の物品を対象としたデータベースの整備を進めた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

⑥-ア教職員及び学生に対する起業家育成教
育を実施する。

　引き続き、「九工大ビジネスプランコンテスト」、「事業開発ビジネス講座」等を実施
し、起業家育成教育を継続した。さらにこれまで、生命体工学研究科でのみ開講して
きた「ビジネスプラン演習Ⅰ・Ⅱ」を平成２０年度より大学院工学府において社会人プ
ログラムの実践科目として開講することとした。本科目をさらに大学院工学府社会人
修学支援講座の科目としても指定し、大学院生のみでなく社会人の受講も可能とした
ため、平成１９年度からのビジネスプランコンテスト対象者の社会人への拡大とともに
教育職員の起業家育成に利用できる道を開いた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-エ学外の知的財産に関連する機関と密接
に連携し、学外機関による知的財産の評価に
基づき、知的財産の柔軟な活用を行うととも
に、知的財産の活用等に関する産学官連携
に向けた環境を整備する。

　平成１９年度から新たに、東京、大阪等に拠点を持つ㈱ベンチャーラボとその子会
社である㈱SFMイノベーションズと連携して、若手研究者を対象とした知的財産DNA
教育を行い、本学の知的財産活動を活性化する方策を実施するとともに、本学が有
する特許を開示して、技術移転活動を委託した。受託した連携機関では、発明者に
直接ヒアリングを行って、重点特許を抽出し、技術移転活動を開始した。
　本学が出願した特許をベンチャーで商業化していくために、ファンドを提供する福
岡銀行と技術評価を行う㈱ベンチャーラボと３者で連携する覚書を締結した。
　また、大学知的財産本部整備事業の対象機関に選定され、イギリス、アメリカ、イン
ド、韓国等の機関訪問や技術移転会議出席によって、海外の事情調査及びネット
ワークを広げる活動を行った。特に本学が距離的に近い韓国においては、韓国発明
振興協会、昌原、水原、培材各大学との連携を推進するため覚書を締結した。さらに
本学の韓国における活動を支援するため、在ソウルの技術移転アソシエートと契約し
た。
 　また、「九州工業大学産学官連携推進計画2008」を策定し、知的財産を活用する
将来計画を構築した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

⑤-ア大学として重点的に取組む領域に必要
な研究設備を優先的に整備する。また、全学
共同利用スペースを優先的に措置する。

　平成１８年度に構築したスペ－ス管理システムで重点的に取り組む研究プロジェクト
に必要なスペ－スを優先的に措置することが可能となった。
　大学として重点的に取り組む領域に必要な研究設備の整備に関する設備マネジメ
ントを構築し、目的積立金を活用した整備計画を立案した。また、全学共用利用ス
ペースを優先的に措置する制度を引き続き推進した。
　設備評価委員会において、設備マスタープランにおける設備年次計画を構築する
とともに、補助金又は特別教育研究費に係る設備整備について一部大学負担分経
費として予算措置を行った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

全学的にベンチャー意欲を持つ人材のた
めの環境を整備するための将来構想を策
定し公表する。
(Ⅰ-2-29)

各キャンパスにおけるインキュベート機能を
有する施設の整備と運営に関して、自己評
価するとともに必要に応じて改善策を実施
する。
(Ⅰ-2-30)

⑥-イベンチャー意欲をもつ学内外の人材の
ための環境を整備する。

　工学研究科において平成１９年度に社会人修学支援講座を整備し、社会人プログ
ラムの実践科目である「ＭＯＴ特論」、「知的財産論」を受講する科目等履修生は受講
費用を減額、聴講生は無料とし、学外に広く開放した。更にこれまで、生命体工学研
究科でのみ開講してきた「ビジネスプラン演習Ⅰ・Ⅱ」を平成２０年度より大学院工学
府においても社会人プログラムの実践科目として開講することとした。本科目をさらに
大学院工学府社会人修学支援講座の科目としても指定し、大学院生のみでなく社会
人の受講も可能とし、学外からの利用も可能とした。
　インキュベーション施設の更なる整備、学内外に向けた起業家育成教育の継続、ベ
ンチャー企業の経営に助言が可能な人材の開拓、ベンチャーファンドの整備に対す
る問題点の検討を骨子とした環境整備のための将来構想を策定し公表した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

⑥-ウ各キャンパスにインキュベート機能を有
する施設を整備する。

　飯塚キャンパスインキュベーション施設、戸畑キャンパスＳＶＢＬインキュベーション
ルーム、産学連携推進センター共同研究室、若松キャンパス内の（財）北九州産業学
術推進機構インキュベーション施設の整備と運営に関して自己評価し、一部改善策
を策定した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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中
期
目
標

年度計画

共同研究、受託研究等の獲得件数を増加
するため、知的財産の活用や地域企業と
の連携を深める。
(Ⅰ-3-01)

九州工業大学技術交流会を積極的に支援
し、地域の産業界のニーズを調査するとと
もに、技術指導及び産学連携の充実策を
策定する。
(Ⅰ-3-02)

①「大学の基本的な目標」を踏まえ、学外の研究組織・機関との連携・協力を強化し、産学連携による新産業の創出及び人材育成を通して地域社会の発展に貢献する。
②科学技術教育・先端技術を活用した教育を小・中・高等学校等へ提供し、科学技術立国を支える人材育成に貢献する。
③急速に発展する科学技術に対応できる技術者及び研究者を養成するため、社会人の再教育を拡充する。
④国際的に認知された世界水準の大学を目指すために、海外の諸機関との連携を強化し、教育・研究による国際的な貢献を高める。

中期計画 計画の進捗状況

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
　(3) その他の目標
　　①社会との連携、国際交流等に関する目標

①－１）産業界との連携を深め、共同研究、受
託研究等の獲得件数を平成１５年度実績に比
較し、５０％増加させるよう最大限努力する。ま
た、大学で開発した技術、研究成果について
産業界への移転を促進する。

　共同研究、受託研究等の獲得件数を増加するため知的財産の活用や企業との連
携を強化した結果、共同研究は平成１９年度１６０件と増加し、平成１５年度８９件に比
べて８０％以上増加した。また、受託研究は平成１９年度８１件であったが、知的クラス
ター創成事業やJSTによる育成研究等の契約方式が一括契約に変更されており、従
来の計算方式を適用すると１００件となることから、平成１５年度６５件に比べて５４％増
加した。
　さらに、地域企業との連携を深める組織である九州工業大学技術交流会（キュー
テックコラボ）の活動を継続して実施し、地域企業との共同研究・受託研究として９９件
のプロジェクトを実施した。
　また、将来における共同研究、受託研究等の外部資金の獲得を目的として、九州
工業大学技術交流会に企業も参加する８つの研究会を設けた。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

①－２）民間機関を会員とする九州工業大学
支援クラブ（仮称）を設立し、技術指導及び産
学連携の充実を図る。

　九州工業大学技術交流会会員企業のニーズを把握するアンケート調査を実施し、
ニーズに基づく研究会の設立等を支援した。また、平成１９年１２月に九州工業大学
技術交流会との共催により、「地域発ものづくりイノベーションの創出」を開催して地域
における産学連携の充実に貢献した。同交流会には、平成１９年度末までに企業と
教員がメンバーとなる８つの研究会を設け技術指導の場を広げるとともに将来の共
同・受託研究等の外部資金獲得に備えた。今後も更に順次研究会を増設する予定
である。
　さらに、大分県と連携協定を締結し、福岡県以外の企業に対する技術指導や共同
研究の拡充を推進した。
　以上のことから、大学として年度計画を上回って実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-3-03)

平成１８年度に引き続き、福岡県及び北九
州市等が推進する当該事業への支援を継
続するとともに、学内共有研究施設を充実
して、福岡県のシステムＬＳＩ設計開発拠点
化構想及 び北九州市のエレクトロニクス関
連構想に主体的に参画する。
(Ⅰ-3-04)

マレーシアにおける地球温暖化防止に関
する研究を継続するとともに、事業の新た
な展開方針を検討する。また、北九州エコ
タウン事業として、生分解性プラスチックリ
サイクル の事業化策を図る。
(Ⅰ-3-05)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-3-06)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-3-07)

②-イ大学の施設公開を毎年各キャンパス２回
以上実施し、小・中・高校生等に大学の施設
及び研究内容を公開する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　高校生に対するオープンキャンパスにおける施設公開を、戸畑・飯塚キャンパスで
は平成１９年８月に同時に２日間実施し、若松キャンパスでは６月に実施した。また、１
１月に実施した大学祭（工大祭）においても、来学者のために学科展等を開催し、施
設を公開した。
 　また、小中学生に対するオープンキャンパスの活動としては、理数教育支援セン
ターで実施している実験体験教育のジュニアサイエンス・スクールを開催しており、ア
ンケート結果を調査し、実施内容について更に充実させることとした。

①－５）地球温暖化防止に関する国際的プロ
ジェクト、北九州市エコタウン事業等へ主体的
に参画する。

　マレーシアにおける地球温暖化防止に関する研究成果を総括した結果、これまで
に取り組んできたメタンの放出を抑制する手段が地球温暖化防止に効果があることが
共同研究機関に認められた。その成果は、マレーシアフェルダ社による事業化に反
映されることが決定した。
　また、北九州エコタウンにおける生分解性プラスチックリサイクルの事業について
は、NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）による支援が認められ、更に推
進できる体制が整備された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

②-ア小・中・高校生等を対象とした出前講義
等を組織的に実施する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　理数教育支援センターを出前講義申込み・受付の窓口とし、入試課を実施日程及
び担当教員等の割り振りなどを行う部署として定め、学内管理体制の下に、出前講義
を組織的に実施しており、平成１９年度は６５件実施した。
　さらに、小中学生を対象に１０回のジュニアサイエンス・スクールを理数教育支援セ
ンターで実施した。

①－３）北九州市の知的クラスター（北九州
ヒューマンテクノクラスター構想）の中核として
「システムＬＳＩを軸とした新産業の創成」を通し
て地域及び産業界と強力な連携を図る。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　平成１８年度までに実施した知的クラスター創成事業「北九州ヒューマンテクノクラス
ター構想」の実績が認められ、平成１９年度から発足した「福岡先端システムLSI開発
拠点構想」における中核機関として、１４テーマの中核プロジェクトを実施しており、産
業界との連携が更に強化された。

①－４）福岡県のシステムＬＳＩ設計開発拠点
化構想及び北九州市のエレクトロニクス産業
拠点構想に主体的に参画し、産学官連携を積
極的に推進する。

　福岡県及び北九州市におけるシステムLSI研究の実績が評価され、知的クラスター
創成事業（第Ⅱ期）として「福岡先端システムLSI開発拠点構想」が平成１９年度に採
択され、本学が中核機関として１４テーマの研究プロジェクトの研究代表者として実施
する体制を整備した。
 　また、北九州市が主導するカーエレクトロニクス事業として、経済産業省中小企業
産学連携製造中核人材育成事業に参画するとともに、カーエレクトロニクス共同研究
を実施した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

学内施設及びサテライトキャンパスを活用
した社会人を対象とする先端技術講習会
等を平成１８年度に続いて実施するととも
に、各事業に関する機能と採算性を考慮し
た将来構想 を確立する。
(Ⅰ-3-08)

社会人再教育の拡充のため、社会人修学
支援講座(スーパーティーチャーズカレッジ
等)を発足し、また、再教育のための授業料
免除支援制度の活用により、社会人学生
の増加を 図る。
(Ⅰ-3-09)

平成１８年度に企業、役所等へＰＲ用に作
成し配布した科目等履修生等の募集要項
について、本年度は、情宣効果を分析、検
討するとともに、科目等履修生等の増加の
ための広報 活動について、引き続き検討
する。
(Ⅰ-3-10)

協定校との学生交流事業は継続して実施
する。さらに、マレーシアプトラ大学と学生
の国際交流を一層推進するため、両大学
の教員が協力して、学生の研究指導を行う
ことを明記 した細則等を締結する。また、
フランスナンシー工科大学とダブルディグ
リー制度の締結に向けて具体的に検討す
る。
(Ⅰ-3-11)

④-ア国際交流協定校との間で国際共同研究
及び交流事業を充実させる。

　協定校との学生交流事業については継続して実施した。さらに、マレーシアのプトラ
大学と学生の国際交流を一層推進するため、両大学の教員が協力して、学生の研究
指導を行うことを明記した細則等を締結した。
　また、フランスのロレーヌ工科大学（ナンシー工科大学など７大学が統合）と新たに
学術交流協定及びダブルディグリー協定を締結した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-イ受入れ促進を図るために、クォーター制
の導入を一部の科目で実施するとともに、授
業担当教育職員が理解度に基づき適宜指導
を行う。 (この具体的方策については、留学生
受入れにおいても実施する。）

　情報工学研究科と生命体工学研究科では全面的にクォータ制を導入し、工学研究
科においても部分的に実施した。
　また、文部科学省から再チャレンジ支援経費として、５件採択された「社会人学び直
し支援プログラム」において、授業料免除制度を実施した。
　工学研究科では、教職者の再教育のための社会人修学支援講座を立ち上げ、教
員や技術者等の高度な再教育を実施した。
　留学生の理解度を高めるため、数段階レベルにわたる日本語教育科目を実施し、
非常勤講師を増員して整備・充実を図った。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ウ科目等履修生、聴講生及び研究生の受
入れを増加させる。

　社会人就学者を科目等履修生等として受入れるため、社会人修学支援講座を工学
研究科において平成１９年度に発足し、受入れを促進するため、入学検定料の免除
や、文部科学省から再チャレンジ支援経費として採択された「社会人学び直し支援プ
ログラム」において授業料免除の支援を行った。
　例年、企業、役所等へ科目等履修生等の募集要項を配布を行っているが、情宣効
果を揚げるため、これに加え、平成１９年度から本学のホームページに、２学部、３研
究科別の詳細な、研究生、科目等履修生、聴講生の募集要項を掲載し、一般から自
由にダウンロードできるようにした。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

③-ア学内施設及びサテライトキャンパスを活
用した社会人を対象とする先端技術講習会等
を毎年５回以上開催し、その内容を充実させ
る。

　学内施設及びサテライトキャンパスを活用した社会人を対象とする先端技術講習会
等を平成１８年度に引き続き実施した。 また、各事業に関する機能と採算性を考慮
し、事業の将来計画を策定した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-3-12)

デュアルディグリー制度などを含めた国際
連携を更に発展させ、学生・研究者を受入
れる方策及び受入れに必要な経費を検討
する。
(Ⅰ-3-13)

平成19年度より新たに開講する科目につ
いて評価・検討し、問題があれば改善を図
る。
(Ⅰ-3-14)

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-3-15)

デュアルディグリー制度などを含めた欧米
との国際連携を更に発展させる。
(Ⅰ-3-16)

④-オ留学生に対して、日本人学生チュー
ターによる環境・生活習慣に対する支援及び
日本語表現の指導補助を行う。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　チューターからの月例報告書の様式を変更するなど、チューターに対して積極的に
留学生の指導を行う体制の整備を図った。

④-カ欧米との交流協定締結を増やすととも
に、交流協定校との間で更なる学生の相互交
流を実施する。

　生命体工学研究科を中心に、従来、交流協定を結んでいたフランスのナンシー工
科大学が、フランス国内の他の技術系大学6校と統合し、ロレーヌ工科大学となったこ
とにより、本学において初めて、デュアル・ディグリー制度の交流協定を博士前期課
程レベルで締結し、１名のデュアル・ディグリー留学生を受入れた。また、授業料など
学生負担の経費は、相互不徴収とした。
　さらに、新たに米国のバージニア工科大学、部局単位では、米国のカーネギーメロ
ン大学研究センターと交流協定を結んだ。
　また、交流協定を続けているイギリスのサリー大学とは、学生の相互交換を積極的
に実施し、２名の派遣、２名の受入れを行った。
　本学の100周年記念募金ファンドから、国際交流のための「21世紀国際人材育成基
金」が設立された。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-ウ外国人研究者及び留学生を積極的に受
入れる。

　創立７５周年記念基金による外国人研究者の受入れを増強するため、平成１９年度
事業公募用ポスターを作成して短期招へい及び姉妹校交流招へい事業の周知を
図った。また、同基金による外国人研究者の受入制度を継続することを研究・産学連
携委員会で決定した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-エ留学生に日本語教育を行う。 　従来の留学生のための日本語教育カリキュラムを整備・充実化し、平成１９年度から
戸畑キャンパスと飯塚キャンパスで実施した。具体的には、研究生・大学院生対象の
日本語科目と学部生対象の科目を統合して、新たにレベル別のカリキュラムとして履
修し易くし、補強のため補講を設定した。そのため非常勤講師を増員した。また飯塚
キャンパスでは従来開講されてこなかった「日本事情」を開講した。
　以上のことから、大学として年度計画を十分に実施している。

④-イ留学生の生活支援に関しては、関係組
織がその整備・充実にあたる。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　戸畑・飯塚キャンパスでは、国際交流会館において、留学生のための就職面談会
を初めて開催した。
 　飯塚キャンパスでは、留学生支援ニーズの調査結果に基づき、留学生の実用日本
語教育の支援を実施し（平成１９年度から「日本事情」、「科学技術日本語」を開講）、
留学生用住居（飯塚市提供）の入居情報の提供及び入居手続きの支援によって、ほ
ぼ満室の運営を行った。
 　若松キャンパスでは、私費外国人留学生から支援ニーズの聞き取りを行い、改善
点の検討を行った。
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年度計画中期計画 計画の進捗状況

平成１８年度達成済み。
(Ⅰ-3-17)

④-キ独立行政法人国際協力機構(JICA)、北
九州国際技術協力協会(KITA)等が実施する
事業に積極的に協力する。

　当初の計画は、平成１８年度に達成済みであるが、次のように計画を継続して進め
ている。
　平成１８年度に制定した規則に基づき、同年度にJICA、KITA等が実施した事業に
対する協力状況を調査した。
　平成１９年度にJICA、KITA等が実施した事業に対する協力状況については、平成
２０年４月に調査し、同月開催の研究・産学連携委員会において平成１８年度及び平
成１９年度分を報告することとした。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

○ 教育に関する実施状況 （４）再チャレンジ支援経費 ― 社会人の学び直し支援プログラム
１ 新たに採択された競争的教育プログラムによる取り組み 平成１９年度特別教育研究経費「再チャレンジ支援経費 ― 社会人の学び直
（１）特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ） し支援プログラム」に、本学から５件（リカレント技術者教育支援プログラム
学生の低年次から、大学における勉学に取り組むための明確な学習目的を持 ・社会人教育プログラムを活用した技術者再チャレンジ支援・社会人ＩＴ技術
つ意識に目覚めさせ、学生の学習の自己管理能力を養うため、自己学習評価シ 者リバイタライゼーション・社会人の製造業に関する「学び直し」支援プログ
ートに学習達成度を記入させた。この取り組みを「学生自身の達成度評価によ ラム・社会人再チャレンジ支援プログラム）が採択され、企業の専門家も含め
る学修意識改革 － 学習成果自己評価シートをベースとする自己評価システム た講師陣により、社会のニーズに密着した実践的な講義を実施した。
の構築」として特色ＧＰに申請し、採択されたことは、社会からも本学の教育
の目的意識と動機付けの取り組みが高く評価されたことを意味している。 （５）社会人及び留学生教育

生命体工学研究科の北九州学術研究都市において、「カーエレクトロニクス設
（２）大学院教育改革支援プログラム（大学院ＧＰ）（２件） 計開発中核人材育成事業」及び「アジア人材資金構想」が採択され、社会実践
① 情報工学研究科では、学生が主専攻において学ぶ学問的体系とは別に、キ 型教育を平成２０年度より推進する予定である。
ャリアパスを意識した学際的な知識と技能を身に付けることのできるコース
ワーク設定「コース／モジュール制」を新たに制定し、クォータ制度におい ２ 特色ある教育活動の取り組み
て実施した。この取り組み（モジュール積み上げ方式の分野横断型コース） （１）小中高大連携の取り組み
は平成１９年度に大学院ＧＰに申請し、採択され実施した。 ① 現代ＧＰプログラムに採択された本学のプロジェクト「学生と地域から展
② 生命体工学研究科では、豊かな国際感覚と幅広い専門知識を有し、生命体 開する体験型理数学習開発」の一環として、理数教育支援センターにおいて
工学に立脚したものづくりを牽引し世界で活躍できる技術者の養成を目指 小・中学生を対象に、平成１９年度に１０回のジュニアサイエンス・スクー
し、平成１９年度に大学院ＧＰ「英語漬けＰＢＬプログラム（グローバル研 ルを開催した。受講者は分かりやすい理・数学を体験し、本学学生は生徒へ
究マインド強化教育プログラム）」を開始した。この取り組みは、海外派遣 の教育指導を体験することができた。
や英語による討論等を通じて、学生の国際マインドの強化を図るものである。 ② 毎年、文部科学省のスーパーサイエンス・ハイスクールのプログラムに選

定された高校の学生、数十名を受入れ、３キャンパスにおいて進んだ体験学
（３）社会人学び直しニーズ対応教育支援プログラム 習講座を実施した。
平成１９年度に文部科学省から本学に委託された「初等中等教育および生涯 ③ 科学技術創造立国の次代を担う青少年たちが、科学技術の夢や感動に直接
学習のための情報教育支援士養成プログラム」講座の実施において、初等・中 触れて科学技術・理科・数学に親しみを持てるよう、出前講義事業を平成８
等教育から生涯学習に至るまでの情報教育現場において教育指導できる社会人 年度より実施してきており、平成１９年度には６５件実施した。
支援者の養成を行う、全国で初めてのプログラムを開始した。初年度に、２３ ④ 本学の教育・研究活動、大学生活、学生活動、大学の社会貢献、国際連携
名の修了者に対して情報教育支援士の証明を授与するなど、メディアにも取り 等をより理解してもらうため、本学への入学に関心のある学生や高校進学指
上げられ社会から大きな反響を得た。平成２０年度においては、２０名の定員 導教員に対して、大学説明会を全国９会場において実施し、進学説明会は九
に対して１５０名の申込者があった。 州地区において１９件、高校訪問を九州・中国・四国で１５４件実施した。
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また１５校の高校から訪問を受入れたほか、オープンキャンパス、大学祭 （７）社会からの認識
においても大学紹介を実施した。 サンデー毎日増刊号（平成１９年１０月）に掲載された全国２７０校の進路

指導教諭の評価によると、九州工業大学は、全国公私立大学の中で、「面倒見が
（２）海外の大学とのダブルディグリー 良い大学 １３位」、「小規模だが評価できる大学 １１位」、「入学後、生徒を伸
ロレーヌ工科大学（フランス）との間で、初めてダブルディグリー協定を締 ばしてくれる大学 １９位」と評価されており、実施している種々の情宣活動の
結し、１名の留学生を受入れた。これにより学生は、日本とヨーロッパの大学 結果が社会の認識に顕われ始めた。
で認知された学位を持つことができ、学生の将来にとって魅力的なプログラム
であり、短期留学を含めて日仏両大学間で希望者数名が出ている。 （８）情報システム

① 政府統一基準に準じた情報セキュリティ確保の観点から、その基盤となる
（３）リメディアル教育 全学統合認証システムの導入を決定し、「全学統合ＩＤ管理システム」仕様策
従来から、学部推薦入学合格者に対して合宿形式や通信形式の事前教育を実 定委員会を立ち上げた。
施しており、入学後は新入生全員を対象に基礎学力把握テストを実施し、適正 ② 国立情報学研究所の平成１９年度次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業
な教育を図った。学生個人の学力の不足を補うため、高校教育経験者の支援を に採択され、それに基づいて、九州工業大学学術機関リポジトリKyutacarを
受けて、物理のリメディアル教育を実施した。 開発するとともに、学術論文、学位論文、大学紀要等のコンテンツ７０９件

を登録し、一般公開した。
（４）教育・学習目標の明確化と授業改善 ③ 九州地区国立大学間連携事業の一環として実施した、「リポジトリを用いた
大学創立以来１００年に亘る本学の教育理念に基づいた、専門分野の人材育 教育系・文系論文集の発刊事業」の一端を担い、学内で、「九州地区国立大学
成目標を学則に明確に定め、学科の教育・学習目標を明らかにした。教育・学 間連携教育系・文系論文集の投稿手続き等に関する申し合わせ」を制定した。
習目標に準拠した各科目の位置付けをシラバスに明記し、学生に理解させ、社
会に公表した。その上で受講者による授業評価を実施し、結果を表彰あるいは
公表し、フィードバックと公開授業、ピア評価等により改善のPDCAサイクルを ○ 研究に関する実施状況
稼働させた。 １ 研究活動の推進に係る取組について

（１）平成１９年度に採択された第Ⅱ期知的クラスター創成事業プロジェクト「福
（５）表彰 岡先端システムＬＳＩ開発クラスター」では、理事・副学長が中心となって
情報工学部で平成１７年から実施しているJABEEについて「JABEEの全学科同 全学横断的な研究推進体制を整備し、５１名の研究者が参画した。
時認定による全学部的国際標準工学教育の実践」が評価され、「第１０回(平成
１９年度）九州工学教育協会賞」を受賞した。 （２）（財）日本自動車研究所と包括連携協定を締結し、地域の要請が強い自動車

関連技術の研究と教育をさらに進展させるとともに、北九州市が主導する「カ
（６）大学院生の研究成果の発表支援 ーエレクトロニクス拠点構想」を推進した。
大学院生の研究及び成果を、学生自らが国内外の学会の場において発表する
ことを奨励するため、ＲＡ経費とは別に「博士後期課程学生のための研究支援 （３）「マレーシアパームオイル関連プロジェクト」をアジア研究教育拠点事業と
経費」を設定した。競争的応募制度により研究費、旅費について一人につき 外国企業との共同研究として推進するとともに、バイオマスの有効活用を目
５０万円を限度として支援した。 的として複数の企業と連携した研究を推進した。
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（４）「先端エコフィッティング技術研究開発センター」を設置し、持続的成長 （11）知的財産活動の国際化を推進するため、距離的に近い韓国において、韓国
が可能な環境に優しい技術開発を開始した。 発明振興協会及び昌原、水原、培材各大学校との連携を推進するため覚書を

締結した。さらに本学の韓国における活動を支援するため、在ソウルの技術
（５）ＲＡ及び特別研究員に対する支援を継続するとともに、優れた博士後期課 移転アソシエートと契約した。
程の学生の研究活動に対する支援を評価により実施した。

（12）我が国の産学官連携活動に対する産学官連携委員会の提言に基づき、本学
（６）エコタウン実証研究センターが実施している「熱分解によるポリ乳酸素材 の活動をベンチマーキングして問題点を抽出した。その結果に基づき、「九州
から高密度ラクチドとポリ乳酸の再生」がＮＥＤＯ「大学発事業創出実用化 工業大学産学官連携推進計画2008」を策定し、産学連携活動と知的財産の活
研究開発事業」に採択され、ＮＰＯ法人及び企業と連携して実証試験を継続 用に関する将来計画を策定した。
して実施した。

（13）本学の最先端の研究の内で、産学連携活動の成果を分かりやすくまとめた
（７）平成１７年度までに重点研究プロジェクトとして設置した６つの研究セン 「九工大世界トップ技術」vol.2を企画し、平成２０年度４月に出版すること
ター（ヒューマンライフＩＴ開発センター、宇宙環境技術研究センター、ネ とした。
ットワークデザイン研究センター、先端金型センター、バイオマイクロセン
シング技術研究センター、エコタウン実証研究センター）に対して、財政・
人事・研究スペース等の支援を平成１９年度も継続して実施した。 ○ 社会貢献・地域貢献、国際交流等の推進に関する実施状況

（１）地域の産業界との連携強化のため発足した九州工業大学技術交流会（キュ
（８）研究戦略室及び産学連携推進センターを中心として、平成１８年度に引き ーテックコラボ）において、会員企業のニーズを調査し、ニーズに基づく８
続き外部資金の獲得に取り組んだ結果、共同研究については、１６０件（２ つの研究会を設立した。「地域発ものづくりイノベーションの創出」を共催し、
億９,０５２万円）、受託研究については、８１件（９億６６０万円）という 地域における産学連携の充実に貢献した。
件数及び金額の両面で過去最高の実績を上げ、中期計画における数値目標で
ある平成１５年度比で５０％増を達成した。特に、金額面では平成１８年度 （２）大分県と連携協定を締結し、福岡県以外の企業に対する技術指導や共同研
に比べて、共同研究と受託研究の両方で５０％以上増加した。 究の拡充を推進した。

（９）教育職員の知的財産教育を効果的に実施するため、若手研究者の中から特 （３）本学の教員の発明を企業に技術移転する活動がさらに進展し、技術移転収
許出願に積極的な助教から准教授の研究者１０名を選定し、事業委託した民 入が平成１８年度に比べて約５０％増加した。
間機関と連携して、５日間集中的に知的財産教育を行った。この事業は、若
手研究者に知的財産ＤＮＡを移植することで、知的財産の知識とスキルを向 （４）北九州産業学術推進機構等の学外機関と協力して、地域産業界のニーズの
上させ、その研究者が研究室に戻って後継者を教育することで、知財ＤＮＡ 高い自動車や半導体産業に関わる事業に積極的に参画した。
が承継され周囲に伝播されることを狙って実施した。

（５）ロボット・金型・めっき・半導体・カーエレクトロニクスに関して、社会
（10）本学が出願した特許をベンチャーで商業化していくために、ファンドを提 人を対象とする人材育成事業を経済産業省の支援で実施した。
供する福岡銀行と技術評価を行う㈱ベンチャーラボと３者で連携する覚書を
締結した。
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九州工業大学

（６）本学が所有する知的財産の活用をさらに促進した結果、版権及び特許権等
収入が、平成１８年度に比べて約５０％増加した。

（７）知的財産活動を国際化するため、雇用した若手職員を約２ヶ月間、英国に
派遣し、将来の中核人材の育成を図った。

（８）知的財産活動の国際化を推進するため、韓国発明振興協会及び水原大学校
等との連携を促進するための覚書を締結した。さらに本学の韓国での活動を
在ソウルの技術移転アソシエートと契約した。

（９）マレーシアサテライトオフィスを拠点とするパームオイル産業に関連する
バイオマス研究が継続して進展し、現地の企業と大学に加えて、事業に参画
する日本企業や団体との連携が強化された。その成果を報告する第６回九州
工業大学国際環境フォーラムをマレーシアで開催した。
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九州工業大学
Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

前年度の決算において剰余金が発生したが、平成１９年度にお
ける使用はない。
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九州工業大学
Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

・小規模改修 総額 206 施設整備費補助金 ・（戸畑）耐震対策 総額 995 施設整備費補助金 ・（戸畑）耐震対策 総額 995 施設整備費補助金
・災害復旧工事 （206） ・（戸畑）先端教育 （ 961） ・（戸畑）先端教育 （ 961）

ｺﾗﾎﾞﾚ-ｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ改 ｺﾗﾎﾞﾚ-ｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ改
修Ⅱ期 修Ⅱ期
・小規模改修 国立大学財務・経営セン ・小規模改修 国立大学財務・経営セン

ター施設費補助金 ター施設費補助金
（ 34） （ 34）

(注1)金額については見込みであり、中期目標を達成するために必
要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等
を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。
(注2)小規模改修について１７年度以降は１６年度と同額として試
算している。 なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造
費補助金、国立大学財務・経営ｾﾝﾀ-施設費交付金、長期借入金に
ついては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、
具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決
定される。

○ 計画の実施状況等

本学の施設・設備の実施状況は
１．（戸畑）耐震対策事業
２．（戸畑）先端教育ｺﾗﾎﾞﾚ-ｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ改修Ⅱ期事業
３．小規模改修
となっており、年度計画どおり実施した。
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九州工業大学
Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

(1) 平成１９年度の常勤職員数 ５９８人 (1) 平成１９年度の常勤職員数 ５９８人
また、任期付職員数の見込みを３４人とする。 また、任期付職員数は、３４人

(2) 平成１９年度の人件費総額見込み ５，８４６百万円 (2) 平成１９年度の人件費総額は、５，４００百万円
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九州工業大学
○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率
学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(a) (b) (b)/(a)×100 (人) (人) (％)

(人) (人) (％) 博士後期課程
学士課程

工学研究科 機械知能工学専攻 9 19 211
工学部 機械知能工学科 560 604 108 建設社会工学専攻 6 11 183

建設社会工学科 292 329 113 電気工学専攻 21 15 71
電気工学科 732 833 114 物質工学専攻 12 14 117
物質工学科 616 690 112 機能ｼｽﾃﾑ創成工学専攻 39 9 23

小 計 2,200 2,456 112 合 計 87 68 78
（機械知能工学科 夜間主ｺｰｽ） 20 26 130
（電気工学科 夜間主ｺｰｽ） 20 36 180 情報工学研究科 情報科学専攻 36 27 75
（物質工学科 夜間主ｺｰｽ） 20 28 140 情報システム専攻 24 14 58

合 計 2,260 2,546 113 情報創成工学専攻 24 17 71
合 計 84 58 69

情報工学部 知能情報工学科 372 405 109 生命体工学研究科 生体機能専攻 72 66 92
電子情報工学科 372 385 103 脳情報専攻 66 69 105
システム創成情報工学科 332 352 106 合 計 138 135 98
機械情報工学科 332 342 103
生命情報工学科 332 341 103 博士後期課程 計 309 261 84

（制御システム工学科） 7
（機械システム工学科） 34
（生物化学システム工学科） 10

合 計 1,740 1,876 108

学士課程 計 4,000 4,422 111

博士前期課程
○ 計画の実施状況等

工学研究科 機械知能工学専攻 116 169 146
建設社会工学専攻 58 75 129 博士後期課程の収容定員充足状況の見直しを図るため、入学定員を減とし、博
電気工学専攻 138 187 136 士前期課程については定員超過の是正を図る観点から入学定員の増を併せて実施
物質工学専攻 92 147 160 することとして、当該内容を盛り込んだ大学院・学部改組計画について、文部科
機能ｼｽﾃﾑ創成工学専攻 62 95 153 学省に概算要求し、修士及び博士の入学定員の変更が承認された。（適用は、平

合 計 466 673 144 成２０年４月１日）

情報工学研究科 情報科学専攻 150 199 133
情報システム専攻 96 145 151
情報創成工学専攻 54 77 143
合 計 300 421 140

生命体工学研究科 生体機能専攻 112 162 145
脳情報専攻 102 119 117
合 計 214 281 131

博士前期課程 計 980 1,375 140
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九州工業大学○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１６年度）

○計画の実施状況等

（大学院の定員超過率が高い理由）

  研究科の定員超過の主な理由として、近年、就職後に企業等において、社員教育・研修が行われていたが、現在は、企業・社会から就職後即、戦力となる技術者が
必要とされ、大学院修士レベルでの教育・研究指導を受け、高度な技術を修得した学生が求められている。このため、企業の採用活動が、技術系については修士主体
になっており、そのことを背景に、進学を希望する学生が増えていることに起因している。
　あわせて、近年の大学院進学希望者の増加及び本学大学院合格ラインを上回る優秀な学生の受験に伴い、大学としても研究指導する教員の状況や設備など学生
の要望に対応しうる範囲で学生を受入れているが、修士の教育・研究指導体制については、各研究科を通じて、複数教員指導を採用しており、適切な指導内容確保に
配慮している。
　なお、定員超過の著しい修士課程専攻については、是正に向けて、検討することとした。

（人）

4 0 10 19 142.6%

（人） （％）

（人） （％）

102.0%

1,765 100.9%

636

（人）

工学研究科 446 666 16

（人） （人）

0

（人） （人）

16

（人）

情報工学部 1,750 1,886 28

（研究科等） (人) （人）

103

9

6

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

2 0

（学部等） (人) （人）

2,410 2,758工学部

学部・研究科等名

2,457

留年
者数
（Ｈ）

26

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

16

241

（人）

401

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

0

131.0%0 8 16

51 270

休学
者数
（Ｇ）

12110

生命体工学研究科

収容定員
（Ａ）

8

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

306 433 28 0

情報工学研究科 378 576 44 13 0 0 17 31 27 519 137.3%
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（平成１７年度）

○計画の実施状況等

（大学院の定員超過率が高い理由）

  研究科の定員超過の主な理由として、近年、就職後に企業等において、社員教育・研修が行われていたが、現在は、企業・社会から就職後即、戦力となる技術者が
必要とされ、大学院修士レベルでの教育・研究指導を受け、高度な技術を修得した学生が求められている。このため、企業の採用活動が、技術系については修士主体
になっており、そのことを背景に、進学を希望する学生が増えていることに起因している。
　あわせて、近年の大学院進学希望者の増加及び本学大学院合格ラインを上回る優秀な学生の受験に伴い、大学としても研究指導する教員の状況や設備など学生
の要望に対応しうる範囲で学生を受入れているが、修士の教育・研究指導体制については、各研究科を通じて、複数教員指導を採用しており、適切な指導内容確保に
配慮している。
　なお、研究科によっては、博士後期課程での定員未充足状況が見られることから、博士課程専攻の入学定員の見直しに向けて、検討することとした。

25 21 564 148.0%13 0 0 12情報工学研究科 381 610 42

生命体工学研究科

収容定員
（Ａ）

9

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

352 454 39 0

51 258

休学
者数
（Ｇ）

939

116.8%0 19 18

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

15

222

（人）

411

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

0

学部・研究科等名

2,433

留年
者数
（Ｈ）

29

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

（学部等） (人) （人）

2,360 2,717工学部

（人） （人）

3 0

9

（人）

情報工学部 1,740 1,861 25

（研究科等） (人) （人）

80

（人）

工学研究科 459 669 14

（人） （人）

0

（人） （人）

140.7%

（人） （％）

（人） （％）

103.1%

1,763 101.3%

646

○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（人）

5 0 9 13

11

6

収容数
（Ｂ）

0
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九州工業大学○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成１８年度）

○計画の実施状況等

（大学院の定員超過問題への対応）

　大学院の収容定員超過の内訳としては、留学生、休学者、留年者等も含めると修士課程については、工学研究科１５３％、情報工学研究科１６３％、生命体工学研究科
１３６％といずれの研究科も高率となっている。
　同様に、留学生、休学者、留年者等も含めた博士課程の収容定員充足率を見ると、工学研究科８０％、情報工学研究科８６％、生命体工学研究科１０１％と全体的に
未充足の割合が高くなっていることから、修士課程の入学定員を増加させ、博士課程の入学定員を削減することを内容とした大学院・学部の改修計画を決定した。

23 18 517 134.6%10 0 0 16情報工学研究科 384 561 33

生命体工学研究科

収容定員
（Ａ）

7

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

352 430 33 0

43 232

休学
者数
（Ｇ）

939

114.8%0 19 3

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

0

202

（人）

404

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

0

学部・研究科等名

2,331

留年
者数
（Ｈ）

25

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

（学部等） (人) （人）

2,290 2,588工学部 12

7

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

2 0

12

（人）

情報工学部 1,740 1,877 23

（研究科等） (人) （人）

82

（人）

工学研究科 506 719 21

（人） （人）

0

（人） （人）

136.0%

（人） （％）

（人） （％）

101.8%

1,777 102.1%

688

（人）

6 0 13 13
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九州工業大学

（平成１９年度）

○計画の実施状況等

（大学院の定員超過問題への対応）

　平成１８年度に決定した修士課程の入学定員増及び博士課程の入学定員減を含む、大学院・学部の改組計画について、文部科学省に概算要求し、修士及び博士の
入学定員の変更が次の通り認められた。（適用は、平成２０年４月１日）

・工　学　府　　　　　 　ＭＣ　２３３人　→　２６１人　　　　　ＤＣ　２９人　→　１７人

・情報工学府　　 　　　ＭＣ　１５０人　→　１７５人　　　　　ＤＣ　２８人　→　１４人

・生命体工学研究科　ＭＣ　１０７人　→　１２２人　　　　　ＤＣ　４６人　→　３６人

704

（人）

11 0 9 19

（％）

（人） （％）

102.7%

1,801 103.5%

（人）

0

（人） （人）

工学研究科 553 741 30

（人）

情報工学部 1,740 1,876 18

（研究科等） (人) （人） （人）

6

収容数
（Ｂ）

1

（人） （人）

2 0

2,260 2,546工学部 11

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

（学部等） (人) （人）

左記の収容数のうち

0

学部・研究科等名

2,321

留年
者数
（Ｈ）

19

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

1 13 43

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

40

174

（人）

357

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

休学
者数
（Ｇ）

816

101.4%

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

17

61

（人）

127.3%

（人）

生命体工学研究科

収容定員
（Ａ）

5

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

352 416 35 0

114.8%7 0 0 11

○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

21 20 441情報工学研究科 384 479 25

39 205
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